
～

　法定受託事務 自治事務

　 　 有 　 　無

 　   有 　 　無

　 　 有 　 　無

　 　 有 　 　無

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

補　助　・　単　独　区　分

　

投

入

資

源

人　　　件　　　費

正職員人件費

会計年度任用職員人件費

受益者負担額（使用料・手数料等）

そ   　の    他 

市　      　  債

県  支  出  金

国  庫　支　出　金

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

コ ス ト 対 象 外  (除外)

間　 接　 経 　費　(加算)

Ｂ
　
特
定
財
源

事　　　業  　　費

成
果
指
標

①

②

正職員投入人員

件
1,100 1,100

Ａ
　
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

Ｃ

Ｄ

1,100
1,100 1,100

委員の相談・支援件数の合計 1,022 952

委員が行う要支援者の相談・支援件数

851

95.00
95.00 95.00

委員出席回数合計÷（定例会開催数×委嘱委員数） 91.98 93.88 95.02
活
 

動
 

指
 

標

①
委員の定例会への出席率

%
95.00 95.00

②

③

対
象
指
標

①
単位民生委員・児童委員協議会数

数
4 4

②
民生委員・児童委員数

人
117

委嘱している民生委員・児童委員数 108 106 107

4

0

△ 4,522

受益者負担率（⑩÷⑤）

目標(見込)値 目標(見込)値 目標(見込)値

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり

12,268 13,403 13,602 8,881

44 4

計画(見込)値 計画(見込)値
実績値 実績値 実績値目

標

設

定

・

実

績

区分
指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）
単　位

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

117 120
120 120

4 4
地区協議会の数

△ 0.46人

0

吉川市単独

6,13510,111 6,135 △ 3,689

292

9,402 10,192

17,738 18,528

0

0

9,823

1.21人 1.27人 1.28人 0.81人

県  補  助  率 - - - -

8,336

10,111 6,135 △ 3,689 6,135

0

300 292

0.81人 0.81人

12,101

9,397 9,823 6,135

8,336

決算(千円) 予算(千円) 決算(千円) 増減額(千円) 当初(千円) 計画(千円)
平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度
決算(千円)

前年度事務事業

区　　　　　分区分

国  補  助  率

7,338 7,357 8,112 7,547 190

業務プロセス
（№・名称）

　 　 有 　 　無
301101

・協議会定例会や部会活動等により、研修や委員相互の情
報意見交換を行う。
・広報誌「ほほえみ」の発行やイベント等での活動ＰＲを行う。
・福祉に関する行政情報を提供する。

0

298 290 292

19,606 20,760 21,714 16,428

9,909 10,638 11,313 10,001 △ 638

△ 6

△ 4,332

9,397

個別計画の位置付け 地域福祉計画

第２章 元気・健やか・幸せのまちづくり（健康福祉部門）

第１節 市民が参加する福祉のまちづくり

(1)地域福祉活動の支援

施　　　　策 直接事業費

--

執 行 方 法 補助・負担等 吉川市民生委員・児童委員協議会補助金

30110101 民生委員・児童委員協議会活動補助金交付

11,311

30110102 民生委員・児童委員協議会の運営

6,135

目
　
　
　
的

対　　象
（誰を、何を）

（直接の対象）吉川市民生委員・児童委員協議会、民生委
員・児童委員
（最終的な対象）市民

手　　段
（どのような

事業を行うのか)意　　図
(対象にどの
ような状態に
なってほしい

のか)

00 99 全年齢

　民生委員・児童委員の資質を高め、地域住民の生活課題
に対する支援活動が適切かつ円滑に行えるようになること
で、市民が頼れる行政とのパイプ役となる。

対象年齢

昭和34年度 未設定

　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

施策小項目

事業年齢 61歳

一般会計予
算
科
目

会計区分

民生委員・児童委員活動推進事業

款 項

目 細目

社会福祉費民生費
市まち･ひと･しごと

創生総合戦略との関連 社会福祉総務費

と
の
関
係

基
本
計
画

関連付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無 事 業 区 分

まちづくり目標

令和2年度 事 務 事 業 評 価 シ ー ト No. 3011 01

実施計画の位置付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事務事業の性質

根拠法令等 民生委員法基

　
　
本

　
　
事

　
　
項

事務事業名 民民生生委委員員・・児児童童委委員員活活動動推推進進事事業業
所管部署名

事前評価日 令和2年11月30日 事前評価責任者 山﨑　純子

事 業 期 間

類 似 事 業

　　　毎年度繰り返し　 　  　単年度　　　  　複数年度

こども福祉部 地域福祉課 地域福祉係

Copyright(C)2020 Yoshikawa City office.all rights reserved

民生費 / 社会福祉費 / 社会福祉総務費

事業概要
１　民生・児童委員の役割
　　社会奉仕の精神をもって、常に住民の立場に立って相談に応じ、及び必要な援助を行い、もって社会福祉の増進に努めるものとする。（民生委員法第1条）
２　委員の定数及び委嘱数
　・民生児童委員　112人（R3.4.1現在：99人）※R1.12.1より定数3人増
　・主任児童委員　   8人（R3.4.1現在：  8人）
３　委嘱・任期
　・知事の推薦によって厚生労働大臣が委嘱
　・任期3年（現任期：R1.12.1～R4.11.30）
４　民生児童委員協議会活動
　・定例会、役員会の開催
　・各種研修会、部会の開催
　・県民生児童委員協議会の互助事業
　・民生児童委員協議会と関連各課との連絡調整
５　地区民生児童委員協議会活動（H19.12.1～）
　・設置数　4地区（東地区27人、中央地区33人、南第１地区27人、南第2地区25人）

活動指標　を単位として換算 単位 ： 円/%

　　  あり　     　 なし

（増加目標指標）

（増加目標指標） 概ね達成された

令和2年度 単位当たりコスト換算指標 平成30年度

委員の定例会への出席率
94.93%

平成30年度

評

価

年

度

の

主

な

取

組

・民生･児童委員は、市及び県の推薦により、厚生労働大臣から委嘱されている。また、民生・児童委員は、協議会を
構成して活動することが規定されており、民生･児童委員が民生委員法第14条に規定する職務を円滑に実施するた
めには、市が支援することは必須であり、役割分担として妥当である。

事

業

評

価

評価指標　（指標性質）

終了・完了

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針    拡　大

説   明

二次評価日

一 次 評 価 責 任 者 岡田　啓司

他の事業に統合 　廃止・休止

     縮　小

今後の方針

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

一次評価日 令和3年5月28日

　現状のまま継続

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

　現状のまま継続

委員が行う要支援者の相談・支援件数①

若干増加している

103.74%
令和元年度

★★★★ ★★★★

　　  あり　　      なし

改

革

改

善

これまでの
改革・改善内容

民生委員・児童委員協議会において研修委員会を設置し、自主的に研修計画の企画・立案、実行している。また、地区定例会においても、適宜
研修や事例検討を行っており、常に委員の資質向上に努めている。 また、平成28年度には自治連合会の研修会に民生・児童委員も参加し、自
治会役員との交流を図った。

事業を取り巻く環境
やニーズの変化

リスク（マイナス要素） 機会（プラス要素）

民生・児童委員の欠員地区があり、地域住民の生活課題に対する早期
発見、早期対応に支障をきたす。

自治会への働きかけや、民生・児童委員の広報紙等を通じて、民生・児
童委員の活動内容の周知と担い手を確保する。

民生・児童委員の活動は、地域住民の生活課題に対する支援活動を適切かつ円滑に行い、市民が頼れる行政とのパイプ役となることであり、
SDGｓ１１「包摂的で安全かつ強靱（レジリエント）で持続可能な都市及び人間居住」の実現するために不可欠である。持続可能性を確保するた
め、長期欠員状況にある地区については、民生・児童委員活動の重要性を訴え、欠員解消を積極的に求めていく。

行財政改革大綱
との関連

（点検・確認）

効

率

性

★★★

　　  妥当　　　　要検討
役割分担

（行政関与）

変動率

・直接事業費のほとんどは、民生・児童委員の活動に伴う実費弁償であるため、コスト
改善の余地はない。
・最終的な受益者は、要援護者であり、要援護者に受益者負担を求めることは妥当で
はない。

・地域福祉の課題は日々変化し、かつ複雑化している中、民生・児童委員の担う役割
は今後も重要である。民生･児童委員の活動を支援することで、委員の質の向上につ
ながるため成果向上の余地はある。
・民生・児童委員活動の推進は、地域福祉の推進、特に地域住民の生活課題に対す
る支援活動に必要不可欠なものであるため、上位施策への貢献度は非常に高いもの
である。

達成された

概ね達成された

成果向上の
余地

　　  あり　　　 　なし

令和元年度

① 委員の定例会への出席率

上位施策へ
の貢献度

78.18%
若干減少している

概ね達成された

92.91%

★★★★

86.55%

172,885.02 円 213,152.21 円 221,132.53 円

成果
指標

77.36%

96.82% 98.82%

区　　　分

対象・手段   　　妥当　　    要検討
・地区定例会や部会活動、各種研修会等を通じて委員の資質を高めることで、要支援者への支援活動が適切かつ円
滑に行え、地域住民の課題解決に通じるため、対象・手段は妥当である。また、地域福祉の増進につながるため意
図は妥当である。

意　　　図 　　  妥当　   　 要検討

▲活動　　●成果

活動
指標

100.02%
★★★★

有

効

性

目
標
達
成
度

評価結果 判断理由（特記事項）

妥

当

性

概ね達成された

他の事業に統合 　廃止・休止

令和3年6月23日

   改善のうえで継続

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

今後の方針    改善のうえで継続

効率化
二
次
評
価

終了・完了

効率化
（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

★★★★★

令和2年度

　　  あり　　     なし
受益者負担

適正化
の余地

コスト改善
の余地

種別

単位当たり
コスト

変動率 減少している

達成度がやや低い

50%

75%

100%

125%

150%

H30 R1 R2

80%

100%

120%

H30 R1 R2

Copyright(C)2020 Yoshikawa City office.all rights reserved
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～

　法定受託事務 自治事務

　 　 有 　 　無

 　   有 　 　無

　 　 有 　 　無

　 　 有 　 　無

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

補　助　・　単　独　区　分

　

Ｂ
　
特
定
財
源

事　　　業  　　費

成
果
指
標

①

②

正職員投入人員

数
65 65

対
象
指
標

①
社協の会員数

会員
7,500 7,500

②
全世帯

世帯
30,709

各年度住民基本台帳世帯 30,216 30,668

人　　　件　　　費

正職員人件費

会計年度任用職員人件費

受益者負担額（使用料・手数料等）

そ   　の    他 

市　      　  債

県  支  出  金

国  庫　支　出　金

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

コ ス ト 対 象 外  (除外)

間　 接　 経 　費　(加算)

65

Ｃ

Ｄ

投

入

資

源

Ａ
　
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

65 65
年間実施事業 65 68

社協が実施した事業数

61

150,000
150,000 150,000

社会福祉事業（収益事業除く）の事業活動支出 152,173 148,803 161,488
活
 

動
 

指
 

標

①
社協の財政規模

千円
150,000 150,000

②

③

31,147

7,500

0

6,850

受益者負担率（⑩÷⑤）

目標(見込)値 目標(見込)値 目標(見込)値

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり

28,523 23,872 30,423 30,722

6,6186,696 6,637

計画(見込)値 計画(見込)値
実績値 実績値 実績値目

標

設

定

・

実

績

区分
指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）
単　位

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

31,141 31,416
30,887 30,988

7,500 7,500
個人、法人合わせた増数

0.15人

0

吉川市単独

1,591474 1,591 1,126

36,175 31,540

36,175 31,540

0

0

464

0.09人 0.06人 0.06人 0.21人

県  補  助  率

1 1

6,111 6,067

474 1,591 1,126 1,591

0

0.21人 0.21人

29,949

699 464 1,591

決算(千円) 予算(千円) 決算(千円) 増減額(千円) 当初(千円) 計画(千円)
平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度
決算(千円)

前年度事務事業

区　　　　　分区分

国  補  助  率

0

業務プロセス
（№・名称）

　 　 有 　 　無
301102

社会福祉協議会職員の人件費を補助する。

6,067

28,523 23,872 36,534 36,789

27,824 23,408 36,060 35,199 11,791

0

12,917

699

個別計画の位置付け 地域福祉計画

第２章 元気・健やか・幸せのまちづくり（健康福祉部門）

第１節 市民が参加する福祉のまちづくり

(1)地域福祉活動の支援

施　　　　策 直接事業費

執 行 方 法 補助・負担等 吉川市社会福祉協議会補助金

30110202 社会福祉協議会補助金

34,584

1,591

目
　
　
　
的

対　　象
（誰を、何を）

（直接の対象）吉川市社会福祉協議会
（最終的な対象）市民

手　　段
（どのような

事業を行うのか)意　　図
(対象にどの
ような状態に
なってほしい

のか)

00 99 全年齢

・社会福祉協議会の健全な運営が図られ、協議会が実施す
る地域福祉活動事業が促進される。
・市民が協議会事業に参画・利用し、市民生活の安定が図ら
れる。

対象年齢

平成2年度 未設定

　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

施策小項目

事業年齢 30歳

一般会計予
算
科
目

会計区分

社会福祉協議会支援事業

款 項

目 細目

社会福祉費民生費
市まち･ひと･しごと

創生総合戦略との関連 社会福祉総務費

と
の
関
係

基
本
計
画

関連付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無 事 業 区 分

まちづくり目標

令和2年度 事 務 事 業 評 価 シ ー ト No. 3011 02

実施計画の位置付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事務事業の性質

根拠法令等 吉川市社会福祉協議会補助金交付要綱基

　
　
本

　
　
事

　
　
項

事務事業名 社社会会福福祉祉協協議議会会支支援援事事業業
所管部署名

事前評価日 令和2年11月30日 事前評価責任者 山﨑　純子

事 業 期 間

類 似 事 業

　　　毎年度繰り返し　 　  　単年度　　　  　複数年度

こども福祉部 地域福祉課 地域福祉係

Copyright(C)2020 Yoshikawa City office.all rights reserved

民生費 / 社会福祉費 / 社会福祉総務費

１　吉川市社会福祉協議会の役割

社会福祉法109条に基づく地域福祉の推進を目的とする団体で、個人や団体の福祉活動の支援や福祉への市民参加の促進、福祉についての情報提供を行う。

２　吉川市社会福祉協議会の組織（R3.4.1現在）

・理事(会長副会長含む)

・評議員

・監事

・職員

３　吉川市社会福祉協議会の主な事業

会務の運営、啓発活動、貸付事業、高齢者・障がい者・地域福祉事業、ボランティア活動の振興、社会福祉協議会基盤強化事業、介護保険事業、

市･県社協受託事業、県共同募金会吉川市会事務等

活動指標　を単位として換算 単位 ： 円/千円

　　  あり　     　 なし

（増加目標指標）

（増加目標指標） 達成された

令和2年度 単位当たりコスト換算指標 平成30年度

社協の財政規模
97.27%

平成30年度

評

価

年

度

の

主

な

取

組

事

業

評

価

評価指標　（指標性質）

減少している

説   明

二次評価日

一 次 評 価 責 任 者 岡田　啓司

社会福祉協議会の運営体制に応じて必要な財政支援のみならず、人的支援について検討していく。

令和3年6月23日

他の事業に統合 　廃止・休止

     縮　小

社会福祉協議会の運営体制に応じて必要な財政支援のみならず、人的支援について検討していく。

今後の方針

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

一次評価日 令和3年5月28日

　現状のまま継続

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

　現状のまま継続

他の事業に統合   改善のうえで継続

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

　廃止・休止

   拡　大

終了・完了

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

85.59%
令和元年度

★★★★★ ★★★★★

　　  あり　　      なし

改

革

改

善

これまでの
改革・改善内容

平成28年度に補助金の積算方法（人件費）を見直した。

事業を取り巻く環境
やニーズの変化

リスク（マイナス要素） 機会（プラス要素）

個人や世帯が抱える問題は、複雑化・複合化しており、地域力の強化、
向上が求められており、社会福祉協議会への必要性がさらに高まると
ともに、当該協議会職員の負担が増加する。

社会福祉協議会が策定する地域福祉活動計画は、地域活動の支援な
どの取組みを含む計画であることから、当該計画の策定過程において
も連携するとともに、職員の増加による財政的な支援を行う。

地域福祉の推進に当たり、中心的な役割を担う社会福祉協議会の運営の支援は、「誰ひとり取り残さない」SDGｓの理念にも寄与する。
行財政改革大綱

との関連
（点検・確認）

効

率

性

★★★★

変動率

・地域の実情にあった社会福祉協議会のあり方や支援内容、自主財源の確保等を見
直すことによって、コスト改善の余地がある。
・人件費に対する補助であるため、受益者負担の余地はない。

・社会福祉協議会の積極的な活動により、会員や利用者の増加が期待できる。
・社会福祉協議会を支援することは、地域福祉の増進に大きく寄与している。

　　  あり　　     なし
受益者負担

適正化
の余地

単位当たり
コスト

変動率 増加している

達成された

達成された

成果向上の
余地

　　  あり　　　 　なし

令和元年度

① 社協の財政規模

上位施策へ
の貢献度

142.01%
若干減少している

達成された
100.00%

★★★★★

104.62%

227.81 円 187.44 円 160.43 円

成果
指標

93.85%
社協が実施した事業数①

令和2年度

コスト改善
の余地

種別
101.45% 99.20%

区　　　分

対象・手段   　　妥当　　    要検討

意　　　図 　　  妥当　   　 要検討

▲活動　　●成果

活動
指標

107.66%
★★★★

有

効

性

目
標
達
成
度

評価結果 判断理由（特記事項）

妥

当

性

概ね達成された
★★★★★

今後の方針    改善のうえで継続

効率化
二
次
評
価

終了・完了

効率化
（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

概ね達成された

12名

21名

2名

33名

一般事業

経営事業

正規職員

6名

3名

非正規常勤職員

　　  妥当　　　　要検討
役割分担

（行政関与）

非正規非常勤職員 派遣職員

2名

8名

2名

11名

1名

―

職員内訳

市が社会福祉協議会に対し補助金を交付して運営支援することは、市の地域福祉の推進に資することから、対象・
手段・意図いずれにおいても妥当である。

市が社会福祉協議会に対し補助金を交付して運営支援することは、市の地域福祉の推進に資することから、役割分
担は妥当である。

50%

75%

100%

125%

150%

H30 R1 R2

80%

100%

120%

H30 R1 R2
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～

　法定受託事務 自治事務

　 　 有 　 　無

 　   有 　 　無

　 　 有 　 　無

　 　 有 　 　無

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

補　助　・　単　独　区　分

　

こども福祉部 地域福祉課 地域福祉係

令和2年度 事 務 事 業 評 価 シ ー ト No. 3011 03

実施計画の位置付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事務事業の性質

根拠法令等 吉川市社会福祉協議会補助金交付要綱基

　
　
本

　
　
事

　
　
項

事務事業名 ボボラランンテティィアアセセンンタターー支支援援事事業業
所管部署名

事前評価日 令和2年11月30日 事前評価責任者 山﨑　純子

事 業 期 間

類 似 事 業

　　　毎年度繰り返し　 　  　単年度　　　  　複数年度

平成2年度 未設定

　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

施策小項目

事業年齢 30歳

一般会計予
算
科
目

会計区分

社会福祉協議会支援事業

款 項

目 細目

社会福祉費民生費
市まち･ひと･しごと

創生総合戦略との関連 社会福祉総務費

と
の
関
係

基
本
計
画

関連付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無 事 業 区 分

まちづくり目標

目
　
　
　
的

対　　象
（誰を、何を）

（直接の対象）社会福祉協議会、ボランティアセンター
（最終的な対象）市民、ボランティア団体・個人

手　　段
（どのような

事業を行うのか)意　　図
(対象にどの
ような状態に
なってほしい

のか)

00 99 全年齢

・ボランティア団体や個人の活動拠点が維持され、活動が拡
充される。
・地域における支え合いの仕組みが構築される。

対象年齢

個別計画の位置付け 地域福祉計画

第２章 元気・健やか・幸せのまちづくり（健康福祉部門）

第１節 市民が参加する福祉のまちづくり

(1)地域福祉活動の支援

施　　　　策 直接事業費

執 行 方 法 補助・負担等 吉川市社会福祉協議会補助金

30110303 社会福祉協議会補助金交付

1,647

303

業務プロセス
（№・名称）

　 　 有 　 　無
301103

ボランティアセンター運営費・事業費に対し補助する。

0

1,723 1,722 1,725 1,949

1,645 1,645 1,646 1,646 1

0

227

78

決算(千円) 予算(千円) 決算(千円) 増減額(千円) 当初(千円) 計画(千円)
平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度
決算(千円)

前年度事務事業

区　　　　　分区分

国  補  助  率

0

79 303 226 303

0

0.04人 0.04人

1,647

78 77 303

77

0.01人 0.01人 0.01人 0.04人

県  補  助  率

0.03人

0

吉川市単独

30379 303 226

1,950 1,950

1,950 1,950

0

0

計画(見込)値 計画(見込)値
実績値 実績値 実績値目

標

設

定

・

実

績

区分
指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）
単　位

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

74,484 74,771
73,514 73,756

1 1
設置されているボランティアセンターの数

73,217

1

0

227

受益者負担率（⑩÷⑤）

目標(見込)値 目標(見込)値 目標(見込)値

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり

1,723 1,722 1,725 1,949

11 1
対
象
指
標

①
ボランティアセンター設置数

箇所
1 1

②
全市民

人
73,706

各年度の住民基本台帳の人口 72,877 73,014

1,646
1,647 1,647

ボランティアセンターへの補助金額 1,645 1,645 1,646
活
 

動
 

指
 

標

①
ボランティアセンター補助金

千円
1,645 1,645

②
ボランティア体験事業・講座数

事業
6

③

6 6
6

913

6
4 4

500 500
500 500

ボランティアセンターが実施する体験事業や講座に参加した人数 300 343 142

1,000
1,000 1,000

ボランティアセンターで受けた相談・対応の件数 663 853

ボランティアセンターが実施する体験事業や講座

ボランティアセンター相談数

Ａ
　
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

Ｃ

Ｄ

ボランティア体験事業・講座の参加者数
人

500

投

入

資

源

人　　　件　　　費

正職員人件費

会計年度任用職員人件費

受益者負担額（使用料・手数料等）

そ   　の    他 

市　      　  債

県  支  出  金

国  庫　支　出　金

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

コ ス ト 対 象 外  (除外)

間　 接　 経 　費　(加算)

Ｂ
　
特
定
財
源

事　　　業  　　費

成
果
指
標

①

②

正職員投入人員

件
1,000 1,000

4

Copyright(C)2020 Yoshikawa City office.all rights reserved

民生費 / 社会福祉費 / 社会福祉総務費

１　ボランティアセンターの運営

（１） ボランティア活動保険加入者 235人

（２） 相談業務 913件

２　ボランティア体験事業・講座の開催 142人

（１） 使用済切手の整理 104人

（２） 手話講習会（入門） 10人

（３） 彩の国ボランティア体験プログラム 8人

（４）フードパントリーボランティア講座 20人

３　ボランティア・市民活動への活動費補助 4団体

４　小中学校等の福祉体験学習の支援 5校

５　ふれあい・いきいきサロンの活動支援

（１） 登録団体 23団体

（２） 助成金交付 23団体

（３） サロン開催状況まとめ発行 3回 （4月、6月、12月）

★★★★★

令和2年度

　　  あり　　     なし
受益者負担

適正化
の余地

コスト改善
の余地

種別

単位当たり
コスト

変動率 増加している

達成度がかなり低い

今後の方針    改善のうえで継続

効率化
二
次
評
価

終了・完了

効率化
（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

   改善のうえで継続

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

他の事業に統合 　廃止・休止

令和3年6月23日

100.00% 100.00%

区　　　分

対象・手段   　　妥当　　    要検討
ボランティアセンターに対し補助金をもって支援することは、ボランティア団体や個人の活動拠点が維持され、市民参
加による福祉活動を促進させることから、対象・手段・意図ともに妥当である。

意　　　図 　　  妥当　   　 要検討

▲活動　　●成果

活動
指標

100.00%
★★★★★

有

効

性

目
標
達
成
度

評価結果 判断理由（特記事項）

妥

当

性

達成された

　　  妥当　　　　要検討
役割分担

（行政関与）

変動率

ボランティアセンターの運営に係る補助であり、コスト改善や受益者負担の余地はな
い。

潜在的に活動団体や携わりたい人がいるものと考えられることから、ボランティアの
掘り起しやボランティア団体の育成を図ることで、成果向上の余地はある。
市民が支え合うまちづくりの推進に寄与することから、上位施策への貢献度も高い。

達成された

達成度がやや低い

成果向上の
余地

　　  あり　　　 　なし

令和元年度

① ボランティアセンター補助金

上位施策へ
の貢献度

113.09%
ほぼ変動していない

達成された
60.00%

★★★★★

68.60%

1,184.06 円 1,047.21 円 1,047.02 円

成果
指標

28.40%
ボランティア体験事業・講座の参加者数②

ほぼ変動していない

99.98%
令和元年度

★★★ ★★★

　　  あり　　      なし

改

革

改

善

これまでの
改革・改善内容

社会福祉協議会において、市民がボランティア活動への関心を高め、活動に参加する機会を増やす取組みを検討してきている。

事業を取り巻く環境
やニーズの変化

リスク（マイナス要素） 機会（プラス要素）

感染症等の影響により、多人数での活動が制限されることにより、ボラ
ンティア活動の縮小や、ボランティア団体が減少する。

社会福祉協議会が策定する地域福祉活動計画は、地域活動の支援な
どの取組みを含む計画であることから、当該計画を策定し地域における
支え合いの仕組みを構築する。

ボランティアという市民主体の参画を支えるための事業であることから、市民の視点での業務であるとともに、SDGｓの理念にも寄与する。
行財政改革大綱

との関連
（点検・確認）

効

率

性

★

終了・完了

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針    拡　大

説   明

二次評価日

一 次 評 価 責 任 者 岡田　啓司

他の事業に統合 　廃止・休止

     縮　小

今後の方針

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

一次評価日 令和3年5月28日

　現状のまま継続

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

　現状のまま継続

活動指標　を単位として換算 単位 ： 円/千円

　　  あり　     　 なし

（増加目標指標）

（増加目標指標） 達成度がやや低い

令和2年度 単位当たりコスト換算指標 平成30年度

ボランティアセンター補助金
99.86%

平成30年度

評

価

年

度

の

主

な

取

組

当該事業の実施により、ボランティアセンターを中心とした市民参加による福祉活動が促進されることから、役割分担
は妥当である。

事

業

評

価

評価指標　（指標性質）

50%

75%

100%

125%

150%

H30 R1 R2

80%

100%

120%

H30 R1 R2
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～

　法定受託事務 自治事務

　 　 有 　 　無

 　   有 　 　無

　 　 有 　 　無

　 　 有 　 　無

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

補　助　・　単　独　区　分

　

投

入

資

源

人　　　件　　　費

正職員人件費

会計年度任用職員人件費

受益者負担額（使用料・手数料等）

そ   　の    他 

市　      　  債

県  支  出  金

国  庫　支　出　金

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

コ ス ト 対 象 外  (除外)

間　 接　 経 　費　(加算)

Ｂ
　
特
定
財
源

事　　　業  　　費

成
果
指
標

①

②

正職員投入人員

%
100 100

86.6

Ａ
　
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

Ｃ

Ｄ

79.3 73.9

100
100 100

子どもの学習支援教室参加者のうち中学3年生が希望する進路先に進めた率 92.9 95.0

子どもの学習支援教室への参加率（高校生）
%

25 70 65

子どもの学習支援教室申込者のうち、教室へ参加した率

子どもの学習支援教室参加者（3年生対象）の希望進路達成率（中学生）

90 80
80

100

80

1,300
900 900

子どもの学習支援教室へ参加した生徒数（延べ人数） 1,689 1,367 758
活
 

動
 

指
 

標

①
子どもの学習支援教室への参加人数

人
1,350 1,700

②
子どもの学習支援教室への参加率（中学生）

%
75

65 65
子どもの学習支援教室申込者のうち、教室へ参加した率 66.5 52.0 36.8

③

対
象
指
標

①
新規申請人数

人
60 70

②

60

0

△ 1,145

受益者負担率（⑩÷⑤）

目標(見込)値 目標(見込)値 目標(見込)値

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり

5,903 6,655 6,722 5,511

3663 58

計画(見込)値 計画(見込)値
実績値 実績値 実績値目

標

設

定

・

実

績

区分
指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）
単　位

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

45 45
子どもの学習支援事業に申し込みをした人数（実人数）

△ 0.15人

0

吉川市単独

6821,817 606 △ 1,173

5,358 5,358

10,033 10,033

0

0

1,779

0.14人 0.23人 0.23人 0.08人

県  補  助  率

1/2 1/2 1/2 1/2

4,814 4,875 4,903 4,903

1,817 606 △ 1,173 682

0

0.09人 0.09人

9,351

1,087 1,779 682

決算(千円) 予算(千円) 決算(千円) 増減額(千円) 当初(千円) 計画(千円)
平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度
決算(千円)

前年度事務事業

区　　　　　分区分

国  補  助  率

0

業務プロセス
（№・名称）

　 　 有 　 　無
301206

①窓口（またはアウトリーチによる家庭訪問）による相談受付
②生活保護等相談員により世帯状況等の聞取り（ｱｾｽﾒﾝﾄ）
③事業参加のための申請書を提出
④要綱に基づく審査により学習支援事業への参加が決定

28 4,675 4,675

10,717 11,530 11,625 10,414

9,629 9,751 9,808 9,808 56

0

△ 1,117

1,087

個別計画の位置付け 子どもの貧困対策推進計画

第２章 元気・健やか・幸せのまちづくり（健康福祉部門）

第９節 自立支援と生活保障

(2)生活困窮者自立支援事業の充実

施　　　　策 直接事業費

1/2 1/2

執 行 方 法 一部委託 学習支援教室の運営に関する業務を委託

9,351

682

目
　
　
　
的

対　　象
（誰を、何を）

生活保護世帯を含む生活困窮者世帯の中学・高校生

手　　段
（どのような

事業を行うのか)意　　図
(対象にどの
ような状態に
なってほしい

のか)

12 18

貧困世帯の子どもたちがいわゆる「貧困の連鎖」を断ち切り、
自立した生活を送ることができる。

対象年齢

平成27年度 未設定

　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

施策小項目

事業年齢 5歳

一般会計予
算
科
目

会計区分

生活困窮者自立支援事業

款 項

目 細目

社会福祉費民生費
市まち･ひと･しごと

創生総合戦略との関連
基本目標１『子どもの笑顔と活気でまちを満たす』 社会福祉総務費

と
の
関
係

基
本
計
画

関連付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無 事 業 区 分

まちづくり目標

令和2年度 事 務 事 業 評 価 シ ー ト No. 3012 06

実施計画の位置付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事務事業の性質

根拠法令等 生活困窮者自立支援法、施行規則、市要綱基

　
　
本

　
　
事

　
　
項

事務事業名 生生活活困困窮窮者者子子どどもものの学学習習支支援援事事業業
所管部署名

事前評価日 令和2年11月30日 事前評価責任者 山﨑　純子

事 業 期 間

類 似 事 業

　　　毎年度繰り返し　 　  　単年度　　　  　複数年度

こども福祉部 地域福祉課 保護係

Copyright(C)2020 Yoshikawa City office.all rights reserved

民生費 / 社会福祉費 / 社会福祉総務費

１　学習教室の申込状況（実人数） ２　進学等の状況（中学3年生及び高校3年生を対象）

活動指標　を単位として換算 単位 ： 円/人

　　  あり　     　 なし

（増加目標指標）

（増加目標指標） 概ね達成された

令和2年度 単位当たりコスト換算指標 平成30年度

子どもの学習支援教室への参加人数
92.93%

平成30年度

評

価

年

度

の

主

な

取

組

生活困窮世帯に対する施策として市が実施している。専門性の高さから業務委託しており、役割分担は妥当である。

事

業

評

価

評価指標　（指標性質）

終了・完了

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針    拡　大

説   明

二次評価日

一 次 評 価 責 任 者 岡田　啓司

他の事業に統合 　廃止・休止

     縮　小

小学生向け学習支援教室について、県の補助動向に注視し引き続き調査研究に努めていく。

今後の方針

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

一次評価日 令和3年5月28日

　現状のまま継続

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

　現状のまま継続

子どもの学習支援教室参加者（3年生対
象）の希望進路達成率（中学生）

①

増加している
132.94%

令和元年度

★★★★ ★★★★

　　  あり　　      なし

改

革

改

善

これまでの
改革・改善内容

令和元年度、応募したが教室に参加していない生徒への対応について委託契約仕様書を見直した。生徒に掛ける保険料について加入可能生
徒数を増加させたことにより、応募可能者枠を増加させることが出来た。

事業を取り巻く環境
やニーズの変化

リスク（マイナス要素） 機会（プラス要素）

限られた年齢層を対象に開催しているために参加者の入れ替わりが多
く、機会を捉えて参加を案内しなければならない。

生活保護受給世帯や生活困窮者世帯の子どもが、学習などの機会を
得ることにより、学力向上や自己肯定感を持てる人間に成長し困窮の
連鎖を断ち切る。

生活保護受給世帯や生活困窮者世帯の子どもが、学習などの機会を得ることにより、困窮の連鎖を断ち切る一因となっている。
行財政改革大綱

との関連
（点検・確認）

効

率

性

★★★★★

　　  妥当　　　　要検討
役割分担

（行政関与）

変動率

学習支援教室の運営方法等を見直す等、実施方法の工夫によりコスト改善の余地が
ある。
ただし、事業は生活保護受給世帯や生活困窮者世帯の子どもを対象としているた
め、受益者負担の適正化余地はない。

学習支援教室の運営方法等を見直す等、実施方法の工夫により事業の成果向上の
余地がある。また、本事業の確実な実施により上位施策である吉川市総合振興計画
及び総合戦略への貢献度は高い。

達成度がやや低い

概ね達成された

成果向上の
余地

　　  あり　　　 　なし

令和元年度

① 子どもの学習支援教室への参加人数

上位施策へ
の貢献度

162.88%
若干減少している

達成された
92.86%

★★★★★

95.00%

13,738.15 円 6,344.89 円 8,434.67 円

成果
指標

100.00%

125.11% 80.41%

区　　　分

対象・手段   　　妥当　　    要検討
本事業は生活保護世帯を含む生活困窮世帯の中学・高校生を対象に学習支援教室等の学習支援を実施するもの
であり、対象・手段、意図ともに妥当である。

意　　　図 　　  妥当　   　 要検討

▲活動　　●成果

活動
指標

58.31%
★★★★

有

効

性

目
標
達
成
度

評価結果 判断理由（特記事項）

妥

当

性

概ね達成された

他の事業に統合 　廃止・休止

令和3年6月23日

   改善のうえで継続

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

今後の方針    改善のうえで継続

効率化
二
次
評
価

終了・完了

効率化
（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

★★★

令和2年度

　　  あり　　     なし
受益者負担

適正化
の余地

コスト改善
の余地

種別

単位当たり
コスト

変動率 増加している

達成された

年度 中学生 高校生 合計 年度
対象者 進学 就職

中学生 高校生 中学生 高校生 中学生 高校生

0 0

H28 53 8 61 H28 22 1 22 1 0 0

H27 44 3 47 H27 11 1 11 1

0 0

H30 48 15 63 H30 14 0 13 0 1 0

H29 45 16 61 H29 14 0 14 0

0 1

R2 25 11 36 R2 8 1 8 1 0 0

R1 42 16 58 R1 20 4 19 3

50%

75%

100%

125%

150%

H30 R1 R2

80%

100%

120%

H30 R1 R2

Copyright(C)2020 Yoshikawa City office.all rights reserved
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～

　法定受託事務 自治事務

　 　 有 　 　無

 　   有 　 　無

　 　 有 　 　無

　 　 有 　 　無

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

補　助　・　単　独　区　分

　

投

入

資

源

人　　　件　　　費

正職員人件費

会計年度任用職員人件費

受益者負担額（使用料・手数料等）

そ   　の    他 

市　      　  債

県  支  出  金

国  庫　支　出　金

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

コ ス ト 対 象 外  (除外)

間　 接　 経 　費　(加算)

Ｂ
　
特
定
財
源

事　　　業  　　費

成
果
指
標

①

②

正職員投入人員

件
2,500 3,000

Ａ
　
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

Ｃ

Ｄ

相談支援件数
件

120

13

130 140
150 160

障がい福祉課ケースワーカー支援件数 128 138 180

3,100
3,200 3,300

相談支援センターすずらんでの相談実施件数 2,989 3,132

あいサポーター育成人数（Ｒ２年度から実施）
人

170

あいサポート研修開催回数

相談実施件数

7
8

3,446

8

4
6 6

相談支援部会開催回数 6 6 5
活
 

動
 

指
 

標

①
自立支援協議会開催回数

回
6 6

②
あいサポート研修開催回数（Ｒ2年度から実施）

回

180 180
あいサポート研修受講者数 229

③

対
象
指
標

①
障がい者（身体・知的・精神）

人
2,700 2,750

②

2,850

0

2,406

受益者負担率（⑩÷⑤）

目標(見込)値 目標(見込)値 目標(見込)値

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり

17,010 13,275 15,758 15,681

2,8722,706 2,799

5

計画(見込)値 計画(見込)値
実績値 実績値 実績値目

標

設

定

・

実

績

区分
指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）
単　位

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

2,900 2,950
各種手帳所持者数の合計

0.25人

0

吉川市単独

9,6958,136 9,695 1,728

15,563 15,563

19,001 19,001

0

0

7,967

0.99人 1.03人 1.03人 1.28人

県  補  助  率 1/4 1/4 1/4

1,146

1/2 1/2 1/2

1,863 2,363 3,671

8,136 9,695 1,728 9,695

0

1.28人 1.28人

9,306

7,688 7,967 9,695

1,146

地域包括支援センター

決算(千円) 予算(千円) 決算(千円) 増減額(千円) 当初(千円) 計画(千円)
平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度
決算(千円)

前年度事務事業

区　　　　　分区分

国  補  助  率

932 1,181 1,444 512

業務プロセス
（№・名称）

　 　 有 　 　無
302201

窓口や電話での相談を受け、適切な制度や福祉サービスを
案内する。障がい福祉サービスガイド等を作成し、必要な情
報を提供する。また、必要に応じ保健・医療など関係機関と
連携を図り、適切かつ効果的なサービスを検討・調整し、総
合的な相談支援を行う。

1,808 2,292 2,292

17,015 16,070 19,302 20,796

9,327 8,103 11,166 11,101 2,998

0

4,726

7,688

個別計画の位置付け 障がい者計画

第２章 元気・健やか・幸せのまちづくり（健康福祉部門）

第４節 みんなが支えあう障がい者(児)福祉の推進

(3)障がい者の社会参加の促進

施　　　　策 直接事業費

1/4

1/2 1/2

1/4

執 行 方 法 一部委託 社会福祉法人 彩凜会

30220101 障がい者相談支援

9,306

9,695

目
　
　
　
的

対　　象
（誰を、何を）

身体障がい者（児）・知的障がい者（児）・精神障がい者（児）
及びその家族

手　　段
（どのような

事業を行うのか)意　　図
(対象にどの
ような状態に
なってほしい

のか)

00 99 全年齢

障がいのために抱える生活上の困難や不安、悩みなどを本
人や家族が、窓口や電話等で相談しやすくなる。また、住民
に障がい者の特性等が理解され、障がいの有無に関わら
ず、共に暮らしやすい共生社会となる。

対象年齢

特定不可 未設定

　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

施策小項目

事業年齢 -

一般会計予
算
科
目

会計区分

重度障がい者支援事業

款 項

目 細目

社会福祉費民生費
市まち･ひと･しごと

創生総合戦略との関連
基本目標２『市民の幸福実感を追及する』 障害福祉費

と
の
関
係

基
本
計
画

関連付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無 事 業 区 分

まちづくり目標

令和2年度 事 務 事 業 評 価 シ ー ト No. 3022 01

実施計画の位置付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事務事業の性質

根拠法令等 障害者総合支援法・吉川市介護福祉総合条例基

　
　
本

　
　
事

　
　
項

事務事業名 障障ががいい者者相相談談支支援援事事業業
所管部署名

事前評価日 令和2年11月30日 事前評価責任者 加藤　利明

事 業 期 間

類 似 事 業

　　　毎年度繰り返し　 　  　単年度　　　  　複数年度

こども福祉部 障がい福祉課 障がい支援係

Copyright(C)2020 Yoshikawa City office.all rights reserved

民生費 / 社会福祉費 / 障害福祉費

１　吉川市障がい者相談支援センター　すずらん
　（１）概要　　　　障がい者やその家族の抱える問題について相談や行政サービスへの案内を行う。
　　  　　　　　　 　平成19年度を初年度として委託を継続している。
　（２）開所時間　日曜日及び祝日を除く午前9時から午後6時まで（午前中は電話対応のみ）
　（３）実績　　　　令和2年度　　3,446件

２　障がい福祉課相談受理後の訪問件数　　180件

３　あいサポート運動
　（１）概要　　　　障がいのある方が暮らしやすい地域社会を市民と一緒につくっていく運動で、平成21年11月に鳥取県が始めた運動。
　　　　　　　　　　 松伏町と共同で令和2年5月に鳥取県と協定を結び、事業を開始。
　（２）実績　　　　あいサポーター研修　計10回　215名　　/　　メッセンジャー研修　計3回　14名

４　在宅障がい者等に対する安否確認等支援事業
　（１）概要　　　　基幹相談支援センターに委託して、新型コロナウイルス感染症拡大防止による影響を受けた障がい者に対する電話相談・見守り支援等を実施。
                     障害者総合支援事業費補助金（新型コロナウイルス感染症対策に係る特別事業分）
　（２）実績        電話相談167件、 メール10件、 来所相談40件、訪問33件 計250件

成果指標を単位として換算 単位 ： 円/件

　　  あり　     　 なし

（増加目標指標）

（増加目標指標） 達成された

令和2年度 単位当たりコスト換算指標 平成30年度

相談支援件数

平成30年度

評

価

年

度

の

主

な

取

組

支援を必要とする人の福祉サービスの利用を取り持つ上で、障がい福祉課や相談支援センターが幅広く関与するこ
とは妥当である。

事

業

評

価

評価指標　（指標性質）

終了・完了

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針    拡　大

説   明

二次評価日

一 次 評 価 責 任 者 程田　浩司

他の事業に統合 　廃止・休止

     縮　小

今後の方針

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

一次評価日 令和3年5月28日

　現状のまま継続

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

　現状のまま継続

相談支援件数②

減少している
87.60%

令和元年度

★★★★★ ★★★★★

　　  あり　　      なし

改

革

改

善

これまでの
改革・改善内容

H26年度より難病患者や発達障がいと診断を受けた者も障がい福祉サービスの利用対象になったことから、障がい者の相談件数も増えている。
また、障害者虐待防止法、障害者差別解消法等の法律施行に伴い、相談内容についても、より専門的な知識が必要とされている。
R元年度より障がい者相談支援センターを基幹相談支援センターに指定した。

事業を取り巻く環境
やニーズの変化

リスク（マイナス要素） 機会（プラス要素）

新型コロナウイルス感染症への不安に伴う相談や８０５０問題に伴う親
亡き後の相談が増加している。

相談し必要な援助を受けることで、障がい者とその家族を取り巻く家庭
環境の問題解決につなげることが期待できる。

相談支援は、障がい者やその家族にとって欠かすことのできない事業であり、相談件数も増えている現状から、行政による直接的支援と併せて
民間活力も活用することは重要である。行財政改革大綱

との関連
（点検・確認）

効

率

性

★★★★★

　　  妥当　　　　要検討
役割分担

（行政関与）

変動率

相談対応における職員人件費及び障がい者相談支援センターの委託費が主なコスト
のため、コスト改善の余地はない。

支援を必要とする方々に対しての相談体制の充実を図るとともに、作業療法士、保健
師などの専門職の配置により、様々な相談に対応することが有効的であり、成果向上
の余地はある。また、障がい者の地域生活を支援することから、上位施策に貢献する
事業である。

達成された

達成された

成果向上の
余地

　　  あり　　　 　なし

令和元年度

③
あいサポーター育成人数（Ｒ２年度から実
施）

上位施策へ
の貢献度

99.21%

106.67% 106.15%

115,531.74 円 132,931.94 円 116,447.30 円

成果
指標

128.57%

区　　　分

対象・手段   　　妥当　　    要検討
平成19年11月から障がい者相談支援センターすずらんが開所された。また、平成25年4月、障害者総合支援法にお
いて相談支援事業が市町村の必須事業として位置付けられ、ＮＰＯ法人なまずの里福祉会（現：社会福祉法人彩凜
会）に相談支援事業を委託している。
障がい福祉課、相談支援センターともに、障がい者やその家族などからの相談に応じ、障がい者の自立した日常生
活と社会生活の実現を目指しており、意図は妥当である。意　　　図 　　  妥当　   　 要検討

▲活動　　●成果

活動
指標

134.71%

有

効

性

目
標
達
成
度

評価結果 判断理由（特記事項）

妥

当

性

他の事業に統合 　廃止・休止

令和3年6月23日

   改善のうえで継続

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

今後の方針    改善のうえで継続

効率化
二
次
評
価

終了・完了

効率化
（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

★★★★★

令和2年度

　　  あり　　     なし
受益者負担

適正化
の余地

コスト改善
の余地

種別

単位当たり
コスト

変動率 ほぼ変動していない

達成された

50%

75%

100%

125%

150%

H30 R1 R2

80%

100%

120%

H30 R1 R2

Copyright(C)2020 Yoshikawa City office.all rights reserved

― 120 ― ― 121 ―



～

　法定受託事務 自治事務

　 　 有 　 　無

 　   有 　 　無

　 　 有 　 　無

　 　 有 　 　無

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

補　助　・　単　独　区　分

　

こども福祉部 障がい福祉課 障がい給付係

令和2年度 事 務 事 業 評 価 シ ー ト No. 3021 01

実施計画の位置付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事務事業の性質

根拠法令等 吉川市重度心身障害者医療費支給に関する条例基

　
　
本

　
　
事

　
　
項

事務事業名 重重度度心心身身障障害害者者医医療療費費給給付付事事業業
所管部署名

事前評価日 令和2年11月30日 事前評価責任者 加藤　利明

事 業 期 間

類 似 事 業

　　　毎年度繰り返し　 　  　単年度　　　  　複数年度

昭和58年度 未設定

　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

施策小項目

事業年齢 37歳

一般会計予
算
科
目

会計区分

重度障がい者支援事業

款 項

目 細目

社会福祉費民生費
市まち･ひと･しごと

創生総合戦略との関連 障害福祉費

と
の
関
係

基
本
計
画

関連付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無 事 業 区 分

まちづくり目標

目
　
　
　
的

対　　象
（誰を、何を）

身体障害者手帳1～3級、療育手帳○Ａ～Ｂ、精神保健福祉
手帳1級、後期高齢者医療制度の障害認定を受けた方
※65歳以上で新規に障害者手帳を取得した者は対象外

手　　段
（どのような

事業を行うのか)意　　図
(対象にどの
ような状態に
なってほしい

のか)

00 99 全年齢

経済的負担が軽減される。

対象年齢

個別計画の位置付け 障がい者計画

第２章 元気・健やか・幸せのまちづくり（健康福祉部門）

第４節 みんなが支えあう障がい者(児)福祉の推進

(2)保健・医療との連携

施　　　　策 直接事業費

執 行 方 法 直営

30210101 重度心身障害者医療費の給付

142,053

7,195

業務プロセス
（№・名称）

　 　 有 　 　無
302101

各種健康保険制度における入院、通院、薬剤等の医療費自
己負担額の一部を助成する。

0

967 883 794

147,363 150,854 150,585 143,911

139,770 144,628 142,144 133,748 △ 10,880

△ 173

△ 6,943

5,359

69,848

子ども・ひとり親医療費給付事業（子育て支援課）

決算(千円) 予算(千円) 決算(千円) 増減額(千円) 当初(千円) 計画(千円)
平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度
決算(千円)

前年度事務事業

区　　　　　分区分

国  補  助  率

66,943 70,325 69,848 64,782 △ 5,543

7,558 9,369 4,109 9,544

2,174 2,349

0

2,349

2,234 984

2,187

0.95人 0.95人

142,053

5,359 5,260 9,544

69,848

5,260

0.69人 0.68人 0.68人 0.95人

県  補  助  率 1/2 1/2 1/2 1/2

0.27人

2,174

吉川市単独

7,1955,371 7,195 1,936

984

82,733 82,733

152,581 152,581

0

0

計画(見込)値 計画(見込)値
実績値 実績値 実績値目

標

設

定

・

実

績

区分
指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）
単　位

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

1,170 1,150
年度末受給者数

1,190

0

△ 1,400

受益者負担率（⑩÷⑤）

目標(見込)値 目標(見込)値 目標(見込)値

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり

80,420 80,529 80,737 79,129

1,1901,245 1,214
対
象
指
標

①
受給者数

人
1,250 1,235

②

28,500
28,500 28,500

請求書数（レセプト単位） 30,239 29,998 27,756
活
 

動
 

指
 

標

①
請求件数

件
32,500 30,000

②

③

131,565

134,500
134,500 134,500

年間支給金額(戻入分含む) 135,591 140,446

支給金額

Ａ
　
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

Ｃ

Ｄ

投

入

資

源

人　　　件　　　費

正職員人件費

会計年度任用職員人件費

受益者負担額（使用料・手数料等）

そ   　の    他 

市　      　  債

県  支  出  金

国  庫　支　出　金

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

コ ス ト 対 象 外  (除外)

間　 接　 経 　費　(加算)

Ｂ
　
特
定
財
源

事　　　業  　　費

成
果
指
標

①

②

正職員投入人員

千円
143,610 135,000

Copyright(C)2020 Yoshikawa City office.all rights reserved

民生費 / 社会福祉費 / 障害福祉費

1 事業概要

　市内医療機関等について、平成23年7月より窓口払いを原則廃止し、医療機関等からの請求により医療機関へ支払いを行う。

　市外医療機関等については、受給者が請求書と合せて保険診療一部負担金の領収書を提出することにより本人口座へ支払いを行う。

　平成27年1月から及び平成31年1月から対象者を見直した。

２件数・支出額の推移

支出額 千円 147,359 139,696 137,123 135,591 140,446

令和2年度

1,190

27,756

131,565

受給者数（年度末） 人 1,329 1,292 1,256 1,245 1,214

延べ請求件数 件 32,408 31,538 31,196 30,239 29,998

単位 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

★★★★

令和2年度

　　  あり　　     なし
受益者負担

適正化
の余地

コスト改善
の余地

種別

単位当たり
コスト

変動率 若干増加している

概ね達成された

今後の方針    改善のうえで継続

効率化
二
次
評
価

終了・完了

効率化
（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

   改善のうえで継続

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

他の事業に統合 　廃止・休止

令和3年6月23日

93.04% 99.99%

区　　　分

対象・手段   　　妥当　　    要検討
対象・手段：対象となる障害の程度は明確にされており、当事業の本来対象とすべき対象と狙うべき対象は一致して
いる。これまで、平成27年1月から対象者を見直し、65歳以上の新規手帳取得者を除くとともに、平成31年1月1日より
新規申請者について所得制限を導入した。
意図：重度心身障がい者に対しての経済的負担の軽減を図ることを目的として、県の補助金要綱、市条例に基づき
実施しており、本来狙うべき意図と一致している。対象者の拡大や縮小は県の補助要綱を注視していく。意　　　図 　　  妥当　   　 要検討

▲活動　　●成果

活動
指標

97.39%
★★★★

有

効

性

目
標
達
成
度

評価結果 判断理由（特記事項）

妥

当

性

概ね達成された

　　  妥当　　　　要検討
役割分担

（行政関与）

変動率

県の補助要綱等の制度設計に基づき、受給者の負担に対して補助する制度であるた
めコスト改善や受益者負担の適正化の余地はない。

安心して必要な医療を受けられるような支援となっているため有効性は高い。
平成27年1月、平成31年1月の対象者見直しにより、今後、対象者は減少傾向になる
と考えられる。

概ね達成された

達成された

成果向上の
余地

　　  あり　　　 　なし

令和元年度

① 請求件数

上位施策へ
の貢献度

103.10%
ほぼ変動していない

概ね達成された

94.42%

★★★★

104.03%

5,184.86 円 4,873.26 円 5,028.81 円

成果
指標

97.82%
支給金額①

若干増加している

103.19%
令和元年度

★★★★ ★★★★★

　　  あり　　      なし

改

革

改

善

これまでの
改革・改善内容

平成17年度から食事療養費を助成対象外とした。平成23年7月から市内医療機関等における受給者の窓口払いを原則廃止した。県の補助要綱
の見直しに伴い、平成27年1月より65歳以上の新規障害者手帳取得者を補助対象外とするほか、精神障害者保健福祉手帳1級所持者を補助対
象（精神病床にかかる入院を除く。）とした。また、平成31年1月1日より所得制限を導入した。（現受給者は令和4年9月末まで対象外）

事業を取り巻く環境
やニーズの変化

リスク（マイナス要素） 機会（プラス要素）

新型コロナウィルス感染防止のため通院を控えるとの傾向がみられる。 徐々にワクチン接種が進んできているので、必要な診療が受けられる
ようになってくる。

受給者の経済的負担を軽減するため、県補助金を活用し、継続的に安定した事業運営をする必要がある。
行財政改革大綱

との関連
（点検・確認）

効

率

性

★★★★

終了・完了

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針    拡　大

説   明

二次評価日

一 次 評 価 責 任 者 程田　浩司

他の事業に統合 　廃止・休止

     縮　小

今後の方針

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

一次評価日 令和3年5月28日

　現状のまま継続

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

　現状のまま継続

活動指標　を単位として換算 単位 ： 円/件

　　  あり　     　 なし

（増加目標指標）

（増加目標指標） 概ね達成された

令和2年度 単位当たりコスト換算指標 平成30年度

請求件数
100.85%

平成30年度

評

価

年

度

の

主

な

取

組

当該事業は、全国の自治体で行っており、実施主体としても地方自治体で行うことが妥当である。

事

業

評

価

評価指標　（指標性質）

50%

75%

100%

125%

150%

H30 R1 R2

80%

100%

120%

H30 R1 R2
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～

　法定受託事務 自治事務

　 　 有 　 　無

 　   有 　 　無

　 　 有 　 　無

　 　 有 　 　無

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

補　助　・　単　独　区　分

　

Ａ
　
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

Ｃ

Ｄ

手当支給額

対
象
指
標

①
受給者数

人
610

②

活
 

動
 

指
 

標

①
手当支給件数

件
7,500

205 20

実績値

県  補  助  率

国  庫　支　出　金

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

コ ス ト 対 象 外  (除外)

間　 接　 経 　費　(加算)

36,610 35,085

受益者負担率（⑩÷⑤）

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり

23,563 22,216 24,200 21,568

受益者負担額（使用料・手数料等）

成
果
指
標

①

②

千円
37,500 36,500

③

34,395

計画(見込)値

600
600

年度末受給者数

6,900 6,900
１名・１月を１件として算出 7,322

7,300

610

計画(見込)値
目標(見込)値 目標(見込)値 目標(見込)値

②

579620 597

6,900

7,017 6,879

0

実績値 実績値目

標

設

定

・

実

績

区分
指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）
単　位

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

600

吉川市単独

1,2881,264 1,288 50

240

22,691 22,691

36,731 36,731

△ 20

△ 648

1/2 1/2 1/2 1/2

△ 668

0

0.01人

0

0.20人 0.16人 0.16人 0.17人

14,040

1,264 1,288 50 1,288

0.17人 0.17人

35,203

特別障害者等手当支給事業

決算(千円) 予算(千円) 決算(千円) 増減額(千円) 当初(千円) 計画(千円)
平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度
決算(千円)

前年度事務事業

区　　　　　分区分

投

入

資

源

人　　　件　　　費

正職員人件費

会計年度任用職員人件費

そ   　の    他 

市　      　  債

県  支  出  金

国  補  助  率

34,469

1,553 1,238

1,553

個別計画の位置付け

14,500 14,390

235 228 201

38,268 36,626 38,105 35,958

Ｂ
　
特
定
財
源

事　　　業  　　費

正職員投入人員

第２章 元気・健やか・幸せのまちづくり（健康福祉部門）

第４節 みんなが支えあう障がい者(児)福祉の推進

(1)障がい者の地域生活の支援

施　　　　策 直接事業費

目
　
　
　
的

対　　象
（誰を、何を）

在宅の重度障害者（身体障害者手帳1～2級、療育手帳○Ａ
～Ａ、精神障害者保健福祉手帳1級　　（一部除外あり）

意　　図
(対象にどの
ような状態に
なってほしい

のか)

00 99 全年齢

在宅の重度心身障がい者の経済的負担が軽減される。

対象年齢

13,905 14,390 0

業務プロセス
（№・名称）

　 　 有 　 　無
302102

36,715 35,153 36,613

0

△ 34

0

1,238

240

14,040

執 行 方 法 直営

30210201 在宅重度心身障害者手当の支給

35,203

1,288

手　　段
（どのような

事業を行うのか)

月額5,000円の手当を支給する
（毎年9月、3月に半年分をまとめて支給）

△ 684

1,288

昭和54年度 未設定

　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

施策小項目

事業年齢 41歳

一般会計予
算
科
目

会計区分

重度障がい者支援事業

款 項

目 細目

社会福祉費民生費
市まち･ひと･しごと

創生総合戦略との関連 障害福祉費

と
の
関
係

基
本
計
画

関連付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無 事 業 区 分

まちづくり目標

令和2年度 事 務 事 業 評 価 シ ー ト No. 3021 02

実施計画の位置付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事務事業の性質

根拠法令等 在宅重度心身障害者手当支給条例基

　
　
本

　
　
事

　
　
項

事務事業名 在在宅宅重重度度心心身身障障害害者者手手当当支支給給事事業業
所管部署名

事前評価日 令和2年11月30日 事前評価責任者 加藤　利明

事 業 期 間

類 似 事 業

　　　毎年度繰り返し　 　  　単年度　　　  　複数年度

こども福祉部 障がい福祉課 障がい給付係

34,500
34,500 34,500

年間支給額合計

Copyright(C)2020 Yoshikawa City office.all rights reserved

民生費 / 社会福祉費 / 障害福祉費

【受給者数・支給金額の推移】

※H28.7.1から65歳以上の新規手帳取得者は県条例に合わせて対象外。既存の対象者は市単独分となる。

令和元年度

★★★★ ★★★★

　　  あり　　      なし

変動率

★★★★

96.12%

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針    拡　大

説   明

二次評価日

一 次 評 価 責 任 者 程田　浩司

他の事業に統合 　廃止・休止

     縮　小

今後の方針

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

一次評価日 令和3年5月28日

　現状のまま継続

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

　現状のまま継続

改

革

改

善

これまでの
改革・改善内容

平成17年度に所得制限を導入した。平成28年7月から65歳以上の新規障害者手帳取得者を支給対象外とした。

事業を取り巻く環境
やニーズの変化

リスク（マイナス要素） 機会（プラス要素）

制度改正等により受給対象が縮小されることがある。 少額だが受給者にとっては経済的、精神的負担を軽減できる。

重度心身障害者に対し当概事業を実施することにより、その対象者は経済的及び精神的負担の軽減を図ることができる。
行財政改革大綱

との関連
（点検・確認）

効

率

性

★★★★

活動指標　を単位として換算 単位 ： 円/件

　　  あり　     　 なし

事

業

評

価

評価指標　（指標性質）

手当支給件数
98.43%

手当支給額

平成28年7月から県基準へと制度改正を行った。
手当を支給する事業であるため、受益者負担は馴染まない。

在宅における重度障がい者への経済的支援となっているため有効性は高い。

概ね達成された

概ね達成され

成果向上の
余地

　　  あり　　　 　なし

令和元年度

① 手当支給件数

上位施策へ
の貢献度

100.15%
若干減少している

概ね達成された

97.63%

5,227.21 円 5,226.47 円 5,219.61 円

成果
指標

99.70%

ほぼ変動していない

99.87%

　　  妥当　　　　要検討
役割分担

（行政関与）

平成30年度令和2年度

（増加目標指標）

（増加目標指標） 概ね達成され

令和2年度 単位当たりコスト換算指標 平成30年度

①

評

価

年

度

の

主

な

取

組

条例により「手当は、吉川市に住所を有する者」となっており、当市にて業務を担うことは妥当である。

令和元年度

受給者数（年度末） 人 638

令和2年度

579

単位

34,395

5,615

年間支給額 千円 39,210 39,110 37,720

97.63% 96.12%

区　　　分

対象・手段   　　妥当　　    要検討
在宅の重度心身障がい者に対する経済的、精神的負担の軽減を図ることを目的に、県の補助要綱、市条例等に基
づき実施している事業であり、条例に対象や目的等は明確になっており妥当である。

意　　　図 　　  妥当　   　 要検討

▲活動　　●成果

活動
指標

99.70%
★★★★

有

効

性

目
標
達
成
度

評価結果 判断理由（特記事項）

妥

当

性

概ね達成された

他の事業に統合 　廃止・休止

令和3年6月23日

終了・完了   改善のうえで継続

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

今後の方針    改善のうえで継続

効率化
二
次
評
価

終了・完了

効率化
（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

　　  あり　　     なし
受益者負担

適正化
の余地

コスト改善
の余地

種別

単位当たり
コスト

変動率 ほぼ変動していない

概ね達成された

★★★★

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

636 616 620 597

36,610 35,085

うち市単独分（※） 千円 9,295 9,075 8,160 7,610 6,305

50%

75%

100%

125%

150%

H30 R1 R2

80%

100%

120%

H30 R1 R2
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～

　法定受託事務 自治事務

　 　 有 　 　無

 　   有 　 　無

　 　 有 　 　無

　 　 有 　 　無

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

補　助　・　単　独　区　分

　

こども福祉部 障がい福祉課 障がい支援係

令和2年度 事 務 事 業 評 価 シ ー ト No. 3022 02

実施計画の位置付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事務事業の性質

根拠法令等 　基

　
　
本

　
　
事

　
　
項

事務事業名 障障ががいい者者就就労労支支援援事事業業
所管部署名

事前評価日 令和2年11月30日 事前評価責任者 加藤　利明

事 業 期 間

類 似 事 業

　　　毎年度繰り返し　 　  　単年度　　　  　複数年度

平成20年度 未設定

　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

施策小項目

事業年齢 12歳

一般会計予
算
科
目

会計区分

重度障がい者支援事業

款 項

目 細目

社会福祉費民生費
市まち･ひと･しごと

創生総合戦略との関連
基本目標２『市民の幸福実感を追及する』 障害福祉費

と
の
関
係

基
本
計
画

関連付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無 事 業 区 分

まちづくり目標

目
　
　
　
的

対　　象
（誰を、何を）

障がい者

手　　段
（どのような

事業を行うのか)意　　図
(対象にどの
ような状態に
なってほしい

のか)

18 99 18歳以上

就労が促進され、地域で自立した生活を送ることが可能とな
る。

対象年齢

個別計画の位置付け 障がい者計画

第２章 元気・健やか・幸せのまちづくり（健康福祉部門）

第４節 みんなが支えあう障がい者(児)福祉の推進

(3)障がい者の社会参加の促進

施　　　　策 直接事業費

執 行 方 法 一部委託 社会福祉法人彩凜会へ委託

30220201 障がい者就労支援

4,111

1,212

業務プロセス
（№・名称）

　 　 有 　 　無
302202

・社会福祉法人彩凜会へ委託し障がい者就労支援センター
を設置して、実施する。
・事業の充実を図るため、関係機関との連携を深める。
・市役所において、知的障がい者を対象とした就労体験事業
を実施する。

0

5,846 5,994 7,443 6,422

4,060 4,061 4,215 4,132 72

0

427

1,786

決算(千円) 予算(千円) 決算(千円) 増減額(千円) 当初(千円) 計画(千円)
平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度
決算(千円)

前年度事務事業

区　　　　　分区分

国  補  助  率

0

3,228 2,289 356 2,555

1,077 1,343

0

1,3431,253

0.16人 0.16人

4,111

1,786 1,934 2,555

1,934

0.23人 0.25人 0.25人 0.16人

県  補  助  率

△ 0.09人

1,077

吉川市単独

1,2121,975 1,212 △ 722

6,666 6,666

6,666 6,666

0

0

計画(見込)値 計画(見込)値
実績値 実績値 実績値目

標

設

定

・

実

績

区分
指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）
単　位

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

2,900 2,950
年度末障害者手帳所持者数

2,850

0

427

受益者負担率（⑩÷⑤）

目標(見込)値 目標(見込)値 目標(見込)値

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり

5,846 5,994 7,443 6,422

2,8722,706 2,799
対
象
指
標

①
障害者手帳所持者数

人
2,700 2,750

②

6
6 6

会議開催数 6 7 5
活
 

動
 

指
 

標

①
自立支援協議会（就労部会）の開催

回
6 6

②
障がい者の地域での生活を考える検討会議の開催

回
5

1 1
ハローワーク等が主催する障がい者合同面接会の開催支援回数 1 1 0

③

4 4
4

19

4
5 4 2

2 2
2 2

市役所障がい福祉課での就労体験をした障がい者の人数 2 2 0

20
20 20

就労支援センター及び市内就労移行支援事業所（2か所）の支援により就職した人数 17 23

就職合同面接会の開催支援
回

1 1 1

会議開催数

一般事業所等へ就職した障がい者の人数

Ａ
　
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

Ｃ

Ｄ

市役所へ就労体験した障がい者の人数
人

2

投

入

資

源

人　　　件　　　費

正職員人件費

会計年度任用職員人件費

受益者負担額（使用料・手数料等）

そ   　の    他 

市　      　  債

県  支  出  金

国  庫　支　出　金

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

コ ス ト 対 象 外  (除外)

間　 接　 経 　費　(加算)

Ｂ
　
特
定
財
源

事　　　業  　　費

成
果
指
標

①

②

正職員投入人員

人
24 20
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民生費 / 社会福祉費 / 障害福祉費

★★★★

令和2年度

　　  あり　　     なし
受益者負担

適正化
の余地

コスト改善
の余地

種別

単位当たり
コスト

変動率 増加している

概ね達成された

今後の方針    改善のうえで継続

効率化
二
次
評
価

終了・完了

効率化
（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

   改善のうえで継続

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

他の事業に統合 　廃止・休止

「障がい者の地域での生活を考える検討会議」において就労をテーマに様々な意見交換をしている中で、障がい福祉への寄与を目的とした寄附
をいただいたことから「障がい者サポート基金」を設置した。今後は、当基金を活用し、障がい者の就労支援策を検討する。

令和3年6月23日

100.00% 116.67%

区　　　分

対象・手段   　　妥当　　    要検討
障がい者の就労促進は、地域での自立した生活の実現を目的としており、親なき後の課題に合致した事業であり、意
図も妥当である。

意　　　図 　　  妥当　   　 要検討

▲活動　　●成果

活動
指標

83.33%
★★★★★

有

効

性

目
標
達
成
度

評価結果 判断理由（特記事項）

妥

当

性

達成された

　　  妥当　　　　要検討
役割分担

（行政関与）

変動率

障がい者就労支援センターは年間を通じての委託事業であり、対象となる障がい者
が増加している傾向から、コストの改善は難しい。また、公の支援センターとして受益
者負担はなじまない。

今後も民間活力を活かし様々な支援策を展開することにより、成果向上の余地はあ
る。また、障がい者の就労を支援することで社会参加を促すことにつながることから、
上位施策に貢献する事業である。

概ね達成された

達成された

成果向上の
余地

　　  あり　　　 　なし

令和元年度

① 自立支援協議会（就労部会）の開催

上位施策へ
の貢献度

149.98%
若干増加している

達成された
70.83%

★★★★★

115.00%

1,284,328.40 円 974,354.50 円 856,349.86 円

成果
指標

95.00%
一般事業所等へ就職した障がい者の人数①

減少している
87.89%

令和元年度

★★★ ★★★★★

　　  あり　　      なし

改

革

改

善

これまでの
改革・改善内容

自立支援協議会（就労部会）の開催にあたり、平成24年度から事前テーマを募るなど効果的な会議の運営を図った。
また、埼玉県緊急雇用創出基金を活用し、平成25～26年度に特定非営利法人なまずの里福祉会へ「地域生活就労支援事業」を委託することで
就労支援の充実を図った。平成28年度から知的障がいのある方を対象とした市役所職場体験実習事業を開始し、その実績と効果測定により、
令和２年度から会計年度任用職員の通年雇用を開始した。

事業を取り巻く環境
やニーズの変化

リスク（マイナス要素） 機会（プラス要素）

新型コロナウイルス感染拡大防止のため、新規に求職活動している障
がい者が活動を制限される恐れがある。

市役所に知的障がい者が勤務することで、市民や職員に障がいを理解
してもらうことができる。

働く意欲のある障がい者を雇用につなげることで、企業や市役所の障がい者雇用率を上げることができる。
行財政改革大綱

との関連
（点検・確認）

効

率

性

★★★★

終了・完了

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針    拡　大

説   明

二次評価日

一 次 評 価 責 任 者 程田　浩司

他の事業に統合 　廃止・休止

     縮　小

「障がい者の地域での生活を考える検討会議」において就労をテーマに様々な意見交換をしている中で、障がい福祉への寄与を目的とした寄附
をいただいたことから「障がい者サポート基金」を設置した。今後は、当基金を活用し、障がい者の就労支援策を検討する。

今後の方針

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

一次評価日 令和3年5月28日

　現状のまま継続

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

　現状のまま継続

活動指標　を単位として換算 単位 ： 円/回

　　  あり　     　 なし

（増加目標指標）

（増加目標指標） 達成度がやや低い

令和2年度 単位当たりコスト換算指標 平成30年度

自立支援協議会（就労部会）の開催
109.35%

平成30年度

評

価

年

度

の

主

な

取

組

市の委託による障がい者就労支援センターも含めた複数の関係機関の連携によって取り組むことで成果向上が図ら
れており、役割分担は妥当である。

事

業

評

価

評価指標　（指標性質）

１　知的障がいのある方を対象とした会計年度任用職員採用
　（１）事業目的　令和2年度より通年雇用を実施することで、更なる障がい者の就労支援及び障がい者就労の理解促進を目的とする
　（２）採用期間　令和2年4月1日から令和3年3月31日まで
　（３）主な業務　事務作業、軽作業など
　（４）就労時間　午前9時から午後2時まで　1日4時間週20時間
　（５）採用人数　1名

２　吉川市障がい者就労支援センター
　（１）事業概要　　       吉川市の委託により障がい者の就労支援業務を行う
　（２）受託者/所在地　 社会福祉法人　彩凜会/吉川市大字川藤14番地1（障がい者総合支援センターなまずの里内）
　（３）事業内容　　       障がい者からの就労に関する相談、障がい者職業能力の向上支援、ハローワークや事業者への同行などの就労支援、
　　　　　　　　　　     　   就労後の障がい者や雇用者への支援など

３　吉川市役所職場体験実習事業　※R2年度は新型コロナウイルスの影響により開催見送り
　（１）事業目的   知的障がいのある方が、吉川市役所の職場で働くことを体験することで、就労についての理解・関心を深めてもらうことを目的とする
　（２）実習内容　事務補助、軽作業など

50%

75%

100%

125%

150%

H30 R1 R2

80%

100%

120%

H30 R1 R2
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～

　法定受託事務 自治事務

　 　 有 　 　無

 　   有 　 　無

　 　 有 　 　無

　 　 有 　 　無

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

補　助　・　単　独　区　分

　

投

入

資

源

人　　　件　　　費

正職員人件費

会計年度任用職員人件費

受益者負担額（使用料・手数料等）

そ   　の    他 

市　      　  債

県  支  出  金

国  庫　支　出　金

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

コ ス ト 対 象 外  (除外)

間　 接　 経 　費　(加算)

Ｂ
　
特
定
財
源

事　　　業  　　費

成
果
指
標

①

②

正職員投入人員

千円
29,960 29,000

Ａ
　
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

Ｃ

Ｄ

28,000
28,000 28,000

年間支給総額 26,477 28,426

特別障害者手当等支給額

27,623

95
95 95

年度末認定者数－年度末支給停止者数 99 102 94
活
 

動
 

指
 

標

①
特別障害者手当等受給者数

人
110 115

②

③

対
象
指
標

①
特別障害者手当等認定者数

人
113 118

②

100

0

746

受益者負担率（⑩÷⑤）

目標(見込)値 目標(見込)値 目標(見込)値

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり

9,640 10,275 10,735 11,021

99103 107

51

計画(見込)値 計画(見込)値
実績値 実績値 実績値目

標

設

定

・

実

績

区分
指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）
単　位

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

100 100
年度末特別障害者手当等認定者数

0.13人

0

吉川市単独

3,8633,002 3,863 923

209

11,796 11,796

34,758 34,758

0

0

2,939

0.39人 0.38人 0.38人 0.51人

県  補  助  率

3/4 3/4 3/4 3/4

19,858 21,320 22,550 20,656

3,002 3,863 923 3,863

0

209

0.51人 0.51人

30,686

3,029 2,939 3,863

在宅重度心身障害者手当支給事業

決算(千円) 予算(千円) 決算(千円) 増減額(千円) 当初(千円) 計画(千円)
平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度
決算(千円)

前年度事務事業

区　　　　　分区分

国  補  助  率

0

業務プロセス
（№・名称）

　 　 有 　 　無
302103

以下の手当を原則年4回（2・5・8・11月）支給する。
また、特別児童扶養手当に係る事務を行う（支給は県）。
　・特別障害者手当（月額　27,350円）
　・障害児福祉手当（月額　14,880円）
　・経過措置による福祉手当（月額　14,880円）

△ 664 22,962 22,962

190 184 161

29,549 31,595 33,285 31,677

26,520 28,466 30,099 27,654 △ 812

△ 29

82

3,029

個別計画の位置付け

第２章 元気・健やか・幸せのまちづくり（健康福祉部門）

第４節 みんなが支えあう障がい者(児)福祉の推進

(3)障がい者の社会参加の促進

施　　　　策 直接事業費

3/4 3/4

執 行 方 法 直営

30210301 特別障害者手当等の支給

30,686

3,863

目
　
　
　
的

対　　象
（誰を、何を）

常時介護を必要とする重度障がい者（児）

手　　段
（どのような

事業を行うのか)意　　図
(対象にどの
ような状態に
なってほしい

のか)

00 99 全年齢

経済的負担が軽減される。

対象年齢

平成8年度 未設定

　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

施策小項目

事業年齢 24歳

一般会計予
算
科
目

会計区分

重度障がい者支援事業

款 項

目 細目

社会福祉費民生費
市まち･ひと･しごと

創生総合戦略との関連 障害福祉費

と
の
関
係

基
本
計
画

関連付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無 事 業 区 分

まちづくり目標

令和2年度 事 務 事 業 評 価 シ ー ト No. 3021 03

実施計画の位置付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事務事業の性質

根拠法令等 特別児童扶養手当の支給に関する法律基

　
　
本

　
　
事

　
　
項

事務事業名 特特別別障障害害者者手手当当等等支支給給事事業業
所管部署名

事前評価日 令和2年11月30日 事前評価責任者 加藤　利明

事 業 期 間

類 似 事 業

　　　毎年度繰り返し　 　  　単年度　　　  　複数年度

こども福祉部 障がい福祉課 障がい給付係

Copyright(C)2020 Yoshikawa City office.all rights reserved

民生費 / 社会福祉費 / 障害福祉費

　各手当の額は物価等の動向を反映して調整する仕組みとなっている。

　ただし、平成12年度から平成14年度の間に物価が下落したにもかかわらず、支給額を特例的に据え置いたため、法律が本来予想している水準よりも

高い水準となっており、これを平成25年度から平成27年度までの3年間で解消した。　

【認定者数・支給金額の推移】※特別児童扶養手当は、県が支出している。 所得制限等による停止者を含む

活動指標　を単位として換算 単位 ： 円/人

　　  あり　     　 なし

（増加目標指標）

（増加目標指標） 概ね達成された

令和2年度 単位当たりコスト換算指標 平成30年度

特別障害者手当等受給者数
92.90%

平成30年度

評

価

年

度

の

主

な

取

組

法定受託事務として市が行う事業であり妥当である。

事

業

評

価

評価指標　（指標性質）

終了・完了

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針    拡　大

説   明

二次評価日

一 次 評 価 責 任 者 程田　浩司

他の事業に統合 　廃止・休止

     縮　小

今後の方針

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

一次評価日 令和3年5月28日

　現状のまま継続

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

　現状のまま継続

特別障害者手当等支給額①

若干増加している

103.78%
令和元年度

★★★★ ★★★★

　　  あり　　      なし

改

革

改

善

これまでの
改革・改善内容

障害者手帳交付時の連絡票を作成し、申請漏れが発生しないよう努めた。

事業を取り巻く環境
やニーズの変化

リスク（マイナス要素） 機会（プラス要素）

全国消費者物価指数により手当の額が減少する。 全国消費者物価指数により手当の額が増加する。

常時介護を必要とする在宅の重度障がい者(児)の経済的、精神的負担の軽減を図るため、国の負担を活用し、永続的に安定した事業運営を
行っていく必要がある。行財政改革大綱

との関連
（点検・確認）

効

率

性

★★★★

　　  妥当　　　　要検討
役割分担

（行政関与）

変動率

経費の大部分を手当支給額が占めているためコスト改善は難しい。また、手当を支給
する事業であるため受益者負担は馴染まない。

対象者、支給件数ともに増加傾向にあるため成果向上の余地があり、また障がい者
への経済的支援となっているため有効性は高い。

概ね達成された

概ね達成された

成果向上の
余地

　　  あり　　　 　なし

令和元年度

① 特別障害者手当等受給者数

上位施策へ
の貢献度

108.79%
若干減少している

概ね達成された

88.37%

★★★★

98.02%

336,993.45 円 298,471.80 円 309,755.41 円

成果
指標

98.65%

90.00% 88.70%

区　　　分

対象・手段   　　妥当　　    要検討
常時介護を必要とする在宅の重度障がい者(児)の経済的、精神的負担の軽減を図るため、法令に基づき実施してい
る事業であり、対象や目的は明確になっており妥当である。

意　　　図 　　  妥当　   　 要検討

▲活動　　●成果

活動
指標

98.95%
★★★★

有

効

性

目
標
達
成
度

評価結果 判断理由（特記事項）

妥

当

性

概ね達成された

他の事業に統合 　廃止・休止

令和3年6月23日

   改善のうえで継続

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

今後の方針    改善のうえで継続

効率化
二
次
評
価

終了・完了

効率化
（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

★★★★

令和2年度

　　  あり　　     なし
受益者負担

適正化
の余地

コスト改善
の余地

種別

単位当たり
コスト

変動率 若干増加している

概ね達成された

名　　称 項　目 単位 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

特別障害者手当
認定者数（年度末） 人 65 71 68 68 71

年間支給額 千円 20,263 20,847 22,309 20,754 22,298

障害児福祉手当
認定者数（年度末） 人 35 36 33 33 34

年間支給額 千円 6,346 5,947 5,789 5,328 5,774

経過措置による福祉手当
認定者数（年度末） 人 3 3 3 2 2

年間支給額 千円 519 525 525 395 354

合計
認定者数（年度末） 人 101 106 103 103 107

年間支給額 千円 27,128 27,321 28,623 26,477 28,426

令和2年度

65

21,395

33

5,916

1

312

99

27,623

50%

75%

100%

125%

150%

H30 R1 R2

80%

100%

120%

H30 R1 R2
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～

　法定受託事務 自治事務

　 　 有 　 　無

 　   有 　 　無

　 　 有 　 　無

　 　 有 　 　無

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

補　助　・　単　独　区　分

　

投

入

資

源

人　　　件　　　費

正職員人件費

会計年度任用職員人件費

受益者負担額（使用料・手数料等）

そ   　の    他 

市　      　  債

県  支  出  金

国  庫　支　出　金

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

コ ス ト 対 象 外  (除外)

間　 接　 経 　費　(加算)

Ｂ
　
特
定
財
源

事　　　業  　　費

成
果
指
標

①

②

正職員投入人員

円
65,000,000 62,000,000

849

Ａ
　
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

Ｃ

Ｄ

精神通院医療受給者数
人

1,000

993 1,070

1,000 1,200
1,300 1,400

受給者証発行件数 1,071 1,140 1,343

66,000,000
77,552,000 77,552,000

年間更生医療公費給付総額 61,125,129 66,052,866

精神通院医療申請等進達件数
件

1,350 1,550 1,600

年度中に支給した件数

更生医療給付総額

800 1,000
1,150

74,536,403

1,300

70
80 90

年度末対象者数 58 67 83
活
 

動
 

指
 

標

①
更生医療給付者数

人
55 60

②
レセプト件数

件
750

1,650 1,700
埼玉県に進達した件数 1,542 1,555 908

③

対
象
指
標

①
身体障がい者の数

人
1,740 1,730

②
精神障がい者の数

人
450

精神保健福祉手帳所持者数 509 567 617

1,750

0

6,045

受益者負担率（⑩÷⑤）

目標(見込)値 目標(見込)値 目標(見込)値

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり

23,060 25,104 34,789 31,149

1,7331,725 1,727

計画(見込)値 計画(見込)値
実績値 実績値 実績値目

標

設

定

・

実

績

区分
指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）
単　位

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

550 600
630 660

1,760 1,770
身体障害者手帳所持者数

0.62人

0

吉川市単独

10,4526,003 10,452 4,574

528

37,586 37,586

88,532 88,532

0

0

5,879

0.74人 0.76人 0.76人 1.38人

県  補  助  率 1/4 1/4 1/4 1/4

16,982

1/2 1/2 1/2 1/2

31,874 33,864 34,986 38,197

6,003 10,452 4,574 10,452

0

528

1.38人 1.38人

77,552

5,747 5,879 10,452

16,982

決算(千円) 予算(千円) 決算(千円) 増減額(千円) 当初(千円) 計画(千円)
平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度
決算(千円)

前年度事務事業

区　　　　　分区分

国  補  助  率

15,912 16,932 17,493 19,098 2,166

業務プロセス
（№・名称）

　 　 有 　 　無
302205

更生医療の現物給付を行う。利用者負担は原則1割で所得
に応じて月額上限がある。
精神通院医療は、県主体事業であるが申請交付事務を市が
行う。

4,333 33,964 33,964

465 428 453

70,846 75,900 87,268 88,444

65,099 69,557 80,837 77,539 7,982

△ 12

12,544

5,747

個別計画の位置付け 障がい者計画

第２章 元気・健やか・幸せのまちづくり（健康福祉部門）

第４節 みんなが支えあう障がい者(児)福祉の推進

(2)保健・医療との連携

施　　　　策 直接事業費

1/4

1/2 1/2

1/4

執 行 方 法 直営

30220501 自立支援医療（更生医療)の給付申請

77,552

30220504 自立支援医療（育成医療）

10,452

目
　
　
　
的

対　　象
（誰を、何を）

身体障がい者・精神障がい者

手　　段
（どのような

事業を行うのか)意　　図
(対象にどの
ような状態に
なってほしい

のか)

00 99 全年齢

障がいを軽くしたり、機能を回復する医療が受けやすくなる。

対象年齢

平成5年度 未設定

　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

施策小項目

事業年齢 27歳

一般会計予
算
科
目

会計区分

障がい者更生援護事業

款 項

目 細目

社会福祉費民生費
市まち･ひと･しごと

創生総合戦略との関連
基本目標２『市民の幸福実感を追及する』 障害福祉費

と
の
関
係

基
本
計
画

関連付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無 事 業 区 分

まちづくり目標

令和2年度 事 務 事 業 評 価 シ ー ト No. 3022 05

実施計画の位置付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事務事業の性質

根拠法令等 障害者総合支援法、吉川市介護福祉総合条例施行規則基

　
　
本

　
　
事

　
　
項

事務事業名 自自立立支支援援医医療療支支給給事事業業
所管部署名

事前評価日 令和2年11月30日 事前評価責任者 加藤　利明

事 業 期 間

類 似 事 業

　　　毎年度繰り返し　 　  　単年度　　　  　複数年度

こども福祉部 障がい福祉課 障がい支援係

Copyright(C)2020 Yoshikawa City office.all rights reserved

民生費 / 社会福祉費 / 障害福祉費

１　自立支援医療支給事業（精神通院）

２　自立支援医療支給事業（更生医療）

３　自立支援医療支給事業（育成医療）

平成25年4月　育成医療の事務が、県から市に移譲された。

成果指標を単位として換算 単位 ： 円/円

　　  あり　     　 なし

（増加目標指標）

（増加目標指標） 達成された

令和2年度 単位当たりコスト換算指標 平成30年度

更生医療給付総額
89.17%

平成30年度

評

価

年

度

の

主

な

取

組

障害者総合支援法に基づく事務であり、行政が関与することは妥当である。

事

業

評

価

評価指標　（指標性質）

終了・完了

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針    拡　大

説   明

二次評価日

一 次 評 価 責 任 者 程田　浩司

他の事業に統合 　廃止・休止

     縮　小

今後の方針

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

一次評価日 令和3年5月28日

　現状のまま継続

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

　現状のまま継続

精神通院医療受給者数②

ほぼ変動していない

99.14%
令和元年度

★★★★★ ★★★★★

　　  あり　　      なし

改

革

改

善

これまでの
改革・改善内容

65歳以上の新規手帳取得者の重度医療費助成事業の廃止に伴い、65歳以上の方の更生医療の申請件数が増加している。

事業を取り巻く環境
やニーズの変化

リスク（マイナス要素） 機会（プラス要素）

生活習慣病の方の増加により、糖尿病性腎症を患い人工透析療法を
受ける方が年々増加している。

重度医療費助成事業において、65歳以上の新規手帳取得者の対象外
措置に伴い、65歳以上の方の、医療費負担の軽減につながっている。

自立支援医療は、自己負担が原則1割負担であり、また健康保険世帯の収入状況に応じて月上限額が決まっているため、市民の医療費軽減に
つながっている。行財政改革大綱

との関連
（点検・確認）

効

率

性

★★★★★

　　  妥当　　　　要検討
役割分担

（行政関与）

変動率

平成19年度から腎臓機能障害の医療扶助費（生活保護分）が自立支援医療で対応
することとなったため、直接事業費が激増した。また、平成18年10月から県負担（1/4）
が導入され、市の負担は1/2から1/4となったことからも、コスト改善はされている。
平成18年4月から自立支援医療費の自己負担が原則1割となるとともに、所得に応じ
た月上限額が設定されている。

障がいを軽くし、社会参加を支援する医療の給付であり、今後も手続きされる方が増
加すると見込まれることから有効性があり、成果向上の余地がある。
また、障がい者の健康や機能の維持・回復を図ることから、上位施策に貢献する事業
である。

達成された

達成された

成果向上の
余地

　　  あり　　　 　なし

令和元年度

① 更生医療給付者数

上位施策へ
の貢献度

103.26%
減少している

達成された
107.10%

★★★★★

114.00%

1.19 円 1.16 円 1.15 円

成果
指標

111.92%

105.45% 111.67%

区　　　分

対象・手段   　　妥当　　    要検討
福祉事務所が行う事務であり、精神通院医療は、県が主体で市が窓口となっている。
障害者総合支援法に基づく事務であり、対象、手法は法に基づくものであり妥当である。

意　　　図 　　  妥当　   　 要検討

▲活動　　●成果

活動
指標

118.57%
★★★★★

有

効

性

目
標
達
成
度

評価結果 判断理由（特記事項）

妥

当

性

達成された

他の事業に統合 　廃止・休止

令和3年6月23日

   改善のうえで継続

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

今後の方針    改善のうえで継続

効率化
二
次
評
価

終了・完了

効率化
（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

★★★★★

令和2年度

　　  あり　　     なし
受益者負担

適正化
の余地

コスト改善
の余地

種別

単位当たり
コスト

変動率 若干増加している

達成された

支出額（円） 74,536,403

支給件数（件） 1,857,765

対象者数（年度末）（人） 1,343

支給件数（件） 1,070対象者数（年度末）（人） 83

対象者数(全年齢）（人） 21 支給件数（件） 51

50%

75%

100%

125%

150%

H30 R1 R2

80%

100%

120%

H30 R1 R2
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～

　法定受託事務 自治事務

　 　 有 　 　無

 　   有 　 　無

　 　 有 　 　無

　 　 有 　 　無

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

補　助　・　単　独　区　分

　

こども福祉部 障がい福祉課 障がい支援係

令和2年度 事 務 事 業 評 価 シ ー ト No. 3022 06

実施計画の位置付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事務事業の性質

根拠法令等 障害者総合支援法、吉川市介護福祉総合条例施行規則基

　
　
本

　
　
事

　
　
項

事務事業名 補補装装具具費費支支給給事事業業
所管部署名

事前評価日 令和2年11月30日 事前評価責任者 加藤　利明

事 業 期 間

類 似 事 業

　　　毎年度繰り返し　 　  　単年度　　　  　複数年度

平成5年度 未設定

　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

施策小項目

事業年齢 27歳

一般会計予
算
科
目

会計区分

障がい者更生援護事業

款 項

目 細目

社会福祉費民生費
市まち･ひと･しごと

創生総合戦略との関連
基本目標２『市民の幸福実感を追及する』 障害福祉費

と
の
関
係

基
本
計
画

関連付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無 事 業 区 分

まちづくり目標

目
　
　
　
的

対　　象
（誰を、何を）

身体障がい者（児）

手　　段
（どのような

事業を行うのか)意　　図
(対象にどの
ような状態に
なってほしい

のか)

00 99 全年齢

失われた部位等を補うことにより、日常生活が容易になる。

対象年齢

個別計画の位置付け 障がい者計画

第２章 元気・健やか・幸せのまちづくり（健康福祉部門）

第４節 みんなが支えあう障がい者(児)福祉の推進

(3)障がい者の社会参加の促進

施　　　　策 直接事業費

1/4

1/2 1/2

1/4

執 行 方 法 直営

30220601 補装具の新規交付

12,898

30220602 補装具の再交付・修理

3,030

障がいの部位に応じ、必要な補装具の給付、修理をする。
医師の意見書及び補装具の見積書を添付し申請。新規申請
は更生相談所の判定を得て、決定後給付券を発行する。

△ 604 6,449 6,449

△ 1,355

△ 21

△ 51214,431 17,367 16,037 16,855

11,946 15,100 13,746 13,745

2,485

0.32人

国  補  助  率

2,925 3,783 3,225 3,436 △ 347

2,166

3,225

0.28人 0.28人 0.40人

3,225

1/2 1/2 1/2 1/2

5,849 7,476 6,449 6,872

101

業務プロセス
（№・名称）

　 　 有 　 　無
302206

医療保険の治療用装具

決算(千円) 予算(千円) 決算(千円) 増減額(千円)
平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度
決算(千円)

前年度事務事業

区　　　　　分区分
当初(千円) 計画(千円)

2,212 3,030 864 3,030

0

88

0.40人 0.40人

12,898

2,485 2,166 3,030

県  補  助  率 1/4 1/4 1/4 1/4

0.12人

0

3,0302,212 3,030 864

88

6,342 6,342

16,016 16,016

0

439

0

0

79 80

令和4年度

1,760 1,770
身体障害者手帳所持者数

140 140
補装具交付・修理申請件数

1,750

1,733

受益者負担率（⑩÷⑤）

目標(見込)値 目標(見込)値 目標(見込)値

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり

5,657 6,108 6,363 6,547

吉川市単独

計画(見込)値
実績値 実績値 実績値目

標

設

定

・

実

績

区分
指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）
計画(見込)値

単　位
平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

活
 

動
 

指
 

標

①
補装具申請件数

件
150 130

②
補装具交付・決定件数

件
150

③

140

13,745

140

14,000
年間総額 11,946 15,100

補装具給付総額

131

投

入

資

源

人　　　件　　　費

正職員人件費

会計年度任用職員人件費

受益者負担額（使用料・手数料等）

そ   　の    他 

市　      　  債

県  支  出  金

国  庫　支　出　金

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

コ ス ト 対 象 外  (除外)

間　 接　 経 　費　(加算)

128 114

14,000

Ｂ
　
特
定
財
源

事　　　業  　　費

成
果
指
標

①

②

正職員投入人員

千円
13,000 12,000

Ａ
　
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

Ｃ

Ｄ

補装具交付・決定件数

130

対
象
指
標

①
身体障害者数

人
1,725 1,727

②

130

130

1,740 1,730

13,000

128 114 131
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民生費 / 社会福祉費 / 障害福祉費

補装具費支給事業（補装具費支給件数）

対象者 支給・修理件数

身体障がい者（18歳以上） 54件

身体障がい児（18歳未満） 77件

   拡　大

種別

単位当たり
コスト

変動率 減少している

達成された

一 次 評 価 責 任 者

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

説   明

二次評価日

（増加目標指標）

程田　浩司

他の事業に統合今後の方針    改善のうえで継続

効率化
二
次
評
価

終了・完了

効率化
（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

85.33% 87.69%

区　　　分

対象・手段   　　妥当　　    要検討
障害者総合支援法の基準に沿って行うものであり、障がい部位を補い自立を支援するためにも、障がい者にとって
欠かせないものであることから、妥当である。

意　　　図 　　  妥当　   　 要検討

▲活動　　●成果

活動
指標

100.77%
★★★★

有

効

性

目
標
達
成
度

評価結果 判断理由（特記事項）

妥

当

性

概ね達成された
★★★★★

令和2年度

　　  妥当　　　　要検討
役割分担

（行政関与）

平成30年度

評

価

年

度

の

主

な

取

組

障害者総合支援法に基づいた事業であり、行政が関与することは妥当である。

事

業

評

価

評価指標　（指標性質）

変動率

支給基準は国基準で決まっており、コスト改善の余地はない。
受益者負担については、障害者自立支援法（現：障害者総合支援法）の施行に伴い、
平成18年10月1日から利用者負担が原則1割負担となり、また、平成22年4月からは
非課税世帯については、利用者負担が免除となる見直しが行われている。

障がい者の増加とともに、補装具を必要とされる方は年々増加する見込みであり、成
果向上の余地はある。
障がい者の自立を支援することから上位施策に貢献する事業である。

達成された

達成された

成果向上の
余地

　　  あり　　　 　なし

令和元年度

① 補装具申請件数

上位施策へ
の貢献度

84.46%
増加している

概ね達成された

91.89%

★★★★

125.83%

128,662.53 円 112,740.37 円 152,341.26 円

成果
指標

105.73%

改

革

改

善

これまでの
改革・改善内容

制度改革により、償還払い方式になったが、利用者の一時的負担が大きいことから、当市では各補装具業者と代理受領契約をし、利用者の負
担の軽減を図っている。

事業を取り巻く環境
やニーズの変化

リスク（マイナス要素） 機会（プラス要素）

新型コロナウイルス感染症拡大防止により、県リハビリセンターでの判
定依頼が減少している。

国は、児童や難病等のケースへの補装具は、成長や病状の進行具合
により状態の変化が著しいことから、支給ではなく借受け形式での支給
を推奨している。

補装具の支給は国の基準により定められているが、基準以上の補装具が必要なとる場合には、超過額分を自己負担により購入することは可能
である。また、国の基準は、障がい者のニーズにより、定期的に見直しが行われている。行財政改革大綱

との関連
（点検・確認）

令和元年度

★★★★ ★★★★★

　　  あり　　      なし

効

率

性

★★★★★

活動指標　を単位として換算 単位 ： 円/件

　　  あり　     　 なし

（増加目標指標） 概ね達成された

令和2年度

増加している
135.13%

平成30年度

補装具交付・決定件数
115.56%

補装具給付総額①

受益者負担
適正化
の余地

コスト改善
の余地

　　  あり　　     なし

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

一次評価日 令和3年5月28日

　現状のまま継続

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）

令和3年6月23日

     縮　小

   改善のうえで継続 他の事業に統合 　廃止・休止今後の方針

　廃止・休止

     縮　小

　現状のまま継続

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

終了・完了

単位当たりコスト換算指標

50%

75%

100%

125%

150%

H30 R1 R2

80%

100%

120%

H30 R1 R2
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～

　法定受託事務 自治事務

　 　 有 　 　無

 　   有 　 　無

　 　 有 　 　無

　 　 有 　 　無

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

補　助　・　単　独　区　分

　

1,700

273

②
新規にセンターへ利用紹介した方

人
6

284

Ｂ
　
特
定
財
源

事　　　業  　　費

成
果
指
標

①

②

正職員投入人員

日
1,000 1,300

Ａ
　
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

Ｃ

Ｄ

新規にセンターへ利用紹介した方の人数

5

対
象
指
標

①
障がい者手帳（身体・療育・精神）をお持ちの方

人

②

291
①

人　　　件　　　費

正職員人件費

会計年度任用職員人件費

受益者負担額（使用料・手数料等）

そ   　の    他 

市　      　  債

県  支  出  金

国  庫　支　出　金

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

コ ス ト 対 象 外  (除外)

間　 接　 経 　費　(加算)

5 5

1,800

投

入

資

源

活
 

動
 

指
 

標

5

1,900
延べ利用日数 1,304 1,626

センターの利用日数

1,486

③

5
5

5

計画(見込)値

0.54% 0.18% 0.17%

単　位
平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

受益者負担率（⑩÷⑤）

16

目標(見込)値 目標(見込)値 目標(見込)値

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり

6,012 7,230 7,608 7,449

0.27% 0.19%

吉川市単独

39

計画(見込)値
実績値 実績値 実績値目

標

設

定

・

実

績

区分
指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）

令和4年度

2,900 2,950
障がい者手帳（身体・療育・精神）合計延べ人数

243 243
年間開設日数

年間通所数
日

244 240

2,850

2,8722,706 2,799

250

2,700 2,750

46

7,272 7,272

7,286 7,286

0

219

14 13 △ 26 14

0

619

0.08人 0.08人 0.07人 △ 0.01人

0

530632 530 △ 89

県  補  助  率

632 530 △ 89 530

0

46

0.07人 0.07人

6,710

619 530

国  補  助  率

0

業務プロセス
（№・名称）

　 　 有 　 　無
302207

決算(千円) 予算(千円) 決算(千円) 増減額(千円)
平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度
決算(千円)

前年度事務事業

区　　　　　分区分

・創作的活動又は機能訓練、社会適応訓練などの機会を提
供する。
・社会との交流及び参加者同志の交流の促進を図る。

0

44 39 40

6,028 7,269 7,622 7,462

6,028 6,606 6,951 6,892 286

△ 4

193

当初(千円) 計画(千円)

個別計画の位置付け 障がい者計画

第２章 元気・健やか・幸せのまちづくり（健康福祉部門）

第４節 みんなが支えあう障がい者(児)福祉の推進

(3)障がい者の社会参加の促進

施　　　　策 直接事業費

14

0.19%

執 行 方 法 全部委託 社会福祉法人 彩凜会へ全部委託

30220701 地域活動支援センター利用申請

6,710

530

目
　
　
　
的

対　　象
（誰を、何を）

身体障害者手帳、療育手帳、精神保健福祉手帳を交付され
ている方。

手　　段
（どのような

事業を行うのか)意　　図
(対象にどの
ような状態に
なってほしい

のか)

18 99 18歳以上

創作的活動や機能訓練、社会適応訓練などの機会を提供
し、社会交流を促進することにより、地域において自立した日
常生活及び社会生活を営むことができるようになる。

対象年齢

平成20年度 未設定

　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

施策小項目

事業年齢 12歳

一般会計予
算
科
目

会計区分

障がい者日常生活支援事業

款 項

目 細目

社会福祉費民生費
市まち･ひと･しごと

創生総合戦略との関連
基本目標２『市民の幸福実感を追及する』 障害福祉費

と
の
関
係

基
本
計
画

関連付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無 事 業 区 分

まちづくり目標

令和2年度 事 務 事 業 評 価 シ ー ト No. 3022 07

実施計画の位置付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事務事業の性質

根拠法令等 障害者総合支援法・吉川市介護福祉総合条例施行規則基

　
　
本

　
　
事

　
　
項

事務事業名 地地域域活活動動支支援援セセンンタターー事事業業
所管部署名

事前評価日 令和2年11月30日 事前評価責任者 加藤　利明

事 業 期 間

類 似 事 業

　　　毎年度繰り返し　 　  　単年度　　　  　複数年度

こども福祉部 障がい福祉課 障がい支援係

Copyright(C)2020 Yoshikawa City office.all rights reserved

民生費 / 社会福祉費 / 障害福祉費

事業概要

１　概要 創作活動や生産活動の機会提供や社会との交流を促進する活動を行う。

２　実施方法 社会福祉法人　彩凜会に委託

３　実施日時 月曜日から金曜日10時から15時まで

４　市外の地域生活支援センターを利用した場合は、利用回数に応じて負担金を支払う

　　令和2年度　越谷市2人　650,472円

事業名 登録者数 延べ利用人数

単位当たりコスト換算指標 平成30年度

センターの利用日数
69.45%

センターの利用日数①

     縮　小

　現状のまま継続

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

令和3年6月23日

終了・完了

二次評価日

令和元年度

★★★★★ ★★★★★

　　  あり　　      なし

改

革

改

善

これまでの
改革・改善内容

障がい福祉サービスとして生活介護や就労継続B型事業等の日中活動があるが、日常的に通所することが難しい障がい者にとっては利用しにく
いサービスである。そのため、日中活動への規則的な参加が難しい障がい者の社会交流の場を確保することが必要であり、当事業を実施して
いる。

事業を取り巻く環境
やニーズの変化

リスク（マイナス要素） 機会（プラス要素）

新型コロナウイルス感染症拡大防止により、外出の機会が減少。 新型コロナウイルス感染防止の観点から、障がい者自身のリスク管理
への関心が高まった。

障がい福祉サービスの通所事業に定期的に参加することが難しい障がい者の社会交流の場として、当事業の実施は、障がい者の生活の安定
につながるものである。行財政改革大綱

との関連
（点検・確認）

効

率

性

★★★★

成果指標を単位として換算 単位 ： 円/日

　　  あり　     　 なし

（増加目標指標） 達成された

令和2年度

事

業

評

価

評価指標　（指標性質）

変動率

地域活動支援センターは年間を通じての委託事業であり、対象となる障がい者が増
加している傾向から、コストの改善は難しい。
受益者負担については、障害者自立支援法（現：障害者総合支援法）により、原則1
割の利用者負担を求めており、平成22年4月からは非課税世帯については利用者負
担が免除となる見直しが行われている。

地域活動センターに通所し、創作や交流活動などを行い楽しく1日を過ごすことによ
り、よりいきいきと生活できることが期待できるため、また、介護者の負担も軽減する
ことができることからも成果向上の余地はある。
障がい者の社会参加の促進が図れることから、上位施策に貢献する事業である。

達成された

達成された

成果向上の
余地

　　  あり　　　 　なし

令和元年度

② 新規にセンターへ利用紹介した方

上位施策へ
の貢献度

112.33%
減少している

概ね達成された

130.40%

★★★★

125.08%

5,021.60 円 4,622.51 円 4,470.29 円

成果
指標

87.41%

若干減少している

96.71%

評価結果 判断理由（特記事項）

妥

当

性

達成された
★★★★★

令和2年度

　　  妥当　　　　要検討
役割分担

（行政関与）

平成30年度

評

価

年

度

の

主

な

取

組

障害者総合支援法に基づく地域生活支援事業として実施しており、行政が関与することは妥当である。

83.33% 100.00%

区　　　分

対象・手段   　　妥当　　    要検討
障害者総合支援法における地域生活支援事業として、民間活力を活かして実施しており、対象、手段、意図ともに妥
当である。

意　　　図 　　  妥当　   　 要検討

▲活動　　●成果

活動
指標

100.00%
★★★★★

有

効

性

目
標
達
成
度

延べ利用日数

1,486日地域活動支援センター 26人 173人

   改善のうえで継続

効率化
二
次
評
価

終了・完了

効率化
（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

一次評価日 令和3年5月28日

　現状のまま継続

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

   改善のうえで継続 他の事業に統合 　廃止・休止今後の方針

程田　浩司

他の事業に統合 　廃止・休止

受益者負担
適正化
の余地

コスト改善
の余地

種別

単位当たり
コスト

変動率 増加している

概ね達成された

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針    拡　大

説   明

一 次 評 価 責 任 者

（増加目標指標）

今後の方針

　　  あり　　     なし

50%

75%

100%

125%

150%

H30 R1 R2

80%

100%

120%

H30 R1 R2
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～

　法定受託事務 自治事務

　 　 有 　 　無

 　   有 　 　無

　 　 有 　 　無

　 　 有 　 　無

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

補　助　・　単　独　区　分

　

こども福祉部 障がい福祉課 障がい支援係

令和2年度 事 務 事 業 評 価 シ ー ト No. 3022 16

実施計画の位置付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事務事業の性質

根拠法令等 障害者総合支援法・吉川市介護福祉総合条例施行規則基

　
　
本

　
　
事

　
　
項

事務事業名 移移動動支支援援事事業業
所管部署名

事前評価日 令和2年11月30日 事前評価責任者 加藤　利明

事 業 期 間

類 似 事 業

　　　毎年度繰り返し　 　  　単年度　　　  　複数年度

昭和62年度 未設定

　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

施策小項目

事業年齢 33歳

一般会計予
算
科
目

会計区分

障がい者日常生活支援事業

款 項

目 細目

社会福祉費民生費
市まち･ひと･しごと

創生総合戦略との関連
基本目標２『市民の幸福実感を追及する』 障害福祉費

と
の
関
係

基
本
計
画

関連付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無 事 業 区 分

まちづくり目標

目
　
　
　
的

対　　象
（誰を、何を）

①身体障がい者、精神障がい者　②身障手帳1～3級で上
肢、下肢又は体幹障がい者　③全身性、視覚、知的、精神障
がい者　④一般交通機関の利用が困難な障がい児・者

手　　段
（どのような

事業を行うのか)意　　図
(対象にどの
ような状態に
なってほしい

のか)

00 99 全年齢

①運転免許を取得し、就労や更生ができ、行動範囲が拡大
する。
②③④移動が容易になり、日常生活が便利になる。また、生
活圏が拡大し、社会参加が可能になる。

対象年齢

個別計画の位置付け 障がい者計画

第２章 元気・健やか・幸せのまちづくり（健康福祉部門）

第４節 みんなが支えあう障がい者(児)福祉の推進

(3)障がい者の社会参加の促進

施　　　　策 直接事業費

1/4

1/2 1/2

1/4

執 行 方 法 全部委託 契約事業者

30221601 移動支援事業

9,107

30221602 運転免許費補助金交付

379

業務プロセス
（№・名称）

　 　 有 　 　無
302216

①運転免許費：18万円を限度に取得費の2/3を支給
②改造費：障がいに対応したブレーキ、ハンドル等の改造費
用の1/2、10万円を限度に支給
③移動支援：委託先のヘルパーが外出をサポート
④のぞみ号の貸し出し：車いすのまま乗り降りできる福祉車
両の貸し出し

△ 581 2,125 2,125

61 61 32

10,848 9,470 7,414 5,925

10,770 9,100 7,037 5,515 △ 3,585

△ 29

△ 3,545

78

1,063

介護給付事業（重度訪問介護、通院介助等）

決算(千円) 予算(千円) 決算(千円) 増減額(千円) 当初(千円) 計画(千円)
平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度
決算(千円)

前年度事務事業

区　　　　　分区分

国  補  助  率

1,486 1,036 1,182 746 △ 290

316 379 69 379

0

62

0.05人 0.05人

8,926

78 309 379

1,063

1/2 1/2 1/2 1/2

2,972 2,073 2,364 1,492

309

0.01人 0.04人 0.04人 0.05人

県  補  助  率 1/4 1/4 1/4 1/4

0.01人

0

吉川市単独

379316 379 69

62

6,360 6,179

9,548 9,367

0

0

計画(見込)値 計画(見込)値
実績値 実績値 実績値目

標

設

定

・

実

績

区分
指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）
単　位

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

2,900 2,950
障がい者（身体・知的・精神）手帳所持者数

2,850

0

△ 2,674

受益者負担率（⑩÷⑤）

目標(見込)値 目標(見込)値 目標(見込)値

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり

6,390 6,361 3,868 3,687

2,8722,706 2,799
対
象
指
標

①
障がい者（身体・知的・精神）

人
2,700 2,750

②

3
5 5

実人数 2 1 4
活
 

動
 

指
 

標

①
自動車改修費、免許取得費支給申請者数

人
3 3

②
移動支援利用者数

人
220

100 100
年間登録者実数 92 71 75

③

220 220
220

100

220
209 210 135

3,300 3,300
3,300 3,300

移動支援事業利用時間（総数） 3,122 2,765 1,388

180
180 180

年間利用延べ人数 123 173

のぞみ号利用登録者数
人

100 100 100

移動支援利用者数

のぞみ号利用件数

Ａ
　
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

Ｃ

Ｄ

移動支援事業利用時間（総数）
時間

3,300

投

入

資

源

人　　　件　　　費

正職員人件費

会計年度任用職員人件費

受益者負担額（使用料・手数料等）

そ   　の    他 

市　      　  債

県  支  出  金

国  庫　支　出　金

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

コ ス ト 対 象 外  (除外)

間　 接　 経 　費　(加算)

Ｂ
　
特
定
財
源

事　　　業  　　費

成
果
指
標

①

②

正職員投入人員

件
200 150

Copyright(C)2020 Yoshikawa City office.all rights reserved

民生費 / 社会福祉費 / 障害福祉費

★★★

令和2年度

　　  あり　　     なし
受益者負担

適正化
の余地

コスト改善
の余地

種別

単位当たり
コスト

変動率 若干増加している

達成度がやや低い

今後の方針    改善のうえで継続

効率化
二
次
評
価

終了・完了

効率化
（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

   改善のうえで継続

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

他の事業に統合 　廃止・休止

令和3年6月23日

95.00% 95.45%

区　　　分

対象・手段   　　妥当　　    要検討
移動支援事業は、障害者総合支援法に基づき、障がいにより移動が困難な方の自立を支援し、生活圏の拡大を目
的とした事業であり、対象・手段・意図ともに妥当である。

意　　　図 　　  妥当　   　 要検討

▲活動　　●成果

活動
指標

61.36%
★★★★

有

効

性

目
標
達
成
度

評価結果 判断理由（特記事項）

妥

当

性

概ね達成された

　　  妥当　　　　要検討
役割分担

（行政関与）

変動率

移動支援事業については、原則1割負担で所得により負担軽減を行っており、移動支
援車両（のぞみ号）は、使用したガソリン代を自己負担としている。また、非課税世帯
については、利用料負担は免除しており、コスト改善や受益者負担の余地はない。

障がい者の自立支援、移動支援、介護負担の軽減が図られることから、成果向上の
余地はある。
また、障がい者の社会参加の促進が図れることから、上位施策に貢献する事業であ
る。

達成度がやや低い

達成された

成果向上の
余地

　　  あり　　　 　なし

令和元年度

② 移動支援利用者数

上位施策へ
の貢献度

108.24%
増加している

概ね達成された

61.50%

★★★★

115.33%

59,253.32 円 88,193.30 円 54,742.24 円

成果
指標

55.56%
のぞみ号利用件数①

減少している
62.07%

令和元年度

★★★ ★★★★★

　　  あり　　      なし

改

革

改

善

これまでの
改革・改善内容

移動支援車両（のぞみ号）は、平成23年に車両を購入し、運営している。

事業を取り巻く環境
やニーズの変化

リスク（マイナス要素） 機会（プラス要素）

新型コロナウイルス感染症拡大防止により、障がい者の外出の機会が
減少している。

障害者差別解消法が施行され、障がい者に対する合理的配慮の提供
が行われるようになり、外出しやすくなっている。

移動が困難な障がい者にとって当事業は有益な事業となっているが、移動支援事業を提供できる事業所が少ないため、事業所を確保していく
必要がある。
また、のぞみ号については、事業開始後30年近くが経ち、当時とは障がい者の移動手段も変化がみられるため、今後の利用及び運営のあり方
について検討を行う。

行財政改革大綱
との関連

（点検・確認）

効

率

性

★★★

終了・完了

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針    拡　大

説   明

二次評価日

一 次 評 価 責 任 者 程田　浩司

他の事業に統合 　廃止・休止

     縮　小

今後の方針

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

一次評価日 令和3年5月28日

　現状のまま継続

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

　現状のまま継続

成果指標を単位として換算 単位 ： 円/件

　　  あり　     　 なし

（増加目標指標）

（増加目標指標） 達成度がやや低い

令和2年度 単位当たりコスト換算指標 平成30年度

のぞみ号利用件数
158.07%

平成30年度

評

価

年

度

の

主

な

取

組

障害者総合支援法に基づく地域生活支援事業として実施しており、行政が関与することは妥当である。

事

業

評

価

評価指標　（指標性質）

１　移動支援事業
（１）　概要　　　　　　　委託事業者がヘルパーを派遣し、移動や外出の支援を行う。
（２）　対象　　　　　　　全身性障がい及びこれに準じる障がい、知的障がい、精神障がい及び難病によって自力での移動が困難な者
（３）　利用者上限　　 1か月につき50時間を限度とし、個々に支給量を決定
（４）　利用者負担　　 1割負担（非課税世帯（低所得世帯）は無料）　※車両代等実費は別途自己負担
（５）　令和2年移動支援支給決定者数　　48人

２　自動車改造費、免許取得費の内訳
（１）自動車改造費　　　　2人
（２）自動車免許取得費　2人

50%

75%

100%

125%

150%

H30 R1 R2

80%

100%

120%

H30 R1 R2
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～

　法定受託事務 自治事務

　 　 有 　 　無

 　   有 　 　無

　 　 有 　 　無

　 　 有 　 　無

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

補　助　・　単　独　区　分

　

投

入

資

源

人　　　件　　　費

正職員人件費

会計年度任用職員人件費

受益者負担額（使用料・手数料等）

そ   　の    他 

市　      　  債

県  支  出  金

国  庫　支　出　金

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

コ ス ト 対 象 外  (除外)

間　 接　 経 　費　(加算)

Ｂ
　
特
定
財
源

事　　　業  　　費

成
果
指
標

①

②

正職員投入人員

人
20 20

19

Ａ
　
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

Ｃ

Ｄ

日中一時支援事業利用者数
人

400

18 18

470 480
500 500

日中一時支援事業利用者延べ人数 463 493 403

22
25 25

利用者実人数 21 24

日中一時支援契約施設数
所

10 10 10

一時介護等利用料助成事業登録事業所数

一時介護等利用料助成事業利用者数

20 20
20

17

20

80
85 90

登録者数 69 81 79
活
 

動
 

指
 

標

①
一時介護等利用料助成事業登録者数

人
70 70

②
介護人登録事業所数

所
20

10 10
日中一時支援契約施設数 10 8 10

③

対
象
指
標

①
身体障がい児（者）、知的障がい児（者）の数

人
2,100 2,250

②

2,250

0

△ 609

受益者負担率（⑩÷⑤）

目標(見込)値 目標(見込)値 目標(見込)値

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり

3,916 4,776 3,942 4,167

2,2552,197 2,232

計画(見込)値 計画(見込)値
実績値 実績値 実績値目

標

設

定

・

実

績

区分
指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）
単　位

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

2,270 2,290
身体障害者手帳、療育手帳所持者数

0.01人

0

吉川市単独

303237 303 71

48

4,626 4,626

7,366 7,366

0

0

232

0.01人 0.03人 0.03人 0.04人

県  補  助  率 1/4 1/4 1/4 1/4

1,600

1/2 1/2 1/2 1/2

1,189 1,102 1,505 1,255

237 303 71 303

0

48

0.04人 0.04人

7,015

78 232 303

1,600

決算(千円) 予算(千円) 決算(千円) 増減額(千円) 当初(千円) 計画(千円)
平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度
決算(千円)

前年度事務事業

区　　　　　分区分

国  補  助  率

1,360 1,426 1,702 1,662 236

業務プロセス
（№・名称）

　 　 有 　 　無
302217

①民間団体等が運営する介護サービス等の利用料を一部助
成する
②市が委託した指定事業所に在宅の知的障がい児（者）を日
中預ける（日帰りショートステイ）

153 1,140 1,140

47 51 39

6,465 7,304 7,149 7,084

6,387 7,024 6,861 6,742 △ 283

△ 8

△ 220

78

個別計画の位置付け 障がい者計画

第２章 元気・健やか・幸せのまちづくり（健康福祉部門）

第４節 みんなが支えあう障がい者(児)福祉の推進

(1)障がい者の地域生活の支援

施　　　　策 直接事業費

1/4

1/2 1/2

1/4

執 行 方 法 全部委託 契約事業者

30221701 一時介護等利用料助成事業の介護人登録

7,015

30221702 一時介護等利用料の助成

303

目
　
　
　
的

対　　象
（誰を、何を）

①一時介護等利用料助成事業：在宅の身体、知的障がい児
（者）で利用登録したもの
②日中一時支援事業：在宅の知的障がい児（者）

手　　段
（どのような

事業を行うのか)意　　図
(対象にどの
ような状態に
なってほしい

のか)

00 99 全年齢

介護者の介護負担と経済的負担が軽くなる。

対象年齢

平成3年度 未設定

　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

施策小項目

事業年齢 29歳

一般会計予
算
科
目

会計区分

障がい者日常生活支援事業

款 項

目 細目

社会福祉費民生費
市まち･ひと･しごと

創生総合戦略との関連
基本目標２『市民の幸福実感を追及する』 障害福祉費

と
の
関
係

基
本
計
画

関連付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無 事 業 区 分

まちづくり目標

令和2年度 事 務 事 業 評 価 シ ー ト No. 3022 17

実施計画の位置付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事務事業の性質

根拠法令等 障害者総合支援法・吉川市介護福祉総合条例施行規則基

　
　
本

　
　
事

　
　
項

事務事業名 障障ががいい児児((者者))一一時時介介護護支支援援事事業業
所管部署名

事前評価日 令和2年11月30日 事前評価責任者 加藤　利明

事 業 期 間

類 似 事 業

　　　毎年度繰り返し　 　  　単年度　　　  　複数年度

こども福祉部 障がい福祉課 障がい支援係

Copyright(C)2020 Yoshikawa City office.all rights reserved

民生費 / 社会福祉費 / 障害福祉費

１　障がい児（者）一時介護等利用助成事業

２　日中一時支援事業

日中一時支援事業 87人 403人 1,571日

事業名 登録者数 実利用者数

障がい児（者）一時介護等利用助成事業 79人 17人

事業名 登録者数 延べ利用者数 延べ利用日数

活動指標　を単位として換算 単位 ： 円/人

　　  あり　     　 なし

（増加目標指標）

（増加目標指標） 達成された

令和2年度 単位当たりコスト換算指標 平成30年度

一時介護等利用料助成事業登録者数
124.97%

平成30年度

評

価

年

度

の

主

な

取

組

障害者総合支援法に基づく地域生活支援事業として実施しており、行政が関与することは妥当である。

事

業

評

価

評価指標　（指標性質）

終了・完了

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針    拡　大

説   明

二次評価日

一 次 評 価 責 任 者 程田　浩司

他の事業に統合 　廃止・休止

     縮　小

今後の方針

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

一次評価日 令和3年5月28日

　現状のまま継続

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

　現状のまま継続

日中一時支援事業利用者数②

若干減少している

96.24%
令和元年度

★★★★★ ★★★★★

　　  あり　　      なし

改

革

改

善

これまでの
改革・改善内容

平成28年度より日中一時支援事業所への委託料（報酬単価）の見直しを行い、事業所が積極的に事業に取り組めるよう改善した。
令和３年度から特別支援学校ＰＴＡの意見を反映し、夏季休暇中のみ、４時間未満の支援については、0.5回でカウントすることとし、利用できる
回数を増やした。

事業を取り巻く環境
やニーズの変化

リスク（マイナス要素） 機会（プラス要素）

新型コロナウイルス感染拡大防止のため、障がい者の外出の機会が減
少している。

障がい者が保護者などから離れることで、様々な多くの方との交流が生
まれ、支援が受けられる。

障がい者の交流の場を広げ、日常的に介護している保護者など介護者の負担を軽減するためにも必要である。
行財政改革大綱

との関連
（点検・確認）

効

率

性

★★★★

　　  妥当　　　　要検討
役割分担

（行政関与）

変動率

介護者の負担軽減を図るための費用であり、助成する費用の大部分が人件費となっ
ているためコスト削減の余地はない。
一時介護事業は、利用者負担について市が一部を助成するものであり、日中一時支
援事業は、利用者は原則1割負担となっている。なお、所得に応じ負担免除などの軽
減も行っているところである。

日中一時支援事業は、今後多くの利用者が見込まれており、介護者の日常的な負担
軽減を図ることから成果向上の余地はある。
また、障がい者の地域生活の支援につながることから、上位施策に貢献する事業で
ある。

概ね達成された

達成された

成果向上の
余地

　　  あり　　　 　なし

令和元年度

① 一時介護等利用料助成事業登録者数

上位施策へ
の貢献度

99.45%
増加している

概ね達成された

115.75%

★★★★

104.89%

89,667.82 円 93,694.22 円 90,166.72 円

成果
指標

83.96%

98.57% 115.71%

区　　　分

対象・手段   　　妥当　　    要検討
一時介護等助成事業は、民間事業者の行うサービスに対する利用者の自己負担額の助成であり、日中一時支援事
業については、市内の事業所にも委託し、利用者の利便性が図られているところである。日常的に介護している保護
者などの介護負担と経済先負担の軽減を図ることから、対象、手段、意図ともに妥当である。

意　　　図 　　  妥当　   　 要検討

▲活動　　●成果

活動
指標

98.75%
★★★★★

有

効

性

目
標
達
成
度

評価結果 判断理由（特記事項）

妥

当

性

達成された

他の事業に統合 　廃止・休止

令和3年6月23日

   改善のうえで継続

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

今後の方針    改善のうえで継続

効率化
二
次
評
価

終了・完了

効率化
（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

★★★★

令和2年度

　　  あり　　     なし
受益者負担

適正化
の余地

コスト改善
の余地

種別

単位当たり
コスト

変動率 ほぼ変動していない

概ね達成された

50%

75%

100%

125%

150%

H30 R1 R2

80%

100%

120%

H30 R1 R2
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～

　法定受託事務 自治事務

　 　 有 　 　無

 　   有 　 　無

　 　 有 　 　無

　 　 有 　 　無

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

補　助　・　単　独　区　分

　

こども福祉部 障がい福祉課 障がい支援係

令和2年度 事 務 事 業 評 価 シ ー ト No. 3022 18

実施計画の位置付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事務事業の性質

根拠法令等 吉川市障害者福祉サービス事業所運営費補助金交付要綱基

　
　
本

　
　
事

　
　
項

事務事業名 吉吉川川フフレレンンドドパパーークク支支援援事事業業
所管部署名

事前評価日 令和2年11月30日 事前評価責任者 加藤　利明

事 業 期 間

類 似 事 業

　　　毎年度繰り返し　 　  　単年度　　　  　複数年度

平成8年度 未設定

　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

施策小項目

事業年齢 24歳

一般会計予
算
科
目

会計区分

障がい者福祉施設支援事業

款 項

目 細目

社会福祉費民生費
市まち･ひと･しごと

創生総合戦略との関連
基本目標２『市民の幸福実感を追及する』 障害福祉費

と
の
関
係

基
本
計
画

関連付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無 事 業 区 分

まちづくり目標

目
　
　
　
的

対　　象
（誰を、何を）

障害福祉サービス事業所吉川フレンドパーク

手　　段
（どのような

事業を行うのか)意　　図
(対象にどの
ような状態に
なってほしい

のか)

18 99 18歳以上

サービスの維持及び安定した施設運営が行える。また施設
での訓練等を通じ、就労に結びつけるなど、障がい者の自立
を促す。

対象年齢

個別計画の位置付け 障がい者計画

第２章 元気・健やか・幸せのまちづくり（健康福祉部門）

第４節 みんなが支えあう障がい者(児)福祉の推進

(1)障がい者の地域生活の支援

施　　　　策 直接事業費

44

執 行 方 法 補助・負担等 社会福祉法人葭の里への補助

30221801 吉川フレンドパーク支援事業

3,526

業務プロセス
（№・名称）

　 　 有 　 　無
302218

・土地の無償貸与
・建設時の借入金に対する元利償還金の補助

0

5,304 3,785 3,736 3,578

4,683 3,630 3,578 3,578 △ 53

0

△ 207

621

ひだまり支援事業

決算(千円) 予算(千円) 決算(千円) 増減額(千円) 当初(千円) 計画(千円)
平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度
決算(千円)

前年度事務事業

区　　　　　分区分

国  補  助  率

0

158 △ 155

0

3,526

621 155

155

0.08人 0.02人 0.02人

県  補  助  率

△ 0.02人

0

吉川市単独

158 △ 155

3,522 3,522

3,526 3,526

0

0

計画(見込)値 計画(見込)値
実績値 実績値 実績値目

標

設

定

・

実

績

区分
指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）
単　位

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

2,750 2,850
2,900 2,950

1 1
吉川フレンドパークの数

2,872

1

1

△ 208

受益者負担率（⑩÷⑤）

目標(見込)値 目標(見込)値 目標(見込)値

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり

5,301 3,782 3,733 3,574

11 1

3 3 3 4

対
象
指
標

①
障害福祉サービス事業所吉川フレンドパーク

箇所
1 1

②
障害者手帳所持者数

人
2,700

年度末障害者手帳所持者数 2,706 2,799

242
242 243

施設開設日数 242 242 242
活
 

動
 

指
 

標

①
年間通所日数

日
242 242

②
登録者数（就労継続支援Ｂ型事業）

人
40

40 40
生活介護事業への年度末登録者数 31 32 32

③

40 40
40

32

40
34 34

35 35
35 35

生活介護事業の年度末利用者数 31 32 31

35
35 35

就労継続支援Ｂ型事業の年度末利用者数 33 32

登録者数（生活介護事業）
人

40 40 40

就労継続支援Ｂ型事業への年度末登録者数

利用者数（就労継続支援Ｂ型事業）

Ａ
　
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

Ｃ

Ｄ

利用者数（生活介護事業） 35

投

入

資

源

人　　　件　　　費

正職員人件費

会計年度任用職員人件費

受益者負担額（使用料・手数料等）

そ   　の    他 

市　      　  債

県  支  出  金

国  庫　支　出　金

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

コ ス ト 対 象 外  (除外)

間　 接　 経 　費　(加算)

Ｂ
　
特
定
財
源

事　　　業  　　費

成
果
指
標

①

②

正職員投入人員

人
35 35

35

Copyright(C)2020 Yoshikawa City office.all rights reserved

民生費 / 社会福祉費 / 障害福祉費

吉川フレンドパークについて

１　運営主体　社会福祉法人葭の里

２　所在地　吉川市中井三丁目177番地2

３　実施事業

　　　事業の名称 　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業の概要

県の認可を受けて実施する事業

生活介護事業  入浴・排泄・食事などの介護を行うとともに、創作的活動や生産活動の場を提供する。

就労継続支援Ｂ型事業  一般企業への就職が困難な障がい者などに就労機会を提供するとともに、能力向上に必要な訓練などを行う。

就労移行支援事業  就労を希望する65歳未満の障がい者に対して実習などを通じて就労・定着の支援を行う。

※「就労移行支援事業」について、利用者減に伴い令和3年3月31日で廃止した。

★★★★

令和2年度

　　  あり　　     なし
受益者負担

適正化
の余地

コスト改善
の余地

種別

単位当たり
コスト

変動率 若干減少している

概ね達成された

今後の方針    改善のうえで継続

効率化
二
次
評
価

終了・完了

効率化
（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

   改善のうえで継続

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

他の事業に統合 　廃止・休止

令和3年6月23日

87.50% 85.00%

区　　　分

対象・手段   　　妥当　　    要検討
社会福祉法人葭の里は、市内の障害福祉サービス事業所であり、当該法人の建設時借入金償還金の一部を支援す
ることは、手段・意図ともに妥当である。

意　　　図 　　  妥当　   　 要検討

▲活動　　●成果

活動
指標

85.00%
★★★★

有

効

性

目
標
達
成
度

評価結果 判断理由（特記事項）

妥

当

性

概ね達成された

　　  妥当　　　　要検討
役割分担

（行政関与）

変動率

施設整備に係る借入の元利償還金補助などの補助要綱に基づいた補助を行ってい
るため、コスト改善の余地はない。また、利用者負担は、法令や条例に基づいており
適正である。

利用者の増加に対応し、成果を向上させていくことが必要である。また、吉川フレンド
パークは、市内における障がい福祉の通所サービスにおいて、重要な役割を果たし
ており、上位施策に貢献する事業である。

概ね達成された

概ね達成された

成果向上の
余地

　　  あり　　　 　なし

令和元年度

② 登録者数（就労継続支援Ｂ型事業）

上位施策へ
の貢献度

94.53%
減少している

概ね達成された

94.29%

★★★★

91.43%

111,809.38 円 160,734.55 円 118,285.31 円

成果
指標

91.43%
利用者数（就労継続支援Ｂ型事業）①

減少している
73.59%

令和元年度

★★★★ ★★★★

　　  あり　　      なし

改

革

改

善

これまでの
改革・改善内容

平成21年度にさつき園を閉園し、吉川フレンドパークあいらんどを開所。平成24年9月から日中一時支援事業、地域活動支援センター事業を開
始。平成30年社会福祉法人彩凜会の新規開設に伴い、日中一時支援事業、地域活動支援センター事業を彩凜会に移行し、市内障がい者の状
況に応じて、フレンドパークの生活介護事業所の定員を増員できるように改善した。

事業を取り巻く環境
やニーズの変化

リスク（マイナス要素） 機会（プラス要素）

フレンドパークに通所する利用者及びその家族の高齢化に伴い、通所
が困難な利用者が増えている。

障害者総合支援法や障害者差別解消法などの施行により、障がい者
の日常生活における対応が見直されてきている。

市内において不足する障がい者福祉サービス事業を実施しており、当初の方針に基づき運営支援を行っていく必要がある。
行財政改革大綱

との関連
（点検・確認）

効

率

性

★★★★

終了・完了

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針    拡　大

説   明

二次評価日

一 次 評 価 責 任 者 程田　浩司

他の事業に統合 　廃止・休止

     縮　小

今後の方針

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

一次評価日 令和3年5月28日

　現状のまま継続

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

　現状のまま継続

成果指標を単位として換算 単位 ： 円/人

　　  あり　     　 なし

（増加目標指標）

（増加目標指標） 概ね達成された

令和2年度 単位当たりコスト換算指標 平成30年度

利用者数（就労継続支援Ｂ型事業）
38.20%

平成30年度

評

価

年

度

の

主

な

取

組

障害者総合支援法に基づき障害福祉サービスを実施する法人支援事業であり、行政が関与することは妥当である。

事

業

評

価

評価指標　（指標性質）

50%

75%

100%

125%

150%

H30 R1 R2

80%

100%

120%

H30 R1 R2
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～

　法定受託事務 自治事務

　 　 有 　 　無

 　   有 　 　無

　 　 有 　 　無

　 　 有 　 　無

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

補　助　・　単　独　区　分

　

投

入

資

源

人　　　件　　　費

正職員人件費

会計年度任用職員人件費

受益者負担額（使用料・手数料等）

そ   　の    他 

市　      　  債

県  支  出  金

国  庫　支　出　金

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

コ ス ト 対 象 外  (除外)

間　 接　 経 　費　(加算)

Ｂ
　
特
定
財
源

事　　　業  　　費

成
果
指
標

①

②

正職員投入人員

人
40 40

43

Ａ
　
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

Ｃ

Ｄ

利用者数（生活介護事業）
人

12

48 54

15 15
15 15

生活介護事業への年度末利用者数 12 16 14

40
40 40

就労継続支援Ｂ型事業の年度末利用者数 28 29

登録者数（生活介護事業）
人

12 15 15

就労継続支援Ｂ型事業への年度末登録者数

利用者数（就労継続支援Ｂ型事業）

40 50
50

30

50

250
250 250

年間開設日数 291 284 273
活
 

動
 

指
 

標

①
年間通所日数

日
244 240

②
登録者数（就労継続支援Ｂ型事業）

人
40

15 15
生活介護事業への年度末登録者数 15 20 21

③

対
象
指
標

①
ひだまり

箇所
1 1

②
障害者手帳所持者数

人
2,700

年度末障害者手帳所持者数 2,706 2,799 2,872

1

0

△ 425

受益者負担率（⑩÷⑤）

目標(見込)値 目標(見込)値 目標(見込)値

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり

12,773 4,410 4,068 3,986

11 1

3 3 3 3

計画(見込)値 計画(見込)値
実績値 実績値 実績値目

標

設

定

・

実

績

区分
指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）
単　位

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

2,750 2,850
2,900 2,950

1 1
ひだまりの数

△ 0.01人

0

吉川市単独

76158 76 △ 79

4,112 4,112

4,115 4,115

0

0

155

0.08人 0.02人 0.02人 0.01人

県  補  助  率

158 76 △ 79 76

0

0.01人 0.01人

4,039

621 155 76

吉川フレンドパーク支援事業

決算(千円) 予算(千円) 決算(千円) 増減額(千円) 当初(千円) 計画(千円)
平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度
決算(千円)

前年度事務事業

区　　　　　分区分

国  補  助  率

0

業務プロセス
（№・名称）

　 　 有 　 　無
302219

・土地の無償貸与
・建設時の借入金に対する元利償還金の補助

0

12,776 4,413 4,071 3,989

12,155 4,259 3,913 3,913 △ 346

0

△ 425

621

個別計画の位置付け 障がい者計画

第２章 元気・健やか・幸せのまちづくり（健康福祉部門）

第４節 みんなが支えあう障がい者(児)福祉の推進

(1)障がい者の地域生活の支援

施　　　　策 直接事業費

33

執 行 方 法 補助・負担等 社会福祉法人彩凜会への補助

30221901 ひだまり支援事業

4,039

76

目
　
　
　
的

対　　象
（誰を、何を）

障がい福祉総合支援センターなまずの里

手　　段
（どのような

事業を行うのか)意　　図
(対象にどの
ような状態に
なってほしい

のか)

18 99 18歳以上

サービスの維持及び安定した施設運営が行える。また施設
での訓練等を通じ、就労に結びつけるなど、障がい者の自立
を促す。

対象年齢

平成20年度 未設定

　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

施策小項目

事業年齢 12歳

一般会計予
算
科
目

会計区分

障がい者福祉施設支援事業

款 項

目 細目

社会福祉費民生費
市まち･ひと･しごと

創生総合戦略との関連
基本目標２『市民の幸福実感を追及する』 障害福祉費

と
の
関
係

基
本
計
画

関連付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無 事 業 区 分

まちづくり目標

令和2年度 事 務 事 業 評 価 シ ー ト No. 3022 19

実施計画の位置付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事務事業の性質

根拠法令等 吉川市障害福祉サービス事業所運営費補助金交付要綱基

　
　
本

　
　
事

　
　
項

事務事業名 ひひだだままりり支支援援事事業業
所管部署名

事前評価日 令和2年度11月30日 事前評価責任者 加藤　利明

事 業 期 間

類 似 事 業

　　　毎年度繰り返し　 　  　単年度　　　  　複数年度

こども福祉部 障がい福祉課 障がい支援係

Copyright(C)2020 Yoshikawa City office.all rights reserved

民生費 / 社会福祉費 / 障害福祉費

障がい者総合支援センターなずの里について

（1）運営主体　　社会福祉法人彩凜会　　　（2）所在地　　吉川市大字川藤14番地1

（3）実施事業　

　　　　　　事業の名称 事　業　の　概　要

県の認可を受けて実施する事業  

生活介護事業  入浴・排泄・食事などの介護を行うとともに、創作的活動や生産活動の場を提供する。

自立訓練（生活訓練）事業 自立した日常生活を営むために必要な訓練、生活等に関する相談及び助言その他の必要な支援を行う。

就労継続支援Ｂ型事業 一般企業への就職が困難な障がい者などに就労機会を提供するとともに、能力向上に必要な訓練などを行う。

就労移行支援事業 就労を希望する65歳未満の障がい者に対して実習などを通じて就労・定着の支援を行う。

就労定着支援事業 就労を継続するために企業間の連絡調整や、就労における課題解決のため支援をを行う。

吉川市が委託する事業

地域活動支援センター事業  創作的活動や生産活動、社会との交流促進などを目的として日中活動を行う。

日中一時支援事業  家族の冠婚葬祭や病気などによって一時的に介護ができない場合に見守りを行う（宿泊はできない）。

基幹相談支援センター事業 障がい者の相談を総合的に行う（地域の相談支援の中核的な役割を担う）。

就労支援センター 障がい者や企業からの就労に関する相談及び支援を行う。

成果指標を単位として換算 単位 ： 円/人

　　  あり　     　 なし

（増加目標指標）

（増加目標指標） 達成度がやや低い

令和2年度 単位当たりコスト換算指標 平成30年度

利用者数（生活介護事業）

平成30年度

評

価

年

度

の

主

な

取

組

障害者総合支援法に基づき障害福祉サービスを実施する法人支援事業であり、行政が関与することは妥当である。

事

業

評

価

評価指標　（指標性質）

終了・完了

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針    拡　大

説   明

二次評価日

一 次 評 価 責 任 者 程田　浩司

他の事業に統合 　廃止・休止

     縮　小

今後の方針

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

一次評価日 令和3年5月28日

　現状のまま継続

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

　現状のまま継続

利用者数（就労継続支援Ｂ型事業）①

減少している
25.91%

令和元年度

★★★ ★★★

　　  あり　　      なし

改

革

改

善

これまでの
改革・改善内容

平成19年度に障害者自立支援法に基づいたサービスへ移行するため、改修工事の支援を行った。また、作業所が手狭になったことから、法人
が近くの倉庫を借り受けて作業の拡大を図り、利用者の定数増を行うなど状況に応じた改善を実施した。
平成29年度に、国庫補助事業を活用し、新事業所「障がい福祉総合支援センターなまずの里」を建設した。

事業を取り巻く環境
やニーズの変化

リスク（マイナス要素） 機会（プラス要素）

新型コロナウイルス感染予防により、通所を控える方が増えるとともに、
障がい者を取り巻く環境の変化から、相談件数は増えている。

障害者総合支援法や障害者差別解消法などの施行により、障がい者
の日常生活における対応が見直されてきている。

市内において不足する障がい者福祉サービス事業を実施しており、当初の方針に基づき運営支援を行っていく必要がある。
行財政改革大綱

との関連
（点検・確認）

効

率

性

★★★

　　  妥当　　　　要検討
役割分担

（行政関与）

変動率

施設整備に係る借入の元利償還金補助などの補助要綱に基づいた補助を行ってい
るため、コスト改善の余地はない。また、利用者負担は、法令や条例に基づいており
適正である。

利用者の増加に対応し、成果を向上させていくことが必要である。また、ひだまりは、
市内における障がい福祉の通所サービスにおいて、重要な役割を果たしており、上位
施策に貢献する事業である。

達成された

達成度がやや低い

成果向上の
余地

　　  あり　　　 　なし

令和元年度

② 登録者数（就労継続支援Ｂ型事業）

上位施策へ
の貢献度

103.29%

達成された
70.00%

★★★★★

72.50%

284,901.43 円 1,064,701.92 円 275,828.75 円

成果
指標

75.00%

107.50% 120.00%

区　　　分

対象・手段   　　妥当　　    要検討
社会福祉法人彩凜会は、地域生活支援拠点としての機能を備えた障害福祉サービス事業所であり、当該法人の建
設時借入金償還金の一部を支援することは、対象、手段、意図ともに妥当である。

意　　　図 　　  妥当　   　 要検討

▲活動　　●成果

活動
指標

108.00%
★★★★★

有

効

性

目
標
達
成
度

評価結果 判断理由（特記事項）

妥

当

性

達成された

他の事業に統合 　廃止・休止

令和3年6月23日

   改善のうえで継続

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

今後の方針    改善のうえで継続

効率化
二
次
評
価

終了・完了

効率化
（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

★★★★★

令和2年度

　　  あり　　     なし
受益者負担

適正化
の余地

コスト改善
の余地

種別

単位当たり
コスト

変動率 若干増加している

達成度がやや低い

50%

75%

100%

125%

150%

H30 R1 R2

80%

100%

120%

H30 R1 R2
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～

　法定受託事務 自治事務

　 　 有 　 　無

 　   有 　 　無

　 　 有 　 　無

　 　 有 　 　無

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

補　助　・　単　独　区　分

　

投

入

資

源

人　　　件　　　費

正職員人件費

会計年度任用職員人件費

受益者負担額（使用料・手数料等）

そ   　の    他 

市　      　  債

県  支  出  金

国  庫　支　出　金

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

コ ス ト 対 象 外  (除外)

間　 接　 経 　費　(加算)

Ｂ
　
特
定
財
源

事　　　業  　　費

成
果
指
標

①

②

正職員投入人員

時間
6,000 6,200

1,430

Ａ
　
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

Ｃ

Ｄ

施設利用者人数　就労継続支援
人

28,000

1,474 1,509

28,500 28,500
30,000 30,500

就労継続支援A型・B型年間延べ利用日数 28,285 27,822 28,387

6,200
5,800 6,300

居宅介護等利用時間総数 6,153 5,755

年間延べ利用者数（1か月を1件とする）

居宅サービス等利用時間数

1,500 1,500
1,600

5,039

1,700

800
650 700

3月から翌年2月の月々の利用者合計数 706 578 566
活
 

動
 

指
 

標

①
居宅サービス等利用者数

人
800 750

②
訓練等給付支給（就労継続支援）

件
1,500

③

対
象
指
標

①
障がい者（身体・知的・精神）

人
2,700 2,750

②

2,850

△ 1,605

32,304

受益者負担率（⑩÷⑤）

目標(見込)値 目標(見込)値 目標(見込)値

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり

261,621 292,900 322,474 325,204

2,8722,706 2,799

1,605

計画(見込)値 計画(見込)値
実績値 実績値 実績値目

標

設

定

・

実

績

区分
指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）
単　位

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

2,900 2,950
各種手帳所持者数の合計

0.25人

0

吉川市単独

13,17911,770 13,179 1,654

8,346

328,926 328,926

1,246,727 1,246,727

0

0

11,525

1.57人 1.49人 1.49人 1.74人

県  補  助  率 1/4 1/4 1/4 1/4

306,002

1/2 1/2 1/2 1/2

479,761 528,469 611,834 604,994

11,770 13,179 1,654 13,179

0

8,346

1.74人 1.74人

1,225,202

12,193 11,525 13,179

306,002

介護保険の各種在宅サービス

決算(千円) 予算(千円) 決算(千円) 増減額(千円) 当初(千円) 計画(千円)
平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度
決算(千円)

前年度事務事業

区　　　　　分区分

国  補  助  率

240,879 264,097 306,019 302,497 38,400

業務プロセス
（№・名称）

　 　 有 　 　無
302223

利用の相談、申請に基づき、認定調査員を派遣して障がい
の状況等を調査、審査会を経て支給決定する。
利用者は事業所や施設と契約を結び、サービスの提供を受
ける。
事業所等の請求に基づき、市は給付費を支払う。
入所施設については、県の入所調整会議に諮る。

76,525 611,799 611,799

7,141 6,843 7,079

982,261 1,087,071 1,240,327 1,232,695

970,069 1,068,405 1,221,714 1,212,437 144,033

△ 62

145,624

12,193

個別計画の位置付け 障がい者計画

第２章 元気・健やか・幸せのまちづくり（健康福祉部門）

第４節 みんなが支えあう障がい者(児)福祉の推進

(1)障がい者の地域生活の支援

施　　　　策 直接事業費

1/4

1/2 1/2

1/4

執 行 方 法 直営

30222301 介護給付・訓練等給付費支給

1,225,202

13,179

目
　
　
　
的

対　　象
（誰を、何を）

身体障がい者（児）、知的障がい者（児）、精神障がい者（児）
で、介護が必要な方や在宅での生活が困難な方、また、職能
訓練及び日常生活訓練が必要と認められる方

手　　段
（どのような

事業を行うのか)意　　図
(対象にどの
ような状態に
なってほしい

のか)

00 99 全年齢

生活上及び必要な介護・リハビリテーション・就労支援によ
り、障がい者の生活の利便性向上と自立が図られる。

対象年齢

平成18年度 未設定

　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

施策小項目

事業年齢 14歳

一般会計予
算
科
目

会計区分

自立支援給付事業

款 項

目 細目

社会福祉費民生費
市まち･ひと･しごと

創生総合戦略との関連
基本目標２『市民の幸福実感を追及する』 障害福祉費

と
の
関
係

基
本
計
画

関連付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無 事 業 区 分

まちづくり目標

令和2年度 事 務 事 業 評 価 シ ー ト No. 3022 23

実施計画の位置付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事務事業の性質

根拠法令等 障害者総合支援法・吉川市介護福祉総合条例施行規則基

　
　
本

　
　
事

　
　
項

事務事業名 介介護護・・訓訓練練等等給給付付事事業業
所管部署名

事前評価日 令和2年11月30日 事前評価責任者 加藤　利明

事 業 期 間

類 似 事 業

　　　毎年度繰り返し　 　  　単年度　　　  　複数年度

こども福祉部 障がい福祉課 障がい支援係

Copyright(C)2020 Yoshikawa City office.all rights reserved

民生費 / 社会福祉費 / 障害福祉費

活動指標　を単位として換算 単位 ： 円/件

　　  あり　     　 なし

（増加目標指標）

（増加目標指標） 達成された

令和2年度 単位当たりコスト換算指標 平成30年度

訓練等給付支給（就労継続支援）
111.92%

平成30年度

評

価

年

度

の

主

な

取

組

障害者総合支援法に基づく介護・訓練等給付事業として実施しており、行政が関与することは妥当である。

事

業

評

価

評価指標　（指標性質）

終了・完了

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針    拡　大

説   明

二次評価日

一 次 評 価 責 任 者 程田　浩司

他の事業に統合 　廃止・休止

     縮　小

今後の方針

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

一次評価日 令和3年5月28日

　現状のまま継続

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

　現状のまま継続

施設利用者人数　就労継続支援②

若干増加している

107.37%
令和元年度

★★★★★ ★★★★

　　  あり　　      なし

改

革

改

善

これまでの
改革・改善内容

平成25年より計画相談支援の実施が必須となり、障がい者が抱える問題に対し、計画的にサービスを提供できるようになってきている。そのた
め、在宅サービス利用者が増加しており、今後も増加していくことが予測される。

事業を取り巻く環境
やニーズの変化

リスク（マイナス要素） 機会（プラス要素）

新型コロナウイルス感染症拡大防止により、外出の機会が減少するな
かで、訓練等給付事業がオンラインで実施されることがあった。

障害者雇用率が引き上げられることで、障がい者の就労意欲も高まり、
訓練等給付事業の利用者が増加している。

これまで障がい福祉サービスを利用していた方が、65歳に到達した際、介護保険サービスが優先されるため、障がい福祉サービスから介護保
険サービスに切り替える等の手続きが必要であることから、介護保険のケアマネージャーとの連携・協力が必要である。行財政改革大綱

との関連
（点検・確認）

効

率

性

★★★★

　　  妥当　　　　要検討
役割分担

（行政関与）

変動率

給付費は国基準で決まっており、コスト改善の余地はない。
受益者負担については、障害者自立支援法（現：障害者総合支援法）の施行に伴い、
利用者負担が原則1割負担となるが、所得により月額上限を設け、さらに各種減免制
度を創設するなど低所得者への配慮も行われている。

重度の障がい者が増加しているとともに、在宅で生活する障がい者も増加しているこ
とから、サービス提供時間は、今後も増加が見込まれる。また、障がい者の法定雇用
率が上がったことにより、就労関係の訓練等給付の利用者が増加しており、成果向上
の余地はある。
また、在宅サービスの充実、介護負担の軽減、障がい者の就労・自立の支援をするも
のであり、上位施策に貢献する事業である。

達成された

概ね達成された

成果向上の
余地

　　  あり　　　 　なし

令和元年度

② 訓練等給付支給（就労継続支援）

上位施策へ
の貢献度

110.77%
増加している

概ね達成された

101.02%

★★★★

97.62%

816,895.40 円 686,896.00 円 737,497.27 円

成果
指標

99.60%

95.33% 98.27%

区　　　分

対象・手段   　　妥当　　    要検討
障害者総合支援法に基づく事業であり、支給決定のプロセスに医師等を含めた審査会が設置され、障害支援区分の
認定審査が行われており、対象・手段・意図ともに妥当である。

意　　　図 　　  妥当　   　 要検討

▲活動　　●成果

活動
指標

100.60%
★★★★

有

効

性

目
標
達
成
度

評価結果 判断理由（特記事項）

妥

当

性

概ね達成された

他の事業に統合 　廃止・休止

令和3年6月23日

   改善のうえで継続

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

今後の方針    改善のうえで継続

効率化
二
次
評
価

終了・完了

効率化
（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

★★★★★

令和2年度

　　  あり　　     なし
受益者負担

適正化
の余地

コスト改善
の余地

種別

単位当たり
コスト

変動率 増加している

概ね達成された

サービス区分 延べ利用者数 延べ利用実績 サービス区分 延べ利用者数 延べ利用実績

身体介護 312人 3,228時間 就労移行支援 306人 5,642回

家事援助 185人 1,657時間 就労継続支援 1,509人 28,387回

通院介助 69人 154時間 就労定着支援 110人 147回

乗降介助 0人 0回 放課後等デイサービス 2,325人 21,624回

重度訪問介護 174人 19,015時間 児童発達支援 1,307人 8,739回

行動援護 134人 2,080時間 医療型児童発達支援 　0人 0回

同行援護 87人 1,063時間 地域移行支援 - 　5人

短期入所 174人 1,150日 地域定着支援 - 　93人

療養介護 （年度末利用者）12人 - 計画策定 - 331件

施設入所支援 （年度末利用者）33人 - モニタリング - 794件

グループホーム （年度末利用者）66人 -

50%

75%

100%

125%

150%

H30 R1 R2

80%

100%

120%

H30 R1 R2
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～

　法定受託事務 自治事務

　 　 有 　 　無

 　   有 　 　無

　 　 有 　 　無

　 　 有 　 　無

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

補　助　・　単　独　区　分

　

健康長寿部 長寿支援課 高齢福祉係

令和2年度 事 務 事 業 評 価 シ ー ト No. 4011 10

実施計画の位置付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事務事業の性質

根拠法令等 吉川市介護福祉総合条例基

　
　
本

　
　
事

　
　
項

事務事業名 緊緊急急時時通通報報シシスステテムム貸貸与与事事業業
所管部署名

事前評価日 令和2年11月30日 事前評価責任者 鈴木　康雄

事 業 期 間

類 似 事 業

　　　毎年度繰り返し　 　  　単年度　　　  　複数年度

平成3年度 未設定

　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

施策小項目

事業年齢 29歳

一般会計予
算
科
目

会計区分

高齢者日常生活支援事業

款 項

目 細目

社会福祉費民生費
市まち･ひと･しごと

創生総合戦略との関連 高齢者福祉費

と
の
関
係

基
本
計
画

関連付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無 事 業 区 分

まちづくり目標

目
　
　
　
的

対　　象
（誰を、何を）

①65歳以上でひとり暮らしの者
②65歳以上で日中ひとり暮らしの者

手　　段
（どのような

事業を行うのか)意　　図
(対象にどの
ような状態に
なってほしい

のか)

65 99 65歳以上

ひとり暮らしなどの高齢者の緊急事態などに対し、迅速な対
応を図るとともに、日常生活上における不安を解消すること
で、在宅による生活の環境が向上する。

対象年齢

個別計画の位置付け 高齢者福祉計画

第２章 元気・健やか・幸せのまちづくり（健康福祉部門）

第３節 いきいき暮らせる高齢者福祉の推進

(2)高齢者の日常生活の支援

施　　　　策 直接事業費

30

0.29%

執 行 方 法 一部委託 緊急通報センター業務、機器の設置を民間に委託

30311401 緊急時通報システム貸与事業

7,266

1,288

業務プロセス
（№・名称）

　 　 有 　 　無
401110

急病や事故などの緊急時に速やかに通報できる端末を貸し
出しすることにより、緊急事態の迅速な対応を図るとともに、
看護師等による相談業務や安否確認を行う。

0

1,869 1,869 1,869

10,883 11,170 11,760 10,312

6,296 6,671 7,205 7,155 484

0

△ 858

2,718

決算(千円) 予算(千円) 決算(千円) 増減額(千円) 当初(千円) 計画(千円)
平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度
決算(千円)

前年度事務事業

区　　　　　分区分

国  補  助  率

0

2,686 1,288 △ 1,342 1,288

0

1,869 1,869

0.17人 0.17人

7,266

2,718 2,630 1,288

2,630

0.35人 0.34人 0.34人 0.17人

県  補  助  率

△ 0.17人

0

0.23% 0.26% 0.27% 0.29%

吉川市単独

1,2882,686 1,288 △ 1,342

1,869

10,393 10,393

10,423 10,423

26 31 28 2 30

0

計画(見込)値 計画(見込)値
実績値 実績値 実績値目

標

設

定

・

実

績

区分
指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）
単　位

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

18,125 18,810
65歳以上の高齢者数（各年度末）

17,509

0

△ 860

受益者負担率（⑩÷⑤）

31

目標(見込)値 目標(見込)値 目標(見込)値

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり

10,852 11,144 11,729 10,284

0.28%

17,43216,869 17,173
対
象
指
標

①
65歳以上の高齢者数

人
16,638 17,090

②

70
70 70

毎年度末の緊急時通報システムの新規設置数 58 52 57
活
 

動
 

指
 

標

①
新規機器設置台数

台
70 70

②

③

440

460
460 460

毎年度末の緊急時通報システムが稼働している件数 431 432

緊急時通報システムの稼働件数

Ａ
　
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

Ｃ

Ｄ

投

入

資

源

人　　　件　　　費

正職員人件費

会計年度任用職員人件費

受益者負担額（使用料・手数料等）

そ   　の    他 

市　      　  債

県  支  出  金

国  庫　支　出　金

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

コ ス ト 対 象 外  (除外)

間　 接　 経 　費　(加算)

Ｂ
　
特
定
財
源

事　　　業  　　費

成
果
指
標

①

②

正職員投入人員

件
440 450
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民生費 / 社会福祉費 / 高齢者福祉費

★★★★

令和2年度

　　  あり　　     なし
受益者負担

適正化
の余地

コスト改善
の余地

種別

単位当たり
コスト

変動率 減少している

概ね達成された

今後の方針    改善のうえで継続

効率化
二
次
評
価

終了・完了

効率化
（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

   改善のうえで継続

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

他の事業に統合 　廃止・休止

令和3年6月23日

82.86% 74.29%

区　　　分

対象・手段   　　妥当　　    要検討
ひとり暮らしや日中ひとり暮らしの高齢者など家族等の見守りの目が比較的届きにくい高齢者を対象にしており、対
象・手段や意図は妥当である。

意　　　図 　　  妥当　   　 要検討

▲活動　　●成果

活動
指標

81.43%
★★★

有

効

性

目
標
達
成
度

評価結果 判断理由（特記事項）

妥

当

性

達成度がやや低い

　　  妥当　　　　要検討
役割分担

（行政関与）

変動率

平成27年度に契約内容、受益者負担を見直しており、コスト改善の余地、受益者負担
の余地は少ない。

緊急時対応に欠かせないサービスであり、高齢者の日常生活支援として上位施策へ
の貢献度はある。

概ね達成された

概ね達成された

成果向上の
余地

　　  あり　　　 　なし

令和元年度

① 新規機器設置台数

上位施策へ
の貢献度

84.22%
減少している

概ね達成された

97.95%

★★★★

96.00%

180,905.96 円 187,639.66 円 214,806.65 円

成果
指標

95.65%
緊急時通報システムの稼働件数①

増加している
114.48%

令和元年度

★★★★ ★★★★

　　  あり　　      なし

改

革

改

善

これまでの
改革・改善内容

事業を取り巻く環境
やニーズの変化

リスク（マイナス要素） 機会（プラス要素）

対象となる65歳以上の高齢者の増加が見込まれる。
使用しているアナログ電話回線などのインフラが通信事業者により提供
を打ち切られる恐れがある。

本事業のサービス提供を行うことで、対象者が安心して日常生活を営
むことができるとともに、身体の安全性を高めることができる。通信技術
の進化により、使いやすい機器の提供ができるようになる。

事業を必要とする高齢者を早期発見するため、庁内や関係機関との連携を進めていく必要がある。
行財政改革大綱

との関連
（点検・確認）

効

率

性

★★★★

終了・完了

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針    拡　大

説   明

二次評価日

一 次 評 価 責 任 者 山口　剛介

他の事業に統合 　廃止・休止

     縮　小

今後の方針

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

一次評価日 令和3年5月28日

　現状のまま継続

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

　現状のまま継続

活動指標　を単位として換算 単位 ： 円/台

　　  あり　     　 なし

（増加目標指標）

（増加目標指標） 概ね達成された

令和2年度 単位当たりコスト換算指標 平成30年度

新規機器設置台数
73.21%

平成30年度

評

価

年

度

の

主

な

取

組

本事業と同様のサービスは民間事業者も提供しているが、比較的高価であり、対象となる高齢者の負担軽減を図る
ために、市が主体となって安価にサービスを提供することは妥当である。

事

業

評

価

評価指標　（指標性質）

事業内容 
　１　緊急時にボタンを押すと、緊急通報センターに繋がり救急要請ができる装置の貸し出し
　２　24時間365日健康相談が受けられる（通話料は実費）
　３　月に1回緊急通報センターからお元気コール（安否確認）

50%

75%

100%

125%

150%

H30 R1 R2

80%

100%

120%

H30 R1 R2
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～

　法定受託事務 自治事務

　 　 有 　 　無

 　   有 　 　無

　 　 有 　 　無

　 　 有 　 　無

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

補　助　・　単　独　区　分

　

投

入

資

源

人　　　件　　　費

正職員人件費

会計年度任用職員人件費

受益者負担額（使用料・手数料等）

そ   　の    他 

市　      　  債

県  支  出  金

国  庫　支　出　金

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

コ ス ト 対 象 外  (除外)

間　 接　 経 　費　(加算)

Ｂ
　
特
定
財
源

事　　　業  　　費

成
果
指
標

①

②

正職員投入人員

円
10,731,000 11,339,000

Ａ
　
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

Ｃ

Ｄ

11,339,000
11,339,000 11,339,000

シルバー人材センターに対して市が補助した額 10,731,000 11,339,000

シルバー人材センター補助額

11,339,000

11,339,000
11,339,000 11,339,000

シルバー人材センターに対して市が補助した額 10,731,000 11,339,000 11,339,000
活
 

動
 

指
 

標

①
シルバー人材センター補助額

円
10,731,000 11,339,000

②

③

対
象
指
標

①
シルバー人材センター会員数

人
556 556

②

569

0

△ 76

受益者負担率（⑩÷⑤）

目標(見込)値 目標(見込)値 目標(見込)値

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり

10,824 11,432 11,634 11,356

497467 462

計画(見込)値 計画(見込)値
実績値 実績値 実績値目

標

設

定

・

実

績

区分
指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）
単　位

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

570 580
シルバー人材センター会員数

△ 0.01人

0

吉川市単独

179 1 △ 76

11,356 11,356

11,356 11,356

0

0

77

0.01人 0.01人 0.01人 0.00人

県  補  助  率

79 1 △ 76 1

0

0.00人 0.00人

11,355

78 77 1

決算(千円) 予算(千円) 決算(千円) 増減額(千円) 当初(千円) 計画(千円)
平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度
決算(千円)

前年度事務事業

区　　　　　分区分

国  補  助  率

0

業務プロセス
（№・名称）

　 　 有 　 　無
401117

シルバー人材センターに補助金を交付する（交付申請、補助
金支出、実績報告）

0

10,824 11,432 11,634 11,356

10,746 11,354 11,555 11,355 0

0

△ 76

78

個別計画の位置付け 高齢者福祉計画

第２章 元気・健やか・幸せのまちづくり（健康福祉部門）

第３節 いきいき暮らせる高齢者福祉の推進

(1)高齢者の社会参加の促進

施　　　　策 直接事業費

執 行 方 法 補助・負担等 吉川市シルバー人材センターに対する補助

30212501 シルバー人材センター支援事業

11,355

1

目
　
　
　
的

対　　象
（誰を、何を）

公益社団法人吉川市シルバー人材センター

手　　段
（どのような

事業を行うのか)意　　図
(対象にどの
ような状態に
なってほしい

のか)

60 99 60歳以上

シルバー人材センターの目的である高齢者の就業機会の拡
大が一層促進される。

対象年齢

平成4年度 未設定

　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

施策小項目

事業年齢 28歳

一般会計予
算
科
目

会計区分

シルバー人材センター支援事業

款 項

目 細目

社会福祉費民生費
市まち･ひと･しごと

創生総合戦略との関連
基本目標２『市民の幸福実感を追及する』 高齢者福祉費

と
の
関
係

基
本
計
画

関連付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無 事 業 区 分

まちづくり目標

令和2年度 事 務 事 業 評 価 シ ー ト No. 4011 17

実施計画の位置付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事務事業の性質

根拠法令等 吉川市シルバー人材センター補助金交付要綱基

　
　
本

　
　
事

　
　
項

事務事業名 シシルルババーー人人材材セセンンタターー支支援援事事業業
所管部署名

事前評価日 令和2年11月30日 事前評価責任者 鈴木　康雄

事 業 期 間

類 似 事 業

　　　毎年度繰り返し　 　  　単年度　　　  　複数年度

健康長寿部 長寿支援課 高齢福祉係

Copyright(C)2020 Yoshikawa City office.all rights reserved

民生費 / 社会福祉費 / 高齢者福祉費

令和2年度シルバー人材センターの主な事業活動
　１　就業機会の開拓
　　（１）企業訪問
　　（２）ポスティング
　２　就業説明会及び面接会
　　（１）開催回数　5回
　　（２）参加人数　延べ40名
　　（３）就業人数　36名
　３　未就業相談会
　　（１）開催回数　9回
　　（２）参加人数　11名
　　（３）就業人数　8名
　４　入会希望者向け説明会
　　（１）開催回数　12回
　　（２）出席者数　110名
　　（３）入会者数　71名

対象指標を単位として換算 単位 ： 円/人

　　  あり　     　 なし

（増加目標指標）

（増加目標指標） 達成された

令和2年度 単位当たりコスト換算指標 平成30年度

シルバー人材センター会員数
125.06%

平成30年度

評

価

年

度

の

主

な

取

組

本事業はシルバー人材センターへの補助を行う事業であることから、市が行うことは妥当である。

事

業

評

価

評価指標　（指標性質）

終了・完了

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針    拡　大

説   明

二次評価日

一 次 評 価 責 任 者 山口　剛介

他の事業に統合 　廃止・休止

     縮　小

今後の方針

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

一次評価日 令和3年5月28日

　現状のまま継続

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

　現状のまま継続

シルバー人材センター補助額①

若干増加している

106.76%
令和元年度

★★★★★ ★★★★★

　　  あり　　      なし

改

革

改

善

これまでの
改革・改善内容

事業を取り巻く環境
やニーズの変化

リスク（マイナス要素） 機会（プラス要素）

定年の延長や再雇用制度の拡充により、会員数の増加や就労先の確
保が難しくなっている。

本事業を実施することにより、シルバー人材センター会員の技能や経
験に合った仕事を斡旋することができ、対象者の生きがいや意欲を向
上させることができる。

本事業を安定して継続するためには、高齢者や企業などにシルバー人材センターのことを良く知ってもらう必要があるため、活動の周知をより進
める必要がある。行財政改革大綱

との関連
（点検・確認）

効

率

性

★★★★★

　　  妥当　　　　要検討
役割分担

（行政関与）

変動率

この事業はシルバー人材センターへの補助金交付に係るものであり、受益者負担を
求めるものではない。

高齢化が進むことにより高齢者の生きがいづくりや社会参加に対するニーズは益々
高まることが予想され、成果向上の余地がある。また、シルバー人材センターについ
ては、高齢者の生きがいづくりや社会参加促進に大きな効果があり上位施策への貢
献度は高い。

達成された

達成された

成果向上の
余地

　　  あり　　　 　なし

令和元年度

① シルバー人材センター補助額

上位施策へ
の貢献度

92.34%
増加している

達成された
100.00%

★★★★★

100.00%

22,848.36 円 23,177.00 円 24,743.76 円

成果
指標

100.00%

100.00% 100.00%

区　　　分

対象・手段   　　妥当　　    要検討
シルバー人材センターが実施している高齢者の就業機会の拡大や、社会参加の促進は市が主体的に取り組むこと
が求められており、対象・手段、意図は妥当である。

意　　　図 　　  妥当　   　 要検討

▲活動　　●成果

活動
指標

100.00%
★★★★★

有

効

性

目
標
達
成
度

評価結果 判断理由（特記事項）

妥

当

性

達成された

他の事業に統合 　廃止・休止

令和3年6月23日

   改善のうえで継続

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

今後の方針    改善のうえで継続

効率化
二
次
評
価

終了・完了

効率化
（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

★★★★★

令和2年度

　　  あり　　     なし
受益者負担

適正化
の余地

コスト改善
の余地

種別

単位当たり
コスト

変動率 若干減少している

達成された

50%

75%

100%

125%

150%

H30 R1 R2

80%

100%

120%

H30 R1 R2
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～

　法定受託事務 自治事務

　 　 有 　 　無

 　   有 　 　無

　 　 有 　 　無

　 　 有 　 　無

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

補　助　・　単　独　区　分

　

投

入

資

源

人　　　件　　　費

正職員人件費

会計年度任用職員人件費

受益者負担額（使用料・手数料等）

そ   　の    他 

市　      　  債

県  支  出  金

国  庫　支　出　金

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

コ ス ト 対 象 外  (除外)

間　 接　 経 　費　(加算)

Ｂ
　
特
定
財
源

事　　　業  　　費

成
果
指
標

①

②

正職員投入人員

人
40,000 40,000

Ａ
　
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

Ｃ

Ｄ

40,000
40,000 40,000

毎年度末の老人福祉センター利用者数 38,638 32,544

老人福祉センター利用者数

9,888

359
359 359

センターの年間開館日数 358 321 263
活
 

動
 

指
 

標

①
開館日数

日
359 359

②

③

対
象
指
標

①
60歳以上の高齢者数

人
19,925 20,522

②

21,022

0

3,803

受益者負担率（⑩÷⑤）

目標(見込)値 目標(見込)値 目標(見込)値

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり

32,555 31,528 37,571 35,331

20,90620,216 20,711

計画(見込)値 計画(見込)値
実績値 実績値 実績値目

標

設

定

・

実

績

区分
指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）
単　位

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

21,522 22,033
毎年4月1日現在の60歳以上の高齢者数

△ 0.16人

0

吉川市単独

4541,738 454 △ 1,247

33,944 33,944

33,944 33,944

0

0

1,702

0.22人 0.22人 0.22人 0.06人

県  補  助  率

1 1

640 616

1,738 454 △ 1,247 454

0

0.06人 0.06人

33,490

1,709 1,702 454

決算(千円) 予算(千円) 決算(千円) 増減額(千円) 当初(千円) 計画(千円)
平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度
決算(千円)

前年度事務事業

区　　　　　分区分

国  補  助  率

0

業務プロセス
（№・名称）

　 　 有 　 　無
401119

・老人福祉センター管理運営業務
・趣味の教室や講演会を開催

616

32,555 31,528 38,211 35,947

30,846 29,827 36,473 35,493 5,666

0

4,419

1,709

個別計画の位置付け 高齢者福祉計画

第２章 元気・健やか・幸せのまちづくり（健康福祉部門）

第３節 いきいき暮らせる高齢者福祉の推進

(1)高齢者の社会参加の促進

施　　　　策 直接事業費

執 行 方 法 一部委託 連合長寿会へ指定管理委託

30212701 高齢者生きがいづくり活動事業

33,490

454

目
　
　
　
的

対　　象
（誰を、何を）

60歳以上の市民

手　　段
（どのような

事業を行うのか)意　　図
(対象にどの
ような状態に
なってほしい

のか)

60 99 60歳以上

高齢者の教養向上、健康の保持推進、社会参加の拡大が図
られ、高齢者の生きがいが高まる。

対象年齢

昭和54年度 未設定

　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

施策小項目

事業年齢 41歳

一般会計予
算
科
目

会計区分

老人福祉センター運営事業

款 項

目 細目

社会福祉費民生費
市まち･ひと･しごと

創生総合戦略との関連
基本目標２『市民の幸福実感を追及する』 老人福祉センター費

と
の
関
係

基
本
計
画

関連付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無 事 業 区 分

まちづくり目標

令和2年度 事 務 事 業 評 価 シ ー ト No. 4011 19

実施計画の位置付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事務事業の性質

根拠法令等 吉川市老人福祉センター条例基

　
　
本

　
　
事

　
　
項

事務事業名 老老人人福福祉祉セセンンタターー管管理理運運営営業業務務
所管部署名

事前評価日 令和2年11月30日 事前評価責任者 鈴木　康雄

事 業 期 間

類 似 事 業

　　　毎年度繰り返し　 　  　単年度　　　  　複数年度

健康長寿部 長寿支援課 高齢福祉係

Copyright(C)2020 Yoshikawa City office.all rights reserved

民生費 / 社会福祉費 / 老人福祉センター費

１　令和2年度の概要
　新型コロナウイルスの影響で開館日数が大幅に減少し老人クラブの寄り日やサークル活動等が制限されたため、例年に比べて利用者が1/3程度に減少した。
　一方で今年度より指定管理者が変更となり、新規利用者の獲得のため、スマートフォン教室や笑いヨガなどの新たな自主事業が開催された。

２　令和2年度の実績
　・利用者数内訳
　個人　927名　団体　8,109名　その他　852名　合計　9,888名

成果指標を単位として換算 単位 ： 円/人

　　  あり　     　 なし

（増加目標指標）

（増加目標指標） 概ね達成された

令和2年度 単位当たりコスト換算指標 平成30年度

老人福祉センター利用者数
109.15%

平成30年度

評

価

年

度

の

主

な

取

組

指定管理者による施設管理・運営は妥当である。

事

業

評

価

評価指標　（指標性質）

終了・完了

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針    拡　大

説   明

二次評価日

一 次 評 価 責 任 者 山口　剛介

他の事業に統合 　廃止・休止

     縮　小

今後の方針

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

一次評価日 令和3年5月28日

　現状のまま継続

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

　現状のまま継続

老人福祉センター利用者数①

増加している
114.98%

令和元年度

★★★★ ★★★★

　　  あり　　      なし

改

革

改

善

これまでの
改革・改善内容

指定管理者を公募し、書類審査やプロポーザル等の結果、令和2年度より特定非営利活動法人たすけあい・よしかわが新たな指定管理者となっ
た。

事業を取り巻く環境
やニーズの変化

リスク（マイナス要素） 機会（プラス要素）

施設が老朽化し利用者のニーズと合致しない箇所が生じている。 本事業を実施することにより、利用者の生きがいや意欲を向上させるこ
とができる。

本事業を安定して継続するためには、新規利用者の増加が必要でありそのために様々な自主事業やイベントを催す必要があり、指定管理者や
市、関係機関との連携がより必要となる。行財政改革大綱

との関連
（点検・確認）

効

率

性

★

　　  妥当　　　　要検討
役割分担

（行政関与）

変動率

施設については築後数十年経過しており、今後も修繕が必要となるが、時代の変化
によるニーズを活かすことができれば新たな展開が期待できる。

老人福祉センターについては、介護予防の拠点として積極的に活用するため、平成
30年度より市職員による健康ミニ講座（認知症予防）、看護師による健康相談を行っ
ているが、今後講座内容の見直し等により成果向上の余地はある。また、高齢者が
いきいきと暮らせる環境をつくるためにも、老人福祉センターは重要であり、上位施策
へ貢献している。

達成度がやや低い

概ね達成された

成果向上の
余地

　　  あり　　　 　なし

令和元年度

① 開館日数

上位施策へ
の貢献度

375.26%
若干増加している

概ね達成された

96.60%

★★★★

81.36%

3,635.47 円 842.55 円 968.79 円

成果
指標

24.72%

99.72% 89.42%

区　　　分

対象・手段   　　妥当　　    要検討
老人福祉センターは高齢者の教養の向上、健康の保持増進、社会参加の拡大、高齢者の生きがいづくりなどを目的
に設置された施設となる。平成18年度から指定管理者制度に移行して運営しており、高齢者自らが主体となって運営
を行っているため手段、意図は妥当である。対象については、大半の利用者が固定であり、新規利用者の増加を進
める必要がある。

意　　　図 　　  妥当　   　 要検討

▲活動　　●成果

活動
指標

73.26%
★★★★

有

効

性

目
標
達
成
度

評価結果 判断理由（特記事項）

妥

当

性

概ね達成された

他の事業に統合 　廃止・休止

令和3年6月23日

   改善のうえで継続

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

今後の方針    改善のうえで継続

効率化
二
次
評
価

終了・完了

効率化
（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

★★★

令和2年度

　　  あり　　     なし
受益者負担

適正化
の余地

コスト改善
の余地

種別

単位当たり
コスト

変動率 増加している

達成度がかなり低い

50%

75%

100%

125%

150%

H30 R1 R2

80%

100%

120%

H30 R1 R2
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～

　法定受託事務 自治事務

　 　 有 　 　無

 　   有 　 　無

　 　 有 　 　無

　 　 有 　 　無

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

補　助　・　単　独　区　分

　

投

入

資

源

人　　　件　　　費

正職員人件費

会計年度任用職員人件費

受益者負担額（使用料・手数料等）

そ   　の    他 

市　      　  債

県  支  出  金

国  庫　支　出　金

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

コ ス ト 対 象 外  (除外)

間　 接　 経 　費　(加算)

Ｂ
　
特
定
財
源

事　　　業  　　費

成
果
指
標

①

②

正職員投入人員

件
23 27

6

Ａ
　
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

Ｃ

Ｄ

要保護児童対策地域協議会での終結件数
件

7

6 6

7 7
7 7

年度内の終結件数 5 4 14

27
30 30

年度内の取扱件数 27 29

要保護児童対策地域協議会代表者会議
回

1 1 1

実務者会議開催数

要保護児童対策地域協議会での管理ケース数

6 6
6

24

6

38
40 40

関係機関による個別ケース会議開催数 37 38 28
活
 

動
 

指
 

標

①
要保護児童対策地域協議会個別ケース会議

回
38 38

②
要保護児童対策地域協議会実務者会議

回
6

1 1
代表者会議開催数 1 1 1

③

対
象
指
標

①
要保護児童対策対象年齢児童数

人
13,200 13,200

②

12,881

0

60

受益者負担率（⑩÷⑤）

目標(見込)値 目標(見込)値 目標(見込)値

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり

14,187 14,519 17,973 14,579

12,68513,002 12,785

計画(見込)値 計画(見込)値
実績値 実績値 実績値目

標

設

定

・

実

績

区分
指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）
単　位

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

12,871 12,787
3月31日現在の18歳未満の児童総数

△ 0.06人

0

吉川市単独

13,33014,376 13,330 △ 747

13,677 13,946

13,797 14,066

0

0

14,078

1.79人 1.82人 1.82人 1.76人

県  補  助  率 1/3 1/3 1/3 1/3

60

1/3 1/3 1/3 1/3

99 90 61 94

14,376 13,330 △ 747 13,330

0

1.76人 1.76人

736

13,901 14,078 13,330

60

決算(千円) 予算(千円) 決算(千円) 増減額(千円) 当初(千円) 計画(千円)
平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度
決算(千円)

前年度事務事業

区　　　　　分区分

国  補  助  率

76 78 61 53 △ 25

業務プロセス
（№・名称）

　 　 有 　 　無
303102

・支援が必要な児童や保護者に対し、社会資源の調整・相
談・家庭訪問を通じて支援をしていく。
・関係機関で構成される要保護児童対策地域協議会におい
て必要な協議・検討を行い支援策を実施していく。

4 60 60

14,362 14,687 18,095 14,726

461 609 3,719 1,396 786

0

39

13,901

個別計画の位置付け 子ども・子育て支援事業計画

第２章 元気・健やか・幸せのまちづくり（健康福祉部門）

第２節 未来を育む児童福祉の推進

(2)子どもの健やかな成長の支援

施　　　　策 直接事業費

1/3

1/3 1/3

1/3

執 行 方 法 直営

30410601 要保護児童対策地域協議会

467

30410602 児童虐待相談

13,330

目
　
　
　
的

対　　象
（誰を、何を）

虐待や養育支援困難により保育を必要とする児童や支援が
必要とされる児童（0歳から18歳未満）及び出産後の養育に
ついて出産前から支援が必要な妊婦。

手　　段
（どのような

事業を行うのか)意　　図
(対象にどの
ような状態に
なってほしい

のか)

0 18

対象児童が適正な養育環境のもとで養育される。

対象年齢

特定不可 未設定

　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

施策小項目

事業年齢 -

一般会計予
算
科
目

会計区分

児童健全育成事業

款 項

目 細目

児童福祉費民生費
市まち･ひと･しごと

創生総合戦略との関連
基本目標１『子どもの笑顔と活気でまちを満たす』 児童福祉総務費

と
の
関
係

基
本
計
画

関連付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無 事 業 区 分

まちづくり目標

令和2年度 事 務 事 業 評 価 シ ー ト No. 3031 02

実施計画の位置付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事務事業の性質

根拠法令等 児童福祉法、吉川市要保護児童対策地域協議会運営要綱基

　
　
本

　
　
事

　
　
項

事務事業名 児児童童虐虐待待防防止止対対策策事事業業
所管部署名

事前評価日 令和2年11月30日 事前評価責任者 櫻井　健一

事 業 期 間

類 似 事 業

　　　毎年度繰り返し　 　  　単年度　　　  　複数年度

こども福祉部 子育て支援課 子育て支援係

Copyright(C)2020 Yoshikawa City office.all rights reserved

民生費 / 児童福祉費 / 児童福祉総務費

１　要保護児童対策地域協議会 ３　「ほめて💛💛はぐくむ子育て講座」

　（１）会議 　暴力や暴言を使わずに子どもを育てるスキルを学ぶ講座

　（１）市民向け

実施回数　2回

修了者数　8名

　（２）職員向け

　（２）管理ケース38件 実施回数　1回

参加人数　8名

４　専門研修

　市保健師児童虐待対応研修

２　児童虐待相談対応件数 　参加者数　16名

　70件（実人数）

※令和2年度福祉行政報告例より

12件

12件

14件

代表者会議

実務者会議

個別ケース会議

1回

6回

28回

前年度からの継続ケース

新規ケース

R2年度終結ケース

活動指標　を単位として換算 単位 ： 円/回

　　  あり　     　 なし

（増加目標指標）

（増加目標指標） 達成度がやや低い

令和2年度 単位当たりコスト換算指標 平成30年度

要保護児童対策地域協議会個別ケース会議
108.77%

平成30年度

評

価

年

度

の

主

な

取

組

市が事務局として要保護児童対策地域協議会を運営しているため、役割分担として妥当である。

事

業

評

価

評価指標　（指標性質）

終了・完了

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針    拡　大

説   明

二次評価日

一 次 評 価 責 任 者 櫻井　健一

他の事業に統合 　廃止・休止

     縮　小

子ども家庭総合支援拠点の運営に必要な人員を継続的に配置するために、研修や講習会を通じて職員の能力と資質の向上に努める。

今後の方針

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

一次評価日 令和3年5月28日

　現状のまま継続

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

　現状のまま継続

要保護児童対策地域協議会での終結件数②

ほぼ変動していない

99.57%
令和元年度

★★★ ★★★

　　  あり　　      なし

改

革

改

善

これまでの
改革・改善内容

平成26年度から家庭児童相談員を講師とする「子育て講座」を開催。なお、講座名については平成30年度から「ほめて💛💛はぐくむ子育て講座」と
親しみやすい名称に変更している。相談業務についても平成30年6月より家庭児童相談員を1名増員し、支援の充実を図っている。令和元年度
には、2回にわけて「児童虐待を考える講座」を開催し、学識経験者や専門医を講師に招き、関係機関間の連携強化を図った。令和2年度には、
コロナ禍の中で子どもの見守り強化事業に取り組み、要保護児童等への支援を進めた。

事業を取り巻く環境
やニーズの変化

リスク（マイナス要素） 機会（プラス要素）

新型コロナウイルスの影響により、対面での相談件数や個別ケース検
討会議の回数が減少している。

新型コロナウイルスの影響により、相談希望者のニーズに合わせた相
談方法を選択できるよう、オンライン子育て相談のための機器整備を
行った。今後オンライン相談への利用啓発を進めていく。

行財政改革大綱
との関連

（点検・確認）

効

率

性

★★★★★

　　  妥当　　　　要検討
役割分担

（行政関与）

変動率

事業費は、協議会委員の報償費、公用車、子育て講座に係る経費であり、コスト改善
の余地はない。また、受益者負担を求める事業ではない。

子育て講座の充実を図ることで虐待防止につながることが期待できるため、成果向上
の余地はある。吉川市総合振興計画で掲げられている児童虐待防止の観点からも上
位施策への貢献度は非常に高い。

達成度がやや低い

達成度がやや低い

成果向上の
余地

　　  あり　　　 　なし

令和元年度

①
要保護児童対策地域協議会個別ケース会
議

上位施策へ
の貢献度

136.07%
若干増加している

概ね達成された

71.43%

★★★★

57.14%

525,927.46 円 388,171.35 円 386,502.50 円

成果
指標

200.00%

97.37% 100.00%

区　　　分

対象・手段   　　妥当　　    要検討
要保護児童対策地域協議会は、児童福祉法第25条の2第1項に基づく協議会であり、関係機関により構成されるた
め、市が行う事業としては妥当である。対象児童や家庭に関し、関係機関が支援方針を決定し、役割分担を行うこと
により、対象児童及びその家族への適切な支援を行うことができ、手段として妥当である。また、対象児童の適正な
養育・保護が行われることが、当事業の重要な意図である。

意　　　図 　　  妥当　   　 要検討

▲活動　　●成果

活動
指標

73.68%
★★★★★

有

効

性

目
標
達
成
度

評価結果 判断理由（特記事項）

妥

当

性

達成された

他の事業に統合 　廃止・休止

　

令和3年6月23日

   改善のうえで継続

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

今後の方針    改善のうえで継続

効率化
二
次
評
価

終了・完了

効率化
（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

★★★

令和2年度

　　  あり　　     なし
受益者負担

適正化
の余地

コスト改善
の余地

種別

単位当たり
コスト

変動率 増加している

達成された

50%

75%

100%

125%

150%

H30 R1 R2

80%

100%

120%

H30 R1 R2

Copyright(C)2020 Yoshikawa City office.all rights reserved
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～

　法定受託事務 自治事務

　 　 有 　 　無

 　   有 　 　無

　 　 有 　 　無

　 　 有 　 　無

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

補　助　・　単　独　区　分

　

投

入

資

源

人　　　件　　　費

正職員人件費

会計年度任用職員人件費

受益者負担額（使用料・手数料等）

そ   　の    他 

市　      　  債

県  支  出  金

国  庫　支　出　金

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

コ ス ト 対 象 外  (除外)

間　 接　 経 　費　(加算)

Ｂ
　
特
定
財
源

事　　　業  　　費

成
果
指
標

①

②

正職員投入人員

人
3 3

Ａ
　
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

Ｃ

Ｄ

高等職業訓練促進給付金受給者数
人

2

2 1 7

3 3
9 9

給付金を受給した人数 3 7 9

3
3 3

就労・資格取得に関する相談のうち就職が決定した人数 2 2

子ども未来応援集会
回

4 4

ハローワークとの連携による就労相談会の実施

就職決定者数

2 2
3

5

3

40
50 50

相談総件数のうち就労・資格取得に関する相談 39 61 88
活
 

動
 

指
 

標

①
相談受付件数（就労・資格取得）

件
30 40

②
就労相談会実施回数

回
2

4 4
子ども未来応援集会の開催数 4 1

③

対
象
指
標

①
市内児童数（18歳未満）

人
13,200 13,100

②

13,100

0

△ 216

受益者負担率（⑩÷⑤）

目標(見込)値 目標(見込)値 目標(見込)値

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり

9,472 5,008 7,845 4,792

12,68513,114 13,002

計画(見込)値 計画(見込)値
実績値 実績値 実績値目

標

設

定

・

実

績

区分
指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）
単　位

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

12,600 12,600
4月1日現在の18歳未満の子どもの総数

△ 0.04人

0

吉川市単独

3,1053,555 3,105 △ 375

3,231 3,345

3,231 3,345

0

0

3,481

1.02人 0.45人 0.45人 0.41人

県  補  助  率

3/4 1

257 2,385

3,555 3,105 △ 375 3,105

0

0.41人 0.41人

240

7,921 3,481 3,105

決算(千円) 予算(千円) 決算(千円) 増減額(千円) 当初(千円) 計画(千円)
平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度
決算(千円)

前年度事務事業

区　　　　　分区分

国  補  助  率

0

業務プロセス
（№・名称）

　 　 有 　 　無
303202

・子育て世帯生活実態調査
・子どもの貧困問題に関する市民等への啓発活動
・実態調査の結果を踏まえて、施策を検討

2,385

9,729 5,008 7,845 7,177

1,808 1,527 4,290 4,072 2,545

0

2,169

7,921

個別計画の位置付け 子どもの貧困対策推進計画

第２章 元気・健やか・幸せのまちづくり（健康福祉部門）

第２節 未来を育む児童福祉の推進

(2)子どもの健やかな成長の支援

施　　　　策 直接事業費

執 行 方 法 直営

126

3,105

目
　
　
　
的

対　　象
（誰を、何を）

子ども（若者を含む）及び保護者

手　　段
（どのような

事業を行うのか)意　　図
(対象にどの
ような状態に
なってほしい

のか)

0 99

子どもの将来がその生まれ育った環境に左右されることな
く、また、貧困が世代を超えて連鎖することがないよう、支援
を必要とする人が、教育の機会均等などの必要な支援を確
実に受けられ、安心して子育てができるようになる。

対象年齢

平成29年度 未設定

　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

施策小項目

事業年齢 3歳

一般会計予
算
科
目

会計区分

児童健全育成事業

款 項

目 細目

児童福祉費民生費
市まち･ひと･しごと

創生総合戦略との関連
基本目標１『子どもの笑顔と活気でまちを満たす』 児童福祉総務費

と
の
関
係

基
本
計
画

関連付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無 事 業 区 分

まちづくり目標

令和2年度 事 務 事 業 評 価 シ ー ト No. 3031 08

実施計画の位置付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事務事業の性質

根拠法令等 児童福祉法、子どもの貧困対策の推進に関する法律基

　
　
本

　
　
事

　
　
項

事務事業名 子子どどもものの貧貧困困対対策策推推進進事事業業
所管部署名

事前評価日 令和2年11月30日 事前評価責任者 櫻井　健一

事 業 期 間

類 似 事 業

　　　毎年度繰り返し　 　  　単年度　　　  　複数年度

こども福祉部 子育て支援課 子育て支援係

Copyright(C)2020 Yoshikawa City office.all rights reserved

民生費 / 児童福祉費 / 児童福祉総務費

であう・きづく・つなぐ・つながる未来プロジェクト　―吉川市子どもの貧困対策推進計画―　(2019年3月策定)

すべての子どもが希望をもって力強く成長していけるよう、子どもの貧困を見逃さず、

であう・きづく・つなぐ・つながる未来へ子どもたちを応援します。

妊娠期から18歳までの子どものうち、現在困難を抱える家庭の子ども・将来困難を抱える

可能性がある子どもと保護者。ただし、若者を対象とする施策については、18歳を超える

年齢も含む。


３　計画の期間

・子ども未来応援集会の開催（1回開催：11/27）

　※新型コロナウイルス感染症対策のため、一部実施見送り

・緊急子ども応援配食の実施（①R2/3/13～3/23、②4/13～5/1、③5/7～5/29）

１　基本理念

２　対象

2019年度～2023年度

４　基本目標

①子どもの育ちに直接つながる支援に取り組みます。
②子どもを守り支える保護者への支援に取り組みます。
③生活困難な家庭の生活基盤立て直しへの支援に取り組みます。
④支援の輪の仕組みづくりに取り組みます。

５　令和2年度
　　の主な取組

活動指標　を単位として換算 単位 ： 円/件

　　  あり　     　 なし

（増加目標指標）

（増加目標指標） 達成度がやや低い

令和2年度 単位当たりコスト換算指標 平成30年度

相談受付件数（就労・資格取得）
238.34%

平成30年度

評

価

年

度

の

主

な

取

組

子どもの貧困対策の推進に関する法律第４条では、地方公共団体の責務として、地方公共団体は、基本理念にのっ
とり、子どもの貧困対策に関し、国と協力しつつ、当該地域の状況に応じた施策を策定し、及び実施する責務を有す
ると規定されていることから、当該法律及び吉川市子どもの貧困対策推進計画に基づき、子どもの貧困対策を推進
することは意義があるものである。

事

業

評

価

評価指標　（指標性質）

終了・完了

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針    拡　大

説   明

二次評価日

一 次 評 価 責 任 者 櫻井　健一

他の事業に統合 　廃止・休止

     縮　小

今後の方針

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

一次評価日 令和3年5月28日

　現状のまま継続

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

　現状のまま継続

就職決定者数①

減少している
32.91%

令和元年度

★★★ ★★★

　　  あり　　      なし

改

革

改

善

これまでの
改革・改善内容

平成29年度では「子育て世帯生活実態調査」を実施し、平成30年度では、当該調査に基づき、現状及び課題を整理した上で、解決に向けた取組
を位置付けた子どもの貧困対策推進計画を策定した。引き続き、当該計画に基づき、各種取組を推進する。

事業を取り巻く環境
やニーズの変化

リスク（マイナス要素） 機会（プラス要素）

新型コロナウイルス感染症の感染防止のため、子どもの貧困対策に関
わる様々な活動の自粛や規模縮小が想定される。

新型コロナウイルス感染症の影響を受けながらも、その感染防止策の
徹底を図るとともに、地域と連携しながら、孤立や経済的困窮等に対
し、対応策を講じる。

　
行財政改革大綱

との関連
（点検・確認）

効

率

性

★★★★★

　　  妥当　　　　要検討
役割分担

（行政関与）

変動率

平成29年度は「子育て世帯生活実態調査」の実施・分析を進め、平成30年度は当該
調査に基づき、子どもの貧困対策推進計画を策定し、令和元年度から当該計画に基
づき、各取組を推進しているところであり、コスト改善の余地はない。

ひとり親家庭等への支援策に係る他事業（手当支給、医療費助成等）との連携を図る
ことで、成果向上の余地はある。また、様々な視点から施策横断的な貧困対策を講じ
ることにより、成果向上を図る余地はある。

達成された

達成度がやや低い

成果向上の
余地

　　  あり　　　 　なし

令和元年度

① 相談受付件数（就労・資格取得）

上位施策へ
の貢献度

99.35%
増加している

達成された
66.67%

★★★★★

66.67%

81,561.94 円 249,473.23 円 82,099.66 円

成果
指標

166.67%

130.00% 152.50%

区　　　分

対象・手段   　　妥当　　    要検討
子どもの貧困は、様々な問題が複合的に交錯しながら発生し、その状態を放置すれば、次世代に渡り貧困の負の連
鎖が生じてしまう。全ての子どもが安心して日々を送り、自分の将来に希望が持てる社会の実現を目指して、貧困の
負の連鎖を断ち切り、子どもたちが社会を「生き抜く力」を身につけられるよう支援する必要があることから、様々な視
点で、子どもの貧困対策を推進することは、対象・手段、意図ともに妥当である。

意　　　図 　　  妥当　   　 要検討

▲活動　　●成果

活動
指標

220.00%
★★★★★

有

効

性

目
標
達
成
度

評価結果 判断理由（特記事項）

妥

当

性

達成された

他の事業に統合 　廃止・休止

　

令和3年6月23日

   改善のうえで継続

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

今後の方針    改善のうえで継続

効率化
二
次
評
価

終了・完了

効率化
（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

★★★★★

令和2年度

　　  あり　　     なし
受益者負担

適正化
の余地

コスト改善
の余地

種別

単位当たり
コスト

変動率 ほぼ変動していない

達成された

50%

75%

100%

125%

150%

H30 R1 R2

80%

100%

120%

H30 R1 R2
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～

　法定受託事務 自治事務

　 　 有 　 　無

 　   有 　 　無

　 　 有 　 　無

　 　 有 　 　無

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

補　助　・　単　独　区　分

　

投

入

資

源

人　　　件　　　費

正職員人件費

会計年度任用職員人件費

受益者負担額（使用料・手数料等）

そ   　の    他 

市　      　  債

県  支  出  金

国  庫　支　出　金

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

コ ス ト 対 象 外  (除外)

間　 接　 経 　費　(加算)

Ｂ
　
特
定
財
源

事　　　業  　　費

成
果
指
標

①

②

正職員投入人員

%
99.3 99.3

Ａ
　
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

Ｃ

Ｄ

子ども医療費の助成額
千円

287,637 290,641 258,000
258,000 258,000

実際に支給した額 287,127 281,315 219,939

95.0
95.0 95.0

登録している子どもの数/15歳以下の子どもの総数（3月1日現在） 98.4 98.6

受給資格登録者率

98.8

140,000
140,000 140,000

子ども医療費申請書の件数及び医療費明細書の件数 167,348 164,763 120,842
活
 

動
 

指
 

標

①
子ども医療費支給件数

件
165,000 170,000

②

③

対
象
指
標

①
15歳以下の子どもの数

人
11,480 11,422

②

11,000

0

△ 56,384

受益者負担率（⑩÷⑤）

目標(見込)値 目標(見込)値 目標(見込)値

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり

266,690 267,321 233,759 210,937

11,08411,343 11,172

14 8 9 8

計画(見込)値 計画(見込)値
実績値 実績値 実績値目

標

設

定

・

実

績

区分
指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）
単　位

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

11,000 11,000
登録している子どもの数(3月1日現在)

△ 0.24人

0

吉川市単独

5,2266,398 5,226 △ 1,967

2,295

258,554 258,554

293,543 293,543

0

0

7,194

0.93人 0.93人 0.81人 0.69人

県  補  助  率

34,979

6,398 5,226 △ 1,967 5,226

0

1,708 2,295

0.69人 0.69人

286,022

7,222 7,194 5,226

34,979

ひとり親家庭等医療費支給事業

決算(千円) 予算(千円) 決算(千円) 増減額(千円) 当初(千円) 計画(千円)
平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度
決算(千円)

前年度事務事業

区　　　　　分区分

国  補  助  率

38,062 35,542 31,891 26,952 △ 8,590

業務プロセス
（№・名称）

　 　 有 　 　無
303204

・対象者の受給資格登録を行い、資格証を交付する。
・対象者の医療費（保険負担分）を助成する。

0

1,985 1,825 1,339

304,766 302,871 265,659 237,897

295,836 293,692 257,436 231,332 △ 62,360

△ 646

△ 64,974

7,222

個別計画の位置付け 子ども・子育て支援事業計画

第２章 元気・健やか・幸せのまちづくり（健康福祉部門）

第２節 未来を育む児童福祉の推進

(2)子どもの健やかな成長の支援

施　　　　策 直接事業費

1010

執 行 方 法 直営

30420401 子ども医療費受給資格証交付申請

286,022

30420404 子ども医療費支給申請

5,226

目
　
　
　
的

対　　象
（誰を、何を）

（直接の対象）15歳に達する日以後最初の3月31日に達する
までの子ども
（最終的な対象）その保護者

手　　段
（どのような

事業を行うのか)意　　図
(対象にどの
ような状態に
なってほしい

のか)

00 15 0歳から15歳に達する年度末まで

子どもの医療費を支給することにより、子育て中の家庭の経
済的負担を軽減させる。

対象年齢

昭和48年度 未設定

　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

施策小項目

事業年齢 47歳

一般会計予
算
科
目

会計区分

医療費支給事業

款 項

目 細目

児童福祉費民生費
市まち･ひと･しごと

創生総合戦略との関連
基本目標１『子どもの笑顔と活気でまちを満たす』 児童福祉総務費

と
の
関
係

基
本
計
画

関連付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無 事 業 区 分

まちづくり目標

令和2年度 事 務 事 業 評 価 シ ー ト No. 3032 03

実施計画の位置付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事務事業の性質

根拠法令等 吉川市子ども医療費支給に関する条例基

　
　
本

　
　
事

　
　
項

事務事業名 子子どどもも医医療療費費支支給給事事業業
所管部署名

事前評価日 令和2年11月30日 事前評価責任者 櫻井　健一

事 業 期 間

類 似 事 業

　　　毎年度繰り返し　 　  　単年度　　　  　複数年度

こども福祉部 子育て支援課 子ども給付係

Copyright(C)2020 Yoshikawa City office.all rights reserved

民生費 / 児童福祉費 / 児童福祉総務費

子ども医療費支給事業（令和2年度実績）

件 円

件 円

件 円

活動指標　を単位として換算 単位 ： 円/件

　　  あり　     　 なし

（増加目標指標）

（増加目標指標） 概ね達成された

令和2年度 単位当たりコスト換算指標 平成30年度

子ども医療費支給件数
98.63%

平成30年度

評

価

年

度

の

主

な

取

組

吉川市子ども医療費支給に関する条例に基づいているため、妥当である。

事

業

評

価

評価指標　（指標性質）

終了・完了

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針    拡　大

説   明

二次評価日

一 次 評 価 責 任 者 櫻井　健一

他の事業に統合 　廃止・休止

     縮　小

今後の方針

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

一次評価日 令和3年5月28日

　現状のまま継続

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

　現状のまま継続

受給資格登録者率①

ほぼ変動していない

100.94%
令和元年度

★★★★ ★★★★

　　  あり　　      なし

改

革

改

善

これまでの
改革・改善内容

平成28年度から市内医療機関での受診に係る子ども医療費の審査支払委託事務を外部委託したことにより、事務負担の軽減と効率化、事務費
の縮減を図ることができた。

事業を取り巻く環境
やニーズの変化

リスク（マイナス要素） 機会（プラス要素）

新型コロナウイルスの影響を受け、医療機関を受診することによる感染
を懸念するなど、受診を控える傾向があり、受けるべき医療を受けてい
ない可能性がある。

新型コロナウイルスの感染拡大の影響から衛生観念が高まり、感染症
にり患するリスクが軽減され、医療機関の受診が減少する。

子ども医療費支給の制度・請求等に関する市ホームページによる情報発信や、市内各サービスセンターでの申請、郵送による医療費の申請を
引き続き受付け、制度利用の機会をより身近に提供できるよう引き続き実施していく。行財政改革大綱

との関連
（点検・確認）

効

率

性

★★★★★

　　  妥当　　　　要検討
役割分担

（行政関与）

変動率

子育て世帯の経済的負担の軽減を図り、子どもが必要な医療を受けられるようになる
ことから、現時点において受益者負担を求めることは難しい。県費補助対象の拡大な
どについては引き続き市長会等を通じて求めていく。

該当者に対しては制度を周知しており、成果向上は難しいものの、子育て世帯が安
心して必要な医療を受けられることから有効性は高い。また、直接的な経済支援を
行っていることから、基本計画の「子どもの健やかな成長の支援」の実施に貢献して
いる。

概ね達成された

概ね達成された

成果向上の
余地

　　  あり　　　 　なし

令和元年度

① 子ども医療費支給件数

上位施策へ
の貢献度

107.10%
若干減少している

達成された
99.09%

★★★★★

99.30%

1,968.66 円 1,821.15 円 1,838.22 円

成果
指標

104.00%

101.42% 96.92%

区　　　分

対象・手段   　　妥当　　    要検討
子育て支援のひとつとして行政が医療費を助成することで、子育て世帯の経済的負担が軽減され、子どもが必要な
医療を必要な時に受けられるようになるため、妥当である。

意　　　図 　　  妥当　   　 要検討

▲活動　　●成果

活動
指標

86.32%
★★★★

有

効

性

目
標
達
成
度

評価結果 判断理由（特記事項）

妥

当

性

概ね達成された

他の事業に統合 　廃止・休止

令和3年6月23日

   改善のうえで継続

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

今後の方針    改善のうえで継続

効率化
二
次
評
価

終了・完了

効率化
（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

★★★★

令和2年度

　　  あり　　     なし
受益者負担

適正化
の余地

コスト改善
の余地

種別

単位当たり
コスト

変動率 若干増加している

達成された

支給件数 支給総額 医療費期間証明事務件数 事務報償費支払い額

入院 489 18,048,096

2,174件 217,400円通院 121,127 201,849,192

合計 121,616 219,897,288

50%

75%

100%

125%

150%

H30 R1 R2

80%

100%

120%

H30 R1 R2
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～

　法定受託事務 自治事務

　 　 有 　 　無

 　   有 　 　無

　 　 有 　 　無

　 　 有 　 　無

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

補　助　・　単　独　区　分

　

こども福祉部 子育て支援課 子育て支援センター

令和2年度 事 務 事 業 評 価 シ ー ト No. 3034 01

実施計画の位置付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事務事業の性質

根拠法令等 児童福祉法基

　
　
本

　
　
事

　
　
項

事務事業名 子子育育てて支支援援セセンンタターー運運営営事事業業
所管部署名

事前評価日 令和2年11月30日 事前評価責任者 櫻井　健一

事 業 期 間

類 似 事 業

　　　毎年度繰り返し　 　  　単年度　　　  　複数年度

平成14年度 未設定

　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

施策小項目

事業年齢 18歳

一般会計予
算
科
目

会計区分

子育て支援センター等運営事業

款 項

目 細目

児童福祉費民生費
市まち･ひと･しごと

創生総合戦略との関連
基本目標１『子どもの笑顔と活気でまちを満たす』 児童福祉総務費

と
の
関
係

基
本
計
画

関連付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無 事 業 区 分

まちづくり目標

目
　
　
　
的

対　　象
（誰を、何を）

乳幼児をもつ子育て中の保護者とその子ども

手　　段
（どのような

事業を行うのか)意　　図
(対象にどの
ような状態に
なってほしい

のか)

00 06 0歳から就学前の子（とその保護者）

・子育てに関する悩みを軽減することができるようになる。
・保護者同士や子ども同士の交流が出来るようになる。

対象年齢

個別計画の位置付け 子ども・子育て支援事業計画

第２章 元気・健やか・幸せのまちづくり（健康福祉部門）

第２節 未来を育む児童福祉の推進

(1)地域における子育ての支援

施　　　　策 直接事業費

1/3

1/3 1/3

1/3

執 行 方 法 市民等協働 運営自体は委託しているが、様々な場面で協働しながら事業実施

30311003 子育て支援拠点の運営委託

16,212

12,952

業務プロセス
（№・名称）

　 　 有 　 　無
303401

子育て中の保護者が子どもと一緒にふらっと立ち寄れる場所
を提供する。
・子育てに関する様々な情報を提供する。
・子育てに関する相談を受け付ける。
・子育て講座、出前講座等を実施する。

1,116 8,858 8,858

30,977 25,549 26,874 30,712

14,591 17,041 18,185 17,760 720

0

5,163

16,386

8,858

決算(千円) 予算(千円) 決算(千円) 増減額(千円) 当初(千円) 計画(千円)
平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度
決算(千円)

前年度事務事業

区　　　　　分区分

国  補  助  率

8,585 8,776 8,743 9,902 1,126

8,689 12,952 4,443 12,952

0

1.71人 1.71人

16,212

16,386 8,509 12,952

8,858

1/3 1/3 1/3 1/3

8,585 8,776 8,743 9,892

8,509

2.11人 1.10人 1.10人 1.71人

県  補  助  率 1/3 1/3 1/3 1/3

0.61人

0

吉川市単独

12,9528,689 12,952 4,443

11,448 11,448

29,164 29,164

0

0

計画(見込)値 計画(見込)値
実績値 実績値 実績値目

標

設

定

・

実

績

区分
指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）
単　位

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

4,500 4,500
3月31日現在の6歳以下の子どもの総数

4,900

0

2,921

受益者負担率（⑩÷⑤）

目標(見込)値 目標(見込)値 目標(見込)値

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり

13,807 7,997 9,388 10,918

4,4734,740 4,596
対
象
指
標

①
子育て支援拠点を利用することができる対象者

人
4,900 4,900

②

245
245 245

年間開催日数 244 239 241
活
 

動
 

指
 

標

①
子育て支援センター（おあしす）開催日数

日
245 245

②
子育て支援センター（美南・中央）開催日数

日
490

③

490 490
490

3,787

490
486 478 486

21,250 21,250
21,250 21,250

各講座などを含む年間利用者数 17,985 15,709 8,579

8,900
8,900 8,900

各講座などを含む年間利用者数 8,803 9,474

年間開催日数

子育て支援センター（おあしす）利用者

Ａ
　
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

Ｃ

Ｄ

子育て支援センター（美南・中央）利用者
人

21,250

投

入

資

源

人　　　件　　　費

正職員人件費

会計年度任用職員人件費

受益者負担額（使用料・手数料等）

そ   　の    他 

市　      　  債

県  支  出  金

国  庫　支　出　金

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

コ ス ト 対 象 外  (除外)

間　 接　 経 　費　(加算)

Ｂ
　
特
定
財
源

事　　　業  　　費

成
果
指
標

①

②

正職員投入人員

人
8,700 8,850

Copyright(C)2020 Yoshikawa City office.all rights reserved

民生費 / 児童福祉費 / 児童福祉総務費

★★★★

令和2年度

　　  あり　　     なし
受益者負担

適正化
の余地

コスト改善
の余地

種別

単位当たり
コスト

変動率 増加している

達成度が低い

今後の方針    改善のうえで継続

効率化
二
次
評
価

終了・完了

効率化
（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

   改善のうえで継続

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

他の事業に統合 　廃止・休止

令和3年6月23日

99.59% 97.55%

区　　　分

対象・手段   　　妥当　　    要検討
児童福祉法第6条の3第6項に定める対象者である乳児又は幼児及びその保護者が相互の交流を行う場所として開
設しており、妥当である。

意　　　図 　　  妥当　   　 要検討

▲活動　　●成果

活動
指標

98.37%
★★★★

有

効

性

目
標
達
成
度

評価結果 判断理由（特記事項）

妥

当

性

概ね達成された

　　  妥当　　　　要検討
役割分担

（行政関与）

変動率

地域子育て支援拠点を事業内容の充実とコスト改善の観点から運営しており、改善
の余地はない。また、受益者負担は求めない事業であるため、適正化の余地はな
い。

新たな事業展開、活動の周知を積極的に行うことにより、成果向上の余地はある。な
お、当事業は、総合振興計画の「地域における子育ての支援」に寄与する事業であ
り、貢献度は高い。新型コロナウイルス感染拡大防止のため、子育て支援センターに
一度に入室できる利用者の組数を減らした為、利用人数が少なくなっている。

概ね達成された

達成された

成果向上の
余地

　　  あり　　　 　なし

令和元年度

① 子育て支援センター（おあしす）開催日数

上位施策へ
の貢献度

119.21%
ほぼ変動していない

概ね達成された

101.18%

★★★★

107.05%

127,434.38 円 126,956.60 円 106,899.83 円

成果
指標

42.55%
子育て支援センター（おあしす）利用者①

減少している
84.20%

令和元年度

★★★★★ ★★★★★

　　  あり　　      なし

改

革

改

善

これまでの
改革・改善内容

子育て支援センターから遠い地域では、参加しにくい親子もいるため、3か所の子育て支援センターが、各地域の公共施設に出向いて、親子が
楽しめる講座を実施した。

事業を取り巻く環境
やニーズの変化

リスク（マイナス要素） 機会（プラス要素）

新型コロナウイルス感染拡大を防止する観点から、オンライン相談等の
ニーズが増加すると思われる。

オンラインでの相談や講座の開催が増えることで、新型コロナウイルス
感染拡大防止につながると思われる。

3ヶ所の子育て支援センターが協働で実施する「合同イベント」は、オンラインで実施し、各子育て支援センターの特徴を生かしながら有効な事業
を実施するとともに、協力体制を強化する。また、新型コロナウイルス感染拡大を防止する観点から、オンライン相談を広く周知していく。行財政改革大綱

との関連
（点検・確認）

効

率

性

★★

終了・完了

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針    拡　大

説   明

二次評価日

一 次 評 価 責 任 者 櫻井　健一

他の事業に統合 　廃止・休止

     縮　小

今後の方針

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

一次評価日 令和3年5月28日

　現状のまま継続

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

　現状のまま継続

活動指標　を単位として換算 単位 ： 円/日

　　  あり　     　 なし

（増加目標指標）

（増加目標指標） 達成された

令和2年度 単位当たりコスト換算指標 平成30年度

子育て支援センター（おあしす）開催日数
99.72%

平成30年度

評

価

年

度

の

主

な

取

組

当事業は、児童福祉法第6条の3第6項に基づく地域子育て支援拠点事業であり、行政がその役割を担うことは妥当
である。

事

業

評

価

評価指標　（指標性質）

１　吉川市子育て支援センター（おあしす内）
　・主な実施事業：子育て相談、各種子育て講座、子育てサークル支援、備品貸出、保育ボランティアの養成・派遣
　・年間開所日数：241回、延べ利用者数3787人
　・出前講座…場所：おあしす、旭地区センター、東部地区公民館　回数：7回、参加者数：88人
２　美南子育て支援センター（美南小学校内）
　・主な実施事業：はてな広場、アレルギーサロン、国際交流ハローサロン、食育講座等
　・年間開所日数：243回、延べ利用者数4831人
　・出前講座…場所：視聴覚ライブラリー、児童館ワンダーランド、　回数：4回、参加者数：83人
３　中央子育て支援センター（吉川団地名店街内）
　・主な実施事業：はてな広場、アレルギーサロン、国際交流ハローサロン等
　・年間開所日数：243日、延べ利用者3604人
　・出前講座…場所：平沼地区公民館、　回数：3回、参加者数：61人
４　合同イベント
　3カ所の子育て支援センターが年1回、合同で事業を実施
　・実施日：令和2年12月15日
　・内容：子育て支援センターオンラインつながりタイ♡ム（クリスマス会）
　・場所：おあしす　参加者数：大人20人、子ども26人

50%

75%

100%

125%

150%

H30 R1 R2

80%

100%

120%

H30 R1 R2
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～

　法定受託事務 自治事務

　 　 有 　 　無

 　   有 　 　無

　 　 有 　 　無

　 　 有 　 　無

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

補　助　・　単　独　区　分

　

投

入

資

源

人　　　件　　　費

正職員人件費

会計年度任用職員人件費

受益者負担額（使用料・手数料等）

そ   　の    他 

市　      　  債

県  支  出  金

国  庫　支　出　金

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

コ ス ト 対 象 外  (除外)

間　 接　 経 　費　(加算)

Ｂ
　
特
定
財
源

事　　　業  　　費

成
果
指
標

①

②

正職員投入人員

人
400 400

1

Ａ
　
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

Ｃ

Ｄ

送迎保育利用者数
人

3,000

1 1

3,000 3,000
1,906 1,906

各年度の延べ利用人数 3,392 1,446 881

400
169 169

各年度の延べ利用人数 316 169

各年度の送迎保育室の開室数

病児・病後児保育利用者数

1 1
1

13

1

282
285 285

各年度の病児・病後児保育室の実開室日数 178 110 14
活
 

動
 

指
 

標

①
病児・病後児保育室の実開室日数

日
282 289

②
送迎保育室の開室数

所
1

③

対
象
指
標

①
保育所の入所申込者数

人
2,700 2,700

②

2,700

0

46,204

受益者負担率（⑩÷⑤）

569

目標(見込)値 目標(見込)値 目標(見込)値

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり

11,771 15,389 17,379 61,593

2.45%

2,3961,993 2,644

計画(見込)値 計画(見込)値
実績値 実績値 実績値目

標

設

定

・

実

績

区分
指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）
単　位

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

2,400 2,400
各年度の延べ利用申込者数

5.01人

1,949

0.98% 0.13% 0.04% 0.54%

吉川市単独

43,3232,133 43,323 37,831

56,825 69,433

69,734 82,342

286 45 26 △ 260 375

0

5,492

0.25人 0.71人 0.27人 5.72人

県  補  助  率 1/3 1/3 1/3 1/3

4,910

1/3 1/3 1/3 1/3

6,770 9,255 13,179 7,624

4,149 45,272 39,780 45,800

1,949 2,477

0

2,4772,016

5.72人 5.72人

36,542

1,942 5,492 45,800

4,910

決算(千円) 予算(千円) 決算(千円) 増減額(千円) 当初(千円) 計画(千円)
平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度
決算(千円)

前年度事務事業

区　　　　　分区分

国  補  助  率

4,106 4,203 5,345 4,910 707

業務プロセス
（№・名称）

　 　 有 　 　無
304102

①市内医療機関に委託し、病児・病後児の一時預かりを実施
する。
②市内で認可保育所を運営する社会福祉法人に委託し、送
迎保育を実施する。
③民間認可保育園協議会と保育の質向上PTを設置し、保育
スケール検討、研修、巡回支援、改善発表会等を実施する。

△ 1,631 7,624 7,624

23,216 29,133 35,948 74,153

21,274 23,642 31,799 28,881 5,240

0

45,020

1,942

個別計画の位置付け 子ども・子育て支援事業計画

第２章 元気・健やか・幸せのまちづくり（健康福祉部門）

第２節 未来を育む児童福祉の推進

(3)子育て環境の整備

施　　　　策 直接事業費

375

0.46%

1/3

1/3 1/3

1/3

執 行 方 法 一部委託 一部事業を民間に委託

30410601 病児・病後児保育の利用者の決定

23,934

30410701 送迎保育事業者認定

43,323

目
　
　
　
的

対　　象
（誰を、何を）

①認可保育施設
②保育を必要とする児童と保護者

手　　段
（どのような

事業を行うのか)意　　図
(対象にどの
ような状態に
なってほしい

のか)

00 99 就学前児童・保護者

①認可保育施設の保育の質が向上する。
②保育を必要とする児童の保護者が安心して就労等ができ
る。

対象年齢

平成30年度 未設定

　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

施策小項目

事業年齢 2歳

一般会計予
算
科
目

会計区分

保育充実事業

款 項

目 細目

児童福祉費民生費
市まち･ひと･しごと

創生総合戦略との関連
基本目標１『子どもの笑顔と活気でまちを満たす』 児童福祉総務費

と
の
関
係

基
本
計
画

関連付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無 事 業 区 分

まちづくり目標

令和2年度 事 務 事 業 評 価 シ ー ト No. 3041 01

実施計画の位置付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事務事業の性質

根拠法令等 児童福祉法、子ども・子育て支援法基

　
　
本

　
　
事

　
　
項

事務事業名 保保育育充充実実事事業業
所管部署名

事前評価日 令和2年11月30日 事前評価責任者 島村　善和

事 業 期 間

類 似 事 業

　　　毎年度繰り返し　 　  　単年度　　　  　複数年度

こども福祉部 保育幼稚園課 保育幼稚園係

Copyright(C)2020 Yoshikawa City office.all rights reserved

民生費 / 児童福祉費 / 児童福祉総務費

１　病児・病後児保育室の概要

　(1)　内容　病中又は病気回復期の園児を病院内に設置した保育室で一時的に保育を行う。

　(2)　設置場所　埼葛クリニック内

　(3)　保育時間　月～土　午前8時～午後6時

　(4)　対象　市内在住又は市内の保育施設、小学校等に通う生後3か月から小学校3年生までの児童生徒

２　送迎保育の概要

　(1)　内容　やむ得ない理由により在籍保育所の開所時間内に送迎が難しい保護者を対象に在籍園と送迎拠点を送迎する。

　(2)　設置場所　コビープリスクールよしかわステーション

　(3)　対象　市内認可保育所に通う満1歳以上の児童で、保育標準時間認定で延長保育を利用しており、開所時間内の送迎が難しい保護者

対象指標を単位として換算 単位 ： 円/人

　　  あり　     　 なし

（増加目標指標）

（増加目標指標） 達成された

令和2年度 単位当たりコスト換算指標 平成30年度

保育所の入所申込者数

平成30年度

評

価

年

度

の

主

な

取

組

病児・病後児保育事業については、民間が実施することは可能であるが、採算性の高い事業ではないため、市が引
き続き役割を果たす必要がある。

事

業

評

価

評価指標　（指標性質）

終了・完了

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針    拡　大

説   明

二次評価日

一 次 評 価 責 任 者 島村　善和

他の事業に統合 　廃止・休止

     縮　小

・サービスの利用手続きの電子申請化など利便性の向上を図る。
・保育所巡回支援など保育の質向上の取組を引き続き進めていく。

今後の方針

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

一次評価日 令和3年5月28日

　現状のまま継続

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

　現状のまま継続

送迎保育利用者数②

若干減少している

94.59%
令和元年度

★★★★★ ★★

　　  あり　　      なし

改

革

改

善

これまでの
改革・改善内容

令和2年度に要綱改正を行い、送迎保育の対象に令和3年度から小規模保育事業所を加えた。

事業を取り巻く環境
やニーズの変化

リスク（マイナス要素） 機会（プラス要素）

病児・病後児保育事業は、新型コロナウイルス感染対策の影響から在
宅勤務等就労形態が変化しており、家庭保育が可能となる保護者が増
えたことが伺える。

病児・病後児保育事業の利用者が減ることで、相談支援など他の役割
の充実を検討する機会が得られる。

関連：「１．効率的な行政運営➊業務の標準化・最適化」、「２．効果的な公共サービス❷市民の利便性向上」
病児・病後児保育室の申請等について令和3年度中に電子申請化を図る。行財政改革大綱

との関連
（点検・確認）

効

率

性

★

　　  妥当　　　　要検討
役割分担

（行政関与）

変動率

病児・病後児保育及び送迎保育については、事業費の大部分を人件費が占めてお
り、適正化の余地は少ない。

病児・病後児保育については、事業内容を周知することで利用者の増加が見込める
ため、成果向上の余地はある。
病児・病後児保育、送迎保育を実施することで、子育て支援の充実につながり、総合
振興計画、総合戦略など上位施策への貢献度は高い。

達成された

達成度が低い

成果向上の
余地

　　  あり　　　 　なし

令和元年度

② 送迎保育室の開室数

上位施策へ
の貢献度

280.88%

達成された
113.07%

★★★★★

48.20%

30,948.78 円 11,648.53 円 11,018.67 円

成果
指標

29.37%

100.00% 100.00%

区　　　分

対象・手段   　　妥当　　    要検討
病児・病後児保育は、病気又は病気回復期にあり、保育所等での集団保育が困難な児童を一時的に預かることで、
やむを得ず保護者の就労等により保育を必要とする児童の保育が行えるとともに、保護者の子育て支援につなが
る。また、送迎保育については、保護者の保育所選択の幅が広がり、保育サービスの利便性向上につながるもので
あり、対象・手段、意図ともに妥当である。

意　　　図 　　  妥当　   　 要検討

▲活動　　●成果

活動
指標

100.00%
★★★★★

有

効

性

目
標
達
成
度

評価結果 判断理由（特記事項）

妥

当

性

達成された

他の事業に統合 　廃止・休止

・サービスの利用手続きの電子申請化など利便性の向上を図る。
・保育所巡回支援など保育の質向上の取組を引き続き進めていく。

令和3年6月22日

   改善のうえで継続

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

今後の方針    改善のうえで継続

効率化
二
次
評
価

終了・完了

効率化
（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

★★★★★

令和2年度

　　  あり　　     なし
受益者負担

適正化
の余地

コスト改善
の余地

種別

単位当たり
コスト

変動率 増加している

達成度がかなり低い

50%

75%

100%

125%

150%

H30 R1 R2

80%

100%

120%

H30 R1 R2

Copyright(C)2020 Yoshikawa City office.all rights reserved
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～

　法定受託事務 自治事務

　 　 有 　 　無

 　   有 　 　無

　 　 有 　 　無

　 　 有 　 　無

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

補　助　・　単　独　区　分

　

投

入

資

源

Ｂ
　
特
定
財
源

事　　　業  　　費

成
果
指
標

①

②
支給対象児童数／18歳以下の児童数

支給対象児童数
③

対
象
指
標

①
児童扶養手当受給資格者数

7,194

0.90人 0.93人

Ａ
　
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

Ｃ

人　　　件　　　費

正職員人件費

会計年度任用職員人件費

受益者負担額（使用料・手数料等）

そ   　の    他 

市　      　  債

県  支  出  金

国  庫　支　出　金

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

コ ス ト 対 象 外  (除外)

間　 接　 経 　費　(加算)

正職員投入人員

人
0 0

1 1 1

5.9 5.9
6.0 6.0

Ｄ

支給対象者率
%

6.1

0
一部支給停止事由に該当した受給者数（減額適用） 2 2

人
830 810 810

制度概要の広報掲載回数

一部支給停止事由該当者数（減額適用）

1 1
1

733 685

0
0

1

5.5 5.3 5.0

1

530
500 500

受給資格者数から停止者数を引いた数（3月1日現在） 508 474 442
活
 

動
 

指
 

標

①
受給者数

人
550 530

②
広報掲載回数

回
1

750 750
3月1日現在の人数 763

人
600 600

②
市内児童数（18歳以下）

人
14,000

3月1日現在の18歳以下の子どもの総数 13,814 13,597 13,416

600

0

△ 46,926

受益者負担率（⑩÷⑤）

目標(見込)値 目標(見込)値 目標(見込)値

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり

164,122 202,269 154,363 155,343

511584 544

40

計画(見込)値 計画(見込)値
実績値 実績値 実績値目

標

設

定

・

実

績

区分
指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）
単　位

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

13,850 13,850
13,700 13,700

550 550
3月1日現在の人数

0.36人

0

吉川市単独

9,7705,845 9,770 2,577

2,502

164,348 164,348

240,287 240,287

0

0

0.74人 1.29人

県  補  助  率

1/3 1/3 1/3 1/3

77,547 96,300 73,223 73,223

5,845 9,770 2,577 9,770

0

1,876 2,502

1.29人 1.29人

228,015

6,989 7,194 9,770

決算(千円) 予算(千円) 決算(千円) 増減額(千円) 当初(千円) 計画(千円)
平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度
決算(千円)

前年度事務事業

区　　　　　分区分

国  補  助  率

0

業務プロセス
（№・名称）

　 　 有 　 　無
303207

・制度の周知を図る。（広報・ホームページ）
・年1回（8月）現況届により手当額を判定する。
・年6回手当を支給する（令和元年度より）。

△ 23,077 75,939 75,939

1,984 1,691 2,503

241,709 298,569 227,586 228,566

232,844 289,391 220,050 216,292 △ 73,099

519

△ 70,003

6,989

個別計画の位置付け 子ども・子育て支援事業計画

第２章 元気・健やか・幸せのまちづくり（健康福祉部門）

第２節 未来を育む児童福祉の推進

(2)子どもの健やかな成長の支援

施　　　　策 直接事業費

1/3 1/3

執 行 方 法 一部委託 電算システムを一部委託

30420701 児童扶養手当認定請求

228,015

30420705 児童扶養手当現況届

9,770

目
　
　
　
的

対　　象
（誰を、何を）

（直接の対象）
父又は母がいない、父又は母に一定の障がいがある等で18歳到達後最初の
年度末までの児童（一定の障がいがある場合は20歳未満）を養育するひとり
家庭等

手　　段
（どのような

事業を行うのか)意　　図
(対象にどの
ような状態に
なってほしい

のか)

00 18 18歳到達後最初の年度末（または20歳未満）

手当を支給することにより、ひとり親家庭等の生活の安定と
自立の促進が図られる。

対象年齢

昭和37年度 令和2年度

　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

施策小項目

事業年齢 58歳

一般会計予
算
科
目

会計区分

児童扶養手当支給事業

款 項

目 細目

児童福祉費民生費
市まち･ひと･しごと

創生総合戦略との関連
基本目標１『子どもの笑顔と活気でまちを満たす』 児童措置費

と
の
関
係

基
本
計
画

関連付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無 事 業 区 分

まちづくり目標

令和2年度 事 務 事 業 評 価 シ ー ト No. 3032 06

実施計画の位置付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事務事業の性質

根拠法令等 児童扶養手当法基

　
　
本

　
　
事

　
　
項

事務事業名 児児童童扶扶養養手手当当支支給給事事業業
所管部署名

事前評価日 令和2年11月30日 事前評価責任者 櫻井　健一

事 業 期 間

類 似 事 業

　　　毎年度繰り返し　 　  　単年度　　　  　複数年度

こども福祉部 子育て支援課 子ども給付係

Copyright(C)2020 Yoshikawa City office.all rights reserved

民生費 / 児童福祉費 / 児童措置費

令和２年度

（１）児童扶養手当支給事業

（２）受付件数

※年齢到達を除く

215,948,070円

支給総額

2,671人

認定

喪失

63件

43件

活動指標　を単位として換算 単位 ： 円/人

　　  あり　     　 なし

（増加目標指標）

（増加目標指標） 概ね達成された

令和2年度 単位当たりコスト換算指標 平成30年度

受給者数
99.67%

平成30年度

評

価

年

度

の

主

な

取

組

市で所有する情報や対象者本人からの聞き取りを要するなど、市民と近い距離にある自治体が行う事務として妥当
である。（児童扶養手当法に基づいて実施）

事

業

評

価

評価指標　（指標性質）

支給人数

効

率

性

★★★★

説   明

二次評価日

一 次 評 価 責 任 者 櫻井　健一

他の事業に統合 　廃止・休止

     縮　小

今後の方針

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

一次評価日 令和3年5月28日

　現状のまま継続

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

　現状のまま継続

　　  あり　　     なし
受益者負担

適正化
の余地

コスト改善
の余地

単位当たり
コスト

変動率

終了・完了

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針    拡　大

改

革

改

善

これまでの
改革・改善内容

平成17年度から母子自立支援員を設置（法改正により平成26年度から母子・父子自立支援員）し、制度の案内と併せて就業案内等、ひとり親家
庭等への自立の促進を行っている。平成28年5月の法改正により、平成28年8月分から、第2子及び第3子以降の加算額が最大で倍額に増額さ
れた。令和2年10月の法改正により、令和3年3月認定分から、児童扶養手当と障害基礎年金等との併給調整の見直しが行われた。

事業を取り巻く環境
やニーズの変化

リスク（マイナス要素） 機会（プラス要素）

新型コロナウイルス感染症による影響が長期化していることにより、失
業や収入減少、食費等による支出の増加の影響を受け、子育ての負担
も一人で担っているため、心身共に大きな困難を抱えている。

ひとり親家庭等の将来的な自立のために手当の支給を始め、相談体制
の整備、ひとり親の自立支援給付などにより、複合的に自立を促進する
機会をつくる。

広報やホームページなどによる、制度の周知及び案内。他部署との情報共有により、必要な人に必要な支援を提供できるよう実施。
行財政改革大綱

との関連
（点検・確認）

475,805.18 円 629,891.89 円

   改善のうえで継続

成果
指標

84.75%
支給対象者率②

増加している
132.38%

令和元年度

★★★★ ★★★★

　　  あり　　      なし

　　  妥当　　　　要検討
役割分担

（行政関与）

変動率

経費の大半が扶助費であるため、コスト改善の余地はない。また、所得に応じた手当
支給事業であるため受益者負担の余地はない。

対象家庭と見込まれる場合には、制度を周知することで成果の向上が見込まれる。
手当支給という直接的な経済支援であり、自立の促進を図れることからも総合的な子
育て支援策として有効性は高い。

概ね達成された

概ね達成された

成果向上の
余地

　　  あり　　　 　なし

令和元年度

① 受給者数

上位施策へ
の貢献度

82.10%
ほぼ変動していない

概ね達成された

90.16%

★★★★

89.83%

517,116.54 円

92.36% 89.43%

区　　　分

対象・手段   　　妥当　　    要検討
ひとり親家庭等の生活の安定と自立を支援するために、受給者の所得に応じた手当額を支給する経済的支援であ
り、妥当である。

意　　　図 　　  妥当　   　 要検討

▲活動　　●成果

活動
指標

83.40%
★★★★

有

効

性

目
標
達
成
度

評価結果 判断理由（特記事項）

★★★★

令和2年度種別

妥

当

性

概ね達成された

他の事業に統合 　廃止・休止

令和3年6月23日

今後の方針    改善のうえで継続

効率化
二
次
評
価

終了・完了

効率化
（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

減少している

概ね達成された

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

50%

75%

100%

125%

150%

H30 R1 R2

80%

100%

120%

H30 R1 R2
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～

　法定受託事務 自治事務

　 　 有 　 　無

 　   有 　 　無

　 　 有 　 　無

　 　 有 　 　無

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

補　助　・　単　独　区　分

　

こども福祉部 保育幼稚園課 施設運営係

令和2年度 事 務 事 業 評 価 シ ー ト No. 3042 01

実施計画の位置付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事務事業の性質

根拠法令等 子ども・子育て支援法基

　
　
本

　
　
事

　
　
項

事務事業名 市市立立保保育育所所管管理理運運営営事事業業
所管部署名

事前評価日 令和2年11月30日 事前評価責任者 島村　善和

事 業 期 間

類 似 事 業

　　　毎年度繰り返し　 　  　単年度　　　  　複数年度

昭和44年度 未設定

　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

施策小項目

事業年齢 51歳

一般会計予
算
科
目

会計区分

市立保育所運営事業

款 項

目 細目

児童福祉費民生費
市まち･ひと･しごと

創生総合戦略との関連
基本目標１『子どもの笑顔と活気でまちを満たす』 児童福祉施設費

と
の
関
係

基
本
計
画

関連付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無 事 業 区 分

まちづくり目標

目
　
　
　
的

対　　象
（誰を、何を）

保護者の就労などにより、保育を必要とする乳幼児

手　　段
（どのような

事業を行うのか)意　　図
(対象にどの
ような状態に
なってほしい

のか)

00 06 生後６か月以上の未就学児

児童の心身ともに健やかな育成が図られる。

対象年齢

個別計画の位置付け 子ども・子育て支援事業計画

第２章 元気・健やか・幸せのまちづくり（健康福祉部門）

第２節 未来を育む児童福祉の推進

(3)子育て環境の整備

施　　　　策 直接事業費

16,525

5.67%

12,988

1/21/2

12,988

執 行 方 法 直営

30410105 保育所入所申込

45,850

153,979

業務プロセス
（№・名称）

　 　 有 　 　無
304201

公立保育所2か所の管理運営

2,105   

1,659 2,136 2,295

242,471 230,459 265,635 232,572

75,146 63,967 43,205 38,519 △ 25,447

636

2,113

165,649

1,107

民間保育所保育委託事業

決算(千円) 予算(千円) 決算(千円) 増減額(千円) 当初(千円) 計画(千円)
平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度
決算(千円)

前年度事務事業

区　　　　　分区分

国  補  助  率

949 10,851 3,707 1,233 △ 9,618

220,294 191,757 26,924 237,879

37,778 83,900

0

83,900

1,676 2,047

54,889

20.33人 20.33人

51,691

165,649 164,833 237,879

1,107

4,162 2,105

164,833

21.33人 21.31人 20.94人 20.33人

県  補  助  率 1/2 1/2 1/2 1/2

△ 0.98人

37,778

11.61% 5.80% 5.09% 5.78%

吉川市単独

153,979165,405 153,979 △ 10,853

2,047

255,156 260,997

285,776 291,617

26,748 15,400 11,828 △ 14,920 16,525

0   

計画(見込)値 計画(見込)値
実績値 実績値 実績値目

標

設

定

・

実

績

区分
指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）
単　位

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

167 167
第一保育所及び第二保育所の定員数

167

846

23,700

受益者負担率（⑩÷⑤）

41,413

目標(見込)値 目標(見込)値 目標(見込)値

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり

193,413 185,978 231,880 209,678

17.08%

167167 167

6,696 6,882 10,486 7,728

対
象
指
標

①
市立保育所定員

人
167 167

②
　

　  

2,080
2,080 2,080

年間延べ入所児童数 2,113 1,861 1,866
活
 

動
 

指
 

標

①
入所児童数

人
2,080 2,080

②
　

　
③

95

　

110
110 110

年度末時点の市立保育所の定員（延べ数）に対する入所率 105 93

　

　

市立保育所入所率

Ａ
　
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

Ｃ

Ｄ

　

投

入

資

源

人　　　件　　　費

正職員人件費

会計年度任用職員人件費

受益者負担額（使用料・手数料等）

そ   　の    他 

市　      　  債

県  支  出  金

国  庫　支　出　金

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

コ ス ト 対 象 外  (除外)

間　 接　 経 　費　(加算)

Ｂ
　
特
定
財
源

事　　　業  　　費

成
果
指
標

①

②

正職員投入人員

%
110 110

Copyright(C)2020 Yoshikawa City office.all rights reserved

民生費 / 児童福祉費 / 児童福祉施設費

入所人数（年間延べ人数）

★★★★

令和2年度

　　  あり　　     なし
受益者負担

適正化
の余地

コスト改善
の余地

種別

単位当たり
コスト

変動率 ほぼ変動していない

概ね達成された

今後の方針    改善のうえで継続

効率化
二
次
評
価

終了・完了

効率化
（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

   改善のうえで継続

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

他の事業に統合 　廃止・休止

保育所業務へのＩＣＴ導入に向けた検討を行う。

令和3年6月22日

101.59% 89.47%

区　　　分

対象・手段   　　妥当　　    要検討
　対象、手段については、妥当である。
　意図については、保育を必要とする乳幼児の心身の育成としていることから、妥当であると考える。

意　　　図 　　  妥当　   　 要検討

▲活動　　●成果

活動
指標

89.71%
★★★★

有

効

性

目
標
達
成
度

評価結果 判断理由（特記事項）

妥

当

性

概ね達成された

　　  妥当　　　　要検討
役割分担

（行政関与）

変動率

　当事業は、人件費などの維持管理経費であり、コスト改善の余地は難しい。
　公立保育所及び民間保育所の保護者負担金については、国が定める基準額より低
く設定して、所得階層に応じて徴収しており、今後も国が定める基準額の改定に応じ
て、見直す余地はある。

　現在、待機児童対策として入所定員以上の乳幼児を受入れており、入所児童の増
員を図ることは不可能であるため、成果向上の余地はない。
　子育て世帯の就労支援や乳幼児の健全育成を目的としているため、上位施策への
貢献度は高い。

概ね達成された

概ね達成された

成果向上の
余地

　　  あり　　　 　なし

令和元年度

① 入所児童数

上位施策へ
の貢献度

100.65%
若干減少している

達成された
95.85%

★★★★★

84.92%

124,636.43 円 114,752.09 円 123,835.92 円

成果
指標

86.01%
市立保育所入所率①

若干増加している

107.92%
令和元年度

★★★★ ★★★★

　　  あり　　      なし

改

革

改

善

これまでの
改革・改善内容

子どもたちの安全・安心を確保するため、非耐震施設であった第二保育所の建て替えを行い、耐震化を図った。

事業を取り巻く環境
やニーズの変化

リスク（マイナス要素） 機会（プラス要素）

児童数が今後減少傾向となる。 　児童数が減少傾向となることで、児童１人当りに対して手厚い保育を
行うことが可能となり、保育の質の向上につながる。

保育所業務のＩＣＴ導入に向けて令和３年度から検討する予定。
行財政改革大綱

との関連
（点検・確認）

効

率

性

★★★★

終了・完了

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針    拡　大

説   明

二次評価日

一 次 評 価 責 任 者 島村　善和

他の事業に統合 　廃止・休止

     縮　小

保育所業務へのＩＣＴ導入に向けた検討を行う。

今後の方針

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

一次評価日 令和3年5月28日

　現状のまま継続

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

　現状のまま継続

活動指標　を単位として換算 単位 ： 円/人

　　  あり　     　 なし

（増加目標指標）

（増加目標指標） 概ね達成された

令和2年度 単位当たりコスト換算指標 平成30年度

入所児童数
90.67%

平成30年度

評

価

年

度

の

主

な

取

組

　平成30年度に公立保育所の役割について整理し、2園体制と決定したことから、役割分担について妥当であると考
える。

事

業

評

価

評価指標　（指標性質）

保育所 0歳児 1歳児 2歳児 3歳児 4歳児 5歳児 計

第一保育所 71 144 192 216 204 216 1,043

第二保育所 72 96 144 153 168 190 823

合計 143 240 336 369 372 406 1,866

50%

75%

100%

125%

150%

H30 R1 R2

80%

100%

120%

H30 R1 R2
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～

　法定受託事務 自治事務

　 　 有 　 　無

 　   有 　 　無

　 　 有 　 　無

　 　 有 　 　無

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

補　助　・　単　独　区　分

　

こども福祉部 保育幼稚園課 施設運営係

令和2年度 事 務 事 業 評 価 シ ー ト No. 3042 05

実施計画の位置付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事務事業の性質

根拠法令等 子ども・子育て支援法基

　
　
本

　
　
事

　
　
項

事務事業名 第第二二保保育育所所再再整整備備事事業業（（繰繰越越明明許許））
所管部署名

事前評価日 令和2年11月30日 事前評価責任者 島村　善和

事 業 期 間

類 似 事 業

　　　毎年度繰り返し　 　  　単年度　　　  　複数年度

平成30年度 令和2年度

　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

施策小項目

事業年齢 2歳

一般会計予
算
科
目

会計区分

市立保育所整備事業（繰越明許）

款 項

目 細目

児童福祉費民生費
市まち･ひと･しごと

創生総合戦略との関連
基本目標１『子どもの笑顔と活気でまちを満たす』 児童福祉施設費

と
の
関
係

基
本
計
画

関連付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無 事 業 区 分

まちづくり目標

目
　
　
　
的

対　　象
（誰を、何を）

第二保育所

手　　段
（どのような

事業を行うのか)意　　図
(対象にどの
ような状態に
なってほしい

のか)

- -

安心安全な保育環境の整備を図る。

対象年齢

個別計画の位置付け

第２章 元気・健やか・幸せのまちづくり（健康福祉部門）

第２節 未来を育む児童福祉の推進

(3)子育て環境の整備

施　　　　策 直接事業費

執 行 方 法 直営

0

業務プロセス
（№・名称）

　 　 有 　 　無

建設工事の実施
備品等の購入他各種契約

0

0 408,553 50,248 47,493

0 405,769 47,641 47,190 △ 358,579

0

△ 361,060

学童保育施設整備事業

決算(千円) 予算(千円) 決算(千円) 増減額(千円) 当初(千円) 計画(千円)
平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度
決算(千円)

前年度事務事業

区　　　　　分区分

国  補  助  率

0

2,607 303 △ 2,482

0

0

2,785

2,785

0.36人 0.33人 0.04人

県  補  助  率

336,400 42,900 42,100

△ 0.32人

0

吉川市単独

2,607 303 △ 2,482

0 0

0 0

0

△ 294,300

計画(見込)値 計画(見込)値
実績値 実績値 実績値目

標

設

定

・

実

績

区分
指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）
単　位

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

- -
再整備する施設の数

1

△ 50,464

△ 16,296

受益者負担率（⑩÷⑤）

目標(見込)値 目標(見込)値 目標(見込)値

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり

0 16,948 2,607 652

10 1

55,205 4,741 4,741

対
象
指
標

①
整備施設数

所
0 1

②
　

　

1
- -

契約の数（引越2、解体1、廃棄物処分2、建設2、備品購入1） 0 7 1

各種契約の契約数
件

0 8

　

　

　

建設事業全体の進捗率

100

100 100

　

活
 

動
 

指
 

標

①

②

③

 

- -
引越5%・廃棄5%・解体15%・建設50%・備品15%・引越5%・廃棄5% 75

投

入

資

源

人　　　件　　　費

正職員人件費

会計年度任用職員人件費

受益者負担額（使用料・手数料等）

そ   　の    他 

市　      　  債

県  支  出  金

国  庫　支　出　金

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

コ ス ト 対 象 外  (除外)

間　 接　 経 　費　(加算)

Ｂ
　
特
定
財
源

事　　　業  　　費

成
果
指
標

①

②

正職員投入人員

%

Ａ
　
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

Ｃ

Ｄ
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民生費 / 児童福祉費 / 児童福祉施設費

建物概要

　構造　軽量鉄骨２階建

これまでの
改革・改善内容

限られた期間内での解体および建設などを実施しなければならないことから、効率的な発注方法と契約時期を考慮し発注手続きを行った。

事業を取り巻く環境
やニーズの変化

リスク（マイナス要素）

児童数が今後減少傾向となる。

判断理由（特記事項）
・当該事業を遂行するために市が施工する手段については、妥当である。
・旧耐震で建設された旧園舎を建て替える意図は妥当である。

・当該事業を遂行するために市が施工することは妥当である。

（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

今後の方針

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針 　手段を改善（実施主体・手段の改善）

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

一次評価日 島村　善和

   拡　大      縮　小

　現状のまま継続

一 次 評 価 責 任 者

他の事業に統合   改善のうえで継続

二
次
評
価

今後の方針

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針 　手段を改善（実施主体・手段の改善）

説   明

二次評価日

終了・完了

   拡　大 効率化

　現状のまま継続 他の事業に統合 　廃止・休止

令和3年6月22日

種別

達成された

112.50%

対象・手段   　　妥当　　    要検討

意　　　図 　　  妥当　   　 要検討

▲活動　　●成果

活動
指標

100.00%
★★★★★

目
標
達
成
度

評価結果

達成された
★★★★★

令和2年度

改

革

改

善

機会（プラス要素）

保護者が安心して児童を預けられる環境となる。

★★★★★

　　  妥当　　　　要検討
役割分担

（行政関与）

変動率

達成された

達成度がやや低い

成果向上の
余地

　　  あり　　　 　なし

令和元年度

①

上位施策へ
の貢献度

81.37%

75.00%

47,492,960.00 円 58,364,773.14 円

成果
指標

行財政改革大綱
との関連

（点検・確認）

敷地面積 建築面積 延べ面積
床面積
（１階）

床面積
（２階）

　　  あり　　      なし

100.00%

　　  あり　　     なし

区　　　分

妥

当

性

有

効

性

①

　廃止・休止

     縮　小

令和3年5月28日

   改善のうえで継続

終了・完了

効率化

単位当たりコスト換算指標

各種契約の契約数

単位 ： 円/件

・全ての契約について、入札など正規の手続きを行っていることからコスト改善の余地
はない。
・建設事業のため、受益者負担の適正化の余地はない。

平成30年度

評

価

年

度

の

主

な

取

組

事

業

評

価

（ゼロ値目標指標）

建設事業全体の進捗率

（増加目標指標）
・新園舎での保育が開始され、これ以上の成果向上の余地はない。
・既存の場所での建て替えを実現した事業であることから上位施策への貢献度は高
い。

効

率

性

令和元年度

★★★

受益者負担
適正化
の余地

コスト改善
の余地

単位当たり
コスト

変動率 減少している

評価指標　（指標性質）

各種契約の契約数

園庭

1876.77㎡ 430.00㎡ 842.14㎡ 421.07㎡ 421.07㎡ 866㎡

活動指標　を単位として換算

　　  あり　     　 なし

令和2年度 平成30年度

50%

75%

100%

125%

150%

H30 R1 R2

80%

100%

120%

H30 R1 R2
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～

　法定受託事務 自治事務

　 　 有 　 　無

 　   有 　 　無

　 　 有 　 　無

　 　 有 　 　無

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

補　助　・　単　独　区　分

　

投

入

資

源

人　　　件　　　費

正職員人件費

会計年度任用職員人件費

受益者負担額（使用料・手数料等）

そ   　の    他 

市　      　  債

県  支  出  金

国  庫　支　出　金

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

コ ス ト 対 象 外  (除外)

間　 接　 経 　費　(加算)

Ｂ
　
特
定
財
源

事　　　業  　　費

成
果
指
標

①

②

正職員投入人員

人
0 0

8

Ａ
　
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

Ｃ

Ｄ

保育士不足で定員受入のできない保育所数
人

0

23 34

0 0
0 0

各年度末の保育士不足で定員受入のできない保育所の数 2 1 1

0
0 0

翌年4月1日現在の入所待ち児童数 8 3

保育所見学会の開催数
回

3 3 3

各年度の保育実習の受入人数（公立・民間）

入所待ち児童数

10 25
35

8

35

12
12 12

各年度の利用調整会議を開催した回数 12 12 12
活
 

動
 

指
 

標

①
利用調整会議の開催回数

回
12 12

②
保育実習の受入人数

人
1

1 1
各年度の保育所見学会の開催数 2 3 0

③

対
象
指
標

①
私立認可保育園の数

所
12 12

②
保育所の入所申込者数

人
2,700

各年度の延べ利用申込者数 1,993 2,644 2,396

12

0

△ 6,120

受益者負担率（⑩÷⑤）

248,793

目標(見込)値 目標(見込)値 目標(見込)値

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり

381,785 328,022 354,962 321,902

21.54%

1212 12

計画(見込)値 計画(見込)値
実績値 実績値 実績値目

標

設

定

・

実

績

区分
指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）
単　位

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

2,700 2,700
2,400 2,400

12 12
各年4月1日現在の市内の私立認可保育園の数

△ 1.64人

0

17.74% 7.55% 9.20% 9.68%

吉川市単独

6,13519,353 6,135 △ 12,816

9,112

346,779 346,779

1,305,488 1,305,488

211,277 93,765 112,523 △ 98,754 126,402

0

18,951

3.05人 2.45人 2.45人 0.81人

県  補  助  率 1/4 1/4 1/4 1/4

251,277

1/2 1/2 1/2 1/2

359,516 452,333 550,446 551,503

19,353 6,135 △ 12,816 6,135

0

3,351 9,112

0.81人 0.81人

1,290,241

23,686 18,951 6,135

251,277

決算(千円) 予算(千円) 決算(千円) 増減額(千円) 当初(千円) 計画(千円)
平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度
決算(千円)

前年度事務事業

区　　　　　分区分

国  補  助  率

165,085 199,166 243,569 237,185 38,019

業務プロセス
（№・名称）

　 　 有 　 　無
304101

社会福祉法人等に委託し、保育を提供する。

99,170 581,030 581,030

3,205 3,205 9,112

1,155,179 1,190,798 1,242,742 1,223,113

1,128,142 1,168,642 1,220,184 1,207,866 39,224

5,907

32,315

23,686

個別計画の位置付け 子ども・子育て支援事業計画

第２章 元気・健やか・幸せのまちづくり（健康福祉部門）

第２節 未来を育む児童福祉の推進

(3)子育て環境の整備

施　　　　策 直接事業費

126,402

9.68%

1/4

1/2 1/2

1/4

執 行 方 法 全部委託 民間保育所の運営法人に委託

30410601 病児・病後児保育の利用者の決定

1,290,241

30410701 送迎保育事業者認定

6,135

目
　
　
　
的

対　　象
（誰を、何を）

①私立認可保育園
②保育が必要な児童とその保護者

手　　段
（どのような

事業を行うのか)意　　図
(対象にどの
ような状態に
なってほしい

のか)

00 99 就学前児童・保護者

児童の健全育成が図られ、保護者は安心して就労等ができ
る機会が提供される。

対象年齢

昭和48年度 未設定

　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

施策小項目

事業年齢 47歳

一般会計予
算
科
目

会計区分

保育委託事業

款 項

目 細目

児童福祉費民生費
市まち･ひと･しごと

創生総合戦略との関連
基本目標１『子どもの笑顔と活気でまちを満たす』 子ども・子育て支援給付費

と
の
関
係

基
本
計
画

関連付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無 事 業 区 分

まちづくり目標

令和2年度 事 務 事 業 評 価 シ ー ト No. 3041 03

実施計画の位置付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事務事業の性質

根拠法令等 児童福祉法、子ども・子育て支援法基

　
　
本

　
　
事

　
　
項

事務事業名 民民間間保保育育所所保保育育委委託託事事業業
所管部署名

事前評価日 令和2年11月30日 事前評価責任者 島村　善和

事 業 期 間

類 似 事 業

　　　毎年度繰り返し　 　  　単年度　　　  　複数年度

こども福祉部 保育幼稚園課 保育幼稚園係

Copyright(C)2020 Yoshikawa City office.all rights reserved

民生費 / 児童福祉費 / 子ども・子育て支援給付費

令和2年度に市が委託する私立認可保育園

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

対象指標を単位として換算 単位 ： 円/人

　　  あり　     　 なし

（増加目標指標）

（減少目標指標）

令和2年度 単位当たりコスト換算指標 平成30年度

保育所の入所申込者数
149.31%

平成30年度

評

価

年

度

の

主

な

取

組

法令等に基づき、保育に係る施策立案などは市が行い、保育提供については民間保育施設に委託して実施してお
り、役割分担は妥当である。

事

業

評

価

評価指標　（指標性質）

終了・完了

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針    拡　大

説   明

二次評価日

一 次 評 価 責 任 者 島村　善和

他の事業に統合 　廃止・休止

     縮　小

今後の方針

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

一次評価日 令和3年5月28日

　現状のまま継続

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

　現状のまま継続

入所待ち児童数①

減少している
77.70%

令和元年度

　　  あり　　      なし

改

革

改

善

これまでの
改革・改善内容

保育需要に適切に対応するため、令和元年度に「第2期吉川市子ども・子育て支援事業計画」を策定した。

事業を取り巻く環境
やニーズの変化

リスク（マイナス要素） 機会（プラス要素）

児童数が今後減少傾向となる。 児童数が減少傾向となることで、児童1人当たりに対して手厚い保育を
行うことが可能となり、保育の質向上につながる。

行財政改革大綱
との関連

（点検・確認）

効

率

性

　　  妥当　　　　要検討
役割分担

（行政関与）

変動率

国が定める公定価格により委託料を決定しているため、コスト改善の余地は少ない。
受益者負担額については、子育て世帯の経済的負担の軽減を考慮して国が定める
徴収基準額と比較して低く、今後、見直しが必要である。

保育士確保のための支援を進めることで、全ての保育所において定員通りの児童受
入が可能となるため、成果向上の余地はある。
美南地区などにおける子育て世代からの保育ニーズに対応することで、子育て支援
につながり、上位施策への貢献度は高い。

達成された

成果向上の
余地

　　  あり　　　 　なし

令和元年度

① 利用調整会議の開催回数

上位施策へ
の貢献度

113.35%
増加している

達成された
★★★★★

510,481.22 円 579,618.19 円 450,377.46 円

成果
指標

100.00% 100.00%

区　　　分

対象・手段   　　妥当　　    要検討
法令等に基づき、保育の実施主体である市が民間保育施設に委託して実施しており、対象・手段、意図は妥当であ
る。

意　　　図 　　  妥当　   　 要検討

▲活動　　●成果

活動
指標

100.00%
★★★★★

有

効

性

目
標
達
成
度

評価結果 判断理由（特記事項）

妥

当

性

達成された

他の事業に統合 　廃止・休止

令和3年6月22日

   改善のうえで継続

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

今後の方針    改善のうえで継続

効率化
二
次
評
価

終了・完了

効率化
（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

★★★★★

令和2年度

　　  あり　　     なし
受益者負担

適正化
の余地

コスト改善
の余地

種別

単位当たり
コスト

変動率 増加している

よしかわフラワー保育園

つつじ保育園

よしかわ杜の保育園

青葉保育園

よしかわエンゼル保育園

育暎保育園

吉川つばさ保育園

コビープリスクールよしかわみなみ

コビープリスクールよしかわステーション

かほ保育園

きらり美南保育園

吉川美南ちとせ保育園

50%

75%

100%

125%

150%

H30 R1 R2

80%

100%

120%

H30 R1 R2
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～

　法定受託事務 自治事務

　 　 有 　 　無

 　   有 　 　無

　 　 有 　 　無

　 　 有 　 　無

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

補　助　・　単　独　区　分

　

投

入

資

源

人　　　件　　　費

正職員人件費

会計年度任用職員人件費

受益者負担額（使用料・手数料等）

そ   　の    他 

市　      　  債

県  支  出  金

国  庫　支　出　金

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

コ ス ト 対 象 外  (除外)

間　 接　 経 　費　(加算)

Ｂ
　
特
定
財
源

事　　　業  　　費

成
果
指
標

①

②

正職員投入人員

所
11 12

Ａ
　
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

Ｃ

Ｄ

延長保育実施保育園数
所

11 12 12
12 12

各年4月1日現在の延長保育を実施する私立認可保育園の数 11 12 12

12
12 12

各年4月1日現在の低年齢児保育を実施する私立認可保育園の数 10 12

低年齢児（0歳・1歳）保育実施保育園数

12

151,069
165,397 165,397

各年度の特別保育事業費補助金交付要綱に基づく補助金交付額 100,577 128,998 117,289
活
 

動
 

指
 

標

①
民間保育所特別保育事業費補助金

千円
130,137 151,069

②

③

対
象
指
標

①
私立認可保育園数

所
12 12

②

12

0

6,474

受益者負担率（⑩÷⑤）

目標(見込)値 目標(見込)値 目標(見込)値

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり

71,402 74,520 91,322 80,994

1212 12

計画(見込)値 計画(見込)値
実績値 実績値 実績値目

標

設

定

・

実

績

区分
指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）
単　位

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

12 12
各年4月1日現在の市内の私立認可保育園の数

0.50人

0

吉川市単独

5,5291,817 5,529 3,750

106,001 106,001

172,626 172,626

0

0

1,779

0.38人 0.23人 0.23人 0.73人

県  補  助  率 1/3 1/3 1/3 1/3

47,754

1/3 1/3 1/3 1/3

6,356 14,054 27,098 18,623

1,817 5,529 3,750 5,529

0

0.73人 0.73人

167,097

2,951 1,779 5,529

47,754

施設型給付補助事業、地域型給付補助事業

決算(千円) 予算(千円) 決算(千円) 増減額(千円) 当初(千円) 計画(千円)
平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度
決算(千円)

前年度事務事業

区　　　　　分区分

国  補  助  率

26,667 43,715 60,933 47,893 4,178

業務プロセス
（№・名称）

　 　 有 　 　無
304104

低年齢児保育、障害児保育、一時預かり事業、延長保育等
を実施する私立認可保育園に対して補助を行う。

4,569 18,871 18,871

104,425 132,289 179,353 147,510

101,474 130,510 177,536 141,981 11,471

0

15,221

2,951

個別計画の位置付け 子ども・子育て支援事業計画

第２章 元気・健やか・幸せのまちづくり（健康福祉部門）

第２節 未来を育む児童福祉の推進

(3)子育て環境の整備

施　　　　策 直接事業費

1/3

1/3 1/3

1/3

執 行 方 法 補助・負担等 一部補助

30410301 民間保育所特別保育事業費補助金交付

167,097

5,529

目
　
　
　
的

対　　象
（誰を、何を）

民間保育所特別保育事業を実施する私立認可保育園

手　　段
（どのような

事業を行うのか)意　　図
(対象にどの
ような状態に
なってほしい

のか)

- -

私立認可保育園において、多様な保護者ニーズに対応した
保育サービスが提供され、保育の充実が図られる。

対象年齢

平成14年度 未設定

　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

施策小項目

事業年齢 18歳

一般会計予
算
科
目

会計区分

保育委託事業

款 項

目 細目

児童福祉費民生費
市まち･ひと･しごと

創生総合戦略との関連
基本目標１『子どもの笑顔と活気でまちを満たす』 子ども・子育て支援給付費

と
の
関
係

基
本
計
画

関連付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無 事 業 区 分

まちづくり目標

令和2年度 事 務 事 業 評 価 シ ー ト No. 3041 04

実施計画の位置付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事務事業の性質

根拠法令等 児童福祉法、子ども・子育て支援法基

　
　
本

　
　
事

　
　
項

事務事業名 民民間間保保育育所所特特別別保保育育支支援援事事業業
所管部署名

事前評価日 令和3年11月30日 事前評価責任者 島村　善和

事 業 期 間

類 似 事 業

　　　毎年度繰り返し　 　  　単年度　　　  　複数年度

こども福祉部 保育幼稚園課 保育幼稚園係

Copyright(C)2020 Yoshikawa City office.all rights reserved

民生費 / 児童福祉費 / 子ども・子育て支援給付費

１　民間保育所特別保育事業費補助金の補助対象

　 【補助対象事業】

低年齢児保育促進事業 日本スポーツ振興センター負担金設置者負担事業

アレルギー等対応特別給食提供事業 土曜日開所延長事業

障がい児保育事業 看護師配置事業

一時預かり事業 緊急情報メール配信サービス事業

延長保育対策事業 保育士宿舎借上げ支援事業

保育所医委託事業 保育士奨学金返済支援事業

職員研修事業

教材備品購入事業

児童用図書購入事業

年間行事事業

活動指標　を単位として換算 単位 ： 円/千円

　　  あり　     　 なし

（増加目標指標）

（増加目標指標） 概ね達成された

令和2年度 単位当たりコスト換算指標 平成30年度

民間保育所特別保育事業費補助金
100.13%

平成30年度

評

価

年

度

の

主

な

取

組

保育提供の実施主体たる市が各保育園に対して補助を行うことで、共通した保育サービス導入を促すことが可能に
なることから、本事務事業を担うのは市以外にない。

事

業

評

価

評価指標　（指標性質）

終了・完了

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針    拡　大

説   明

二次評価日

一 次 評 価 責 任 者 島村　善和

他の事業に統合 　廃止・休止

     縮　小

令和3年度に私立認可保育園協議会と協議し、補助金の見直しを行う。

今後の方針

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

一次評価日 令和3年5月28日

　現状のまま継続

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

　現状のまま継続

低年齢児（0歳・1歳）保育実施保育園数①

若干減少している

98.77%
令和元年度

★★★★ ★★★★★

　　  あり　　      なし

改

革

改

善

これまでの
改革・改善内容

平成30年度から「保育士宿舎借上げ支援事業」「保育士奨学金返済支援事業」を開始した。

事業を取り巻く環境
やニーズの変化

リスク（マイナス要素） 機会（プラス要素）

児童数が今後減少傾向となる。 児童数が減少傾向となることで、児童1人当たりに対して手厚い保育を
行うことが可能となり、保育の質向上につながる。

関連：「２．効果的な公共サービス❷市民の利便性向上」に関連し、今後とも必要な事業である。
行財政改革大綱

との関連
（点検・確認）

効

率

性

★★★★★

　　  妥当　　　　要検討
役割分担

（行政関与）

変動率

この事務事業は、保育施設に補助を行うことで保育サービスの向上を促すことを目的
とし、定期的に対象事業を見直しを行っているため、コスト改善の余地は無い。また、
市が民間認可保育所に対して補助を行う事業であり、受益者負担の適正化の余地は
無い。

定期的に補助対象事業の内容を見直すことで、保育ニーズに応じた補助を行うことが
可能となるため、成果向上の余地はある。また、補助を行うことで民間認可保育園の
保育サービス導入を促すことにつながることから、上位施策への貢献度は高い。

達成度がやや低い

達成された

成果向上の
余地

　　  あり　　　 　なし

令和元年度

① 民間保育所特別保育事業費補助金

上位施策へ
の貢献度

122.64%
ほぼ変動していない

達成度がやや低い

90.91%

★★★

100.00%

1,257.66 円 1,038.26 円 1,025.51 円

成果
指標

100.00%

77.29% 85.39%

区　　　分

対象・手段   　　妥当　　    要検討
市が民間認可保育所に対して補助を行うことで、各保育所において共通した保育サービス導入を促すことが可能と
なるとともに、保育の質向上につながることとなり、対象・手段、意図は妥当である。

意　　　図 　　  妥当　   　 要検討

▲活動　　●成果

活動
指標

77.64%
★★★★

有

効

性

目
標
達
成
度

評価結果 判断理由（特記事項）

妥

当

性

概ね達成された

他の事業に統合 　廃止・休止

令和3年度に私立認可保育園協議会と協議し、補助金の見直しを行う。

令和3年6月22日

   改善のうえで継続

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

今後の方針    改善のうえで継続

効率化
二
次
評
価

終了・完了

効率化
（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

★★★

令和2年度

　　  あり　　     なし
受益者負担

適正化
の余地

コスト改善
の余地

種別

単位当たり
コスト

変動率 増加している

達成された

50%

75%

100%

125%

150%

H30 R1 R2

80%

100%

120%

H30 R1 R2
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～

　法定受託事務 自治事務

　 　 有 　 　無

 　   有 　 　無

　 　 有 　 　無

　 　 有 　 　無

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

補　助　・　単　独　区　分

　

こども福祉部 保育幼稚園課 保育幼稚園係

令和2年度 事 務 事 業 評 価 シ ー ト No. 3041 05

実施計画の位置付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事務事業の性質

根拠法令等 子ども・子育て支援法基

　
　
本

　
　
事

　
　
項

事務事業名 施施設設型型給給付付事事業業
所管部署名

事前評価日 令和2年11月30日 事前評価責任者 島村　善和

事 業 期 間

類 似 事 業

　　　毎年度繰り返し　 　  　単年度　　　  　複数年度

平成27年度 未設定

　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

施策小項目

事業年齢 5歳

一般会計予
算
科
目

会計区分

施設型給付事業

款 項

目 細目

児童福祉費民生費
市まち･ひと･しごと

創生総合戦略との関連
基本目標１『子どもの笑顔と活気でまちを満たす』 子ども・子育て支援給付費

と
の
関
係

基
本
計
画

関連付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無 事 業 区 分

まちづくり目標

目
　
　
　
的

対　　象
（誰を、何を）

①特定教育・保育施設
②就学前児童及び保護者

手　　段
（どのような

事業を行うのか)意　　図
(対象にどの
ような状態に
なってほしい

のか)

0 5 就学前児童

特定教育・保育施設を利用する児童が、健やかな成長のた
めに適切な教育又は保育を受けられる。

対象年齢

個別計画の位置付け 子ども・子育て支援事業計画

第２章 元気・健やか・幸せのまちづくり（健康福祉部門）

第２節 未来を育む児童福祉の推進

(3)子育て環境の整備

施　　　　策 直接事業費

1/41/4

執 行 方 法 全部委託 国で定めた公定価格に基づき給付

30410801 支給認定・利用者負担額決定

153,459

2,272

業務プロセス
（№・名称）

　 　 有 　 　無
304107

特定教育・保育施設を利用する児童の年齢、人数に応じた給
付費を保護者に支払う。ただし、代理受領の場合は、利用す
る特定・教育保育施設に給付費を支払う。

15,258 69,850 69,850

24,263 98,001 121,457 121,508

15,643 96,996 120,430 119,235 22,240

0

23,506

8,620

31,124

民間保育所保育委託事業、地域型保育給付事業

決算(千円) 予算(千円) 決算(千円) 増減額(千円) 当初(千円) 計画(千円)
平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度
決算(千円)

前年度事務事業

区　　　　　分区分

国  補  助  率

2,833 18,519 28,310 24,998 6,479

1,027 2,272 1,267 2,272

0

0.30人 0.30人

153,459

8,620 1,006 2,272

31,124

1/2 1/2 1/2 1/2

5,765 42,040 56,206 57,298

1,006

1.11人 0.13人 0.13人 0.30人

県  補  助  率 1/4 1/4 1/4 1/4

0.17人

0

吉川市単独

2,2721,027 2,272 1,267

54,757 54,757

155,731 155,731

0

0

計画(見込)値 計画(見込)値
実績値 実績値 実績値目

標

設

定

・

実

績

区分
指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）
単　位

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

13 13
給付金を交付した施設数

6

0

1,769

受益者負担率（⑩÷⑤）

目標(見込)値 目標(見込)値 目標(見込)値

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり

15,665 37,442 36,941 39,212

84 6
対
象
指
標

①
施設型給付費対象施設数

所
5 4

②

1,350
1,860 1,860

各年度子どものための教育保育給付金の実績報告値 348 1,314 1,611
活
 

動
 

指
 

標

①
施設型給付費対象施設利用延べ児童数

人
300 1,764

②

③

117,722

122,565
153,459 153,459

各年度の施設型給付費 15,643 95,492

施設型給付費

Ａ
　
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

Ｃ

Ｄ

投

入

資

源

人　　　件　　　費

正職員人件費

会計年度任用職員人件費

受益者負担額（使用料・手数料等）

そ   　の    他 

市　      　  債

県  支  出  金

国  庫　支　出　金

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

コ ス ト 対 象 外  (除外)

間　 接　 経 　費　(加算)

Ｂ
　
特
定
財
源

事　　　業  　　費

成
果
指
標

①

②

正職員投入人員

千円
11,330 120,279

Copyright(C)2020 Yoshikawa City office.all rights reserved

民生費 / 児童福祉費 / 子ども・子育て支援給付費

令和2年度の主な給付実績の内訳

実績額

99,722千円

13,667千円

749千円

440千円

1,436千円

795千円

413千円

499千円

施設名

吉川さくらの森

こどものもり

みさとさくらの森

栄光けやきの森

杉の子幼稚園

埼玉さくら幼稚園

付属越谷幼稚園

山梨学院幼稚園

★★★★★

令和2年度

　　  あり　　     なし
受益者負担

適正化
の余地

コスト改善
の余地

種別

単位当たり
コスト

変動率 若干増加している

概ね達成された

今後の方針    改善のうえで継続

効率化
二
次
評
価

終了・完了

効率化
（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

   改善のうえで継続

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

他の事業に統合 　廃止・休止

令和3年6月22日

116.00% 74.49%

区　　　分

対象・手段   　　妥当　　    要検討
民間保育施設における保育の提供について、法令等に基づき、市がその運営費を民間保育所に支払うため妥当で
ある。

意　　　図 　　  妥当　   　 要検討

▲活動　　●成果

活動
指標

119.33%
★★★

有

効

性

目
標
達
成
度

評価結果 判断理由（特記事項）

妥

当

性

達成度がやや低い

　　  妥当　　　　要検討
役割分担

（行政関与）

変動率

国が定める公定価格により給付費を支払うため、コスト改善の余地は無い。国徴収基
準に比べ低額な利用者負担額を徴収しており、今後利用者負担の在り方を検討する
ことで、受益者負担の適正化の余地はある。

この事務事業は、国が定める公定価格により、民間保育施設に給付費を支払う事業
であるため、成果向上の余地は無い。認定子ども園等に対して施設給付費を支払
い、保育サービスの提供体制を確保することで、子育て支援につながっており、上位
施策への貢献度は高い。

達成された

達成度がやや低い

成果向上の
余地

　　  あり　　　 　なし

令和元年度

① 施設型給付費対象施設利用延べ児童数

上位施策へ
の貢献度

101.13%
増加している

達成された
138.07%

★★★★★

79.39%

75,423.66 円 69,721.81 円 74,582.23 円

成果
指標

96.05%
施設型給付費①

若干増加している

106.97%
令和元年度

★★★★★ ★★★

　　  あり　　      なし

改

革

改

善

これまでの
改革・改善内容

保育需要の状況に対応するため、令和元年度に「第2期吉川市子ども・子育て支援事業計画」を策定した。

事業を取り巻く環境
やニーズの変化

リスク（マイナス要素） 機会（プラス要素）

児童数が今後減少傾向となる。 児童数が減少傾向となることで、児童1人当たりに対して手厚い保育を
行うことが可能となり、保育の質向上につながる。

行財政改革大綱
との関連

（点検・確認）

効

率

性

★★★★

終了・完了

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針    拡　大

説   明

二次評価日

一 次 評 価 責 任 者 島村　善和

他の事業に統合 　廃止・休止

     縮　小

　

今後の方針

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

一次評価日 令和3年5月28日

　現状のまま継続

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

　現状のまま継続

活動指標　を単位として換算 単位 ： 円/人

　　  あり　     　 なし

（増加目標指標）

（増加目標指標） 達成された

令和2年度 単位当たりコスト換算指標 平成30年度

施設型給付費対象施設利用延べ児童数
146.23%

平成30年度

評

価

年

度

の

主

な

取

組

法令等に基づき、保育の実施を民間保育施設に委託することができるため妥当である。

事

業

評

価

評価指標　（指標性質）

50%

75%

100%

125%

150%

H30 R1 R2

80%

100%

120%

H30 R1 R2
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～

　法定受託事務 自治事務

　 　 有 　 　無

 　   有 　 　無

　 　 有 　 　無

　 　 有 　 　無

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

補　助　・　単　独　区　分

　

こども福祉部 保育幼稚園課 保育幼稚園係

令和2年度 事 務 事 業 評 価 シ ー ト No. 3041 07

実施計画の位置付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事務事業の性質

根拠法令等 子ども・子育て支援法基

　
　
本

　
　
事

　
　
項

事務事業名 地地域域型型保保育育給給付付事事業業
所管部署名

事前評価日 令和2年11月30日 事前評価責任者 島村　善和

事 業 期 間

類 似 事 業

　　　毎年度繰り返し　 　  　単年度　　　  　複数年度

平成27年度 未設定

　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

施策小項目

事業年齢 5歳

一般会計予
算
科
目

会計区分

地域型保育給付事業

款 項

目 細目

児童福祉費民生費
市まち･ひと･しごと

創生総合戦略との関連
基本目標１『子どもの笑顔と活気でまちを満たす』 子ども・子育て支援給付費

と
の
関
係

基
本
計
画

関連付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無 事 業 区 分

まちづくり目標

目
　
　
　
的

対　　象
（誰を、何を）

①地域型保育事業実施施設
②保育が必要な満3歳未満の児童及び保護者

手　　段
（どのような

事業を行うのか)意　　図
(対象にどの
ような状態に
なってほしい

のか)

0 3 満3歳未満の児童

①地域型保育事業実施施設が、施設を利用する児童の健や
かな成長のために適切な環境を提供できる。
②地域型保育事業実施施設を利用する児童が、健やかな成
長のために適切な保育を受けられる。

対象年齢

個別計画の位置付け 子ども・子育て支援事業計画

第２章 元気・健やか・幸せのまちづくり（健康福祉部門）

第２節 未来を育む児童福祉の推進

(3)子育て環境の整備

施　　　　策 直接事業費

1/4

1/2 1/2

1/4

執 行 方 法 全部委託 国で定めた公定価格に基づき給付

30410801 支給認定・利用者負担額決定

336,452

682

業務プロセス
（№・名称）

　 　 有 　 　無
304108

・地域型保育事業実施施設を利用する児童の年齢、人数に
応じた給付費を支払う。

2,828 174,273 174,273

294,387 291,574 283,250 277,227

292,601 288,558 280,169 276,545 △ 12,013

0

△ 14,348

1,786

66,178

民間保育所保育委託事業

決算(千円) 予算(千円) 決算(千円) 増減額(千円) 当初(千円) 計画(千円)
平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度
決算(千円)

前年度事務事業

区　　　　　分区分

国  補  助  率

64,946 58,919 57,281 54,157 △ 4,762

3,081 682 △ 2,335 682

0

0.09人 0.09人

336,452

1,786 3,017 682

66,178

1/2 1/2 1/2 1/2

145,740 139,846 145,667 142,674

3,017

0.23人 0.39人 0.39人 0.09人

県  補  助  率 1/4 1/4 1/4 1/4

△ 0.30人

0

吉川市単独

6823,081 682 △ 2,335

96,683 96,683

337,134 337,134

0

0

計画(見込)値 計画(見込)値
実績値 実績値 実績値目

標

設

定

・

実

績

区分
指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）
単　位

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

10 10
給付金を交付した施設数

8

0

△ 12,414

受益者負担率（⑩÷⑤）

目標(見込)値 目標(見込)値 目標(見込)値

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり

83,701 92,809 80,302 80,396

1010 7
対
象
指
標

①
地域型保育給付対象地域型保育実施施設数

所
7 8

②

1,550
1,680 1,680

児童のための教育保育給付実績値 1,594 1,528 1,463
活
 

動
 

指
 

標

①
地域型保育利用児童数

人
1,584 1,692

②

③

275,904

320,273
336,452 336,452

年間地域型保育給付費 291,217 278,179

地域型保育給付費

Ａ
　
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

Ｃ

Ｄ

投

入

資

源

人　　　件　　　費

正職員人件費

会計年度任用職員人件費

受益者負担額（使用料・手数料等）

そ   　の    他 

市　      　  債

県  支  出  金

国  庫　支　出　金

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

コ ス ト 対 象 外  (除外)

間　 接　 経 　費　(加算)

Ｂ
　
特
定
財
源

事　　　業  　　費

成
果
指
標

①

②

正職員投入人員

千円
297,351 314,301

Copyright(C)2020 Yoshikawa City office.all rights reserved

民生費 / 児童福祉費 / 子ども・子育て支援給付費

令和2年度施設入所児童（延べ人数）

0歳児

214人

1歳児 2歳児 合計

633人 616人 1,463人

区分

小規模保育事業所（7か所）

★★★★

令和2年度

　　  あり　　     なし
受益者負担

適正化
の余地

コスト改善
の余地

種別

単位当たり
コスト

変動率 ほぼ変動していない

概ね達成された

今後の方針    改善のうえで継続

効率化
二
次
評
価

終了・完了

効率化
（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

   改善のうえで継続

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

他の事業に統合 　廃止・休止

令和3年6月22日

100.63% 90.31%

区　　　分

対象・手段   　　妥当　　    要検討
法令等に基づき、保育の実施を民間保育所に委託することで、児童増加に伴う保育需要に対応できることから、対
象・手段、意図は妥当である。

意　　　図 　　  妥当　   　 要検討

▲活動　　●成果

活動
指標

94.39%
★★★★

有

効

性

目
標
達
成
度

評価結果 判断理由（特記事項）

妥

当

性

概ね達成された

　　  妥当　　　　要検討
役割分担

（行政関与）

変動率

この事務事業は、国が定める公定価格により、民間保育所に給付費を支払うもので
あり、コスト改善の余地、受益者負担の適正化余地は無い。

この事務事業は、国が定める公定価格により、民間保育所に給付費を支払うもので
あり、成果向上の余地は無い。
また、民間保育所に委託することで、保育需要に対応した保育の実施につながるた
め、上位施策への貢献度は高い。

概ね達成された

概ね達成された

成果向上の
余地

　　  あり　　　 　なし

令和元年度

① 地域型保育利用児童数

上位施策へ
の貢献度

99.30%
若干減少している

達成された
97.94%

★★★★★

88.51%

189,491.83 円 184,684.63 円 190,820.99 円

成果
指標

86.15%
地域型保育給付費①

若干増加している

103.32%
令和元年度

★★★★ ★★★★

　　  あり　　      なし

改

革

改

善

これまでの
改革・改善内容

保育需要の状況に対応するため、令和元年度に「第2期吉川市子ども・子育て支援事業計画」を策定した。

事業を取り巻く環境
やニーズの変化

リスク（マイナス要素） 機会（プラス要素）

児童数が今後減少傾向になる。 児童数が減少傾向となることで、児童1人当たりに対して手厚い保育を
行うことが可能となり、保育の質向上につながる。

行財政改革大綱
との関連

（点検・確認）

効

率

性

★★★★

終了・完了

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針    拡　大

説   明

二次評価日

一 次 評 価 責 任 者 島村　善和

他の事業に統合 　廃止・休止

     縮　小

今後の方針

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

一次評価日 令和3年5月28日

　現状のまま継続

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

　現状のまま継続

活動指標　を単位として換算 単位 ： 円/人

　　  あり　     　 なし

（増加目標指標）

（増加目標指標） 概ね達成された

令和2年度 単位当たりコスト換算指標 平成30年度

地域型保育利用児童数
91.08%

平成30年度

評

価

年

度

の

主

な

取

組

法令等に基づき、保育の実施を民間保育所に委託することで、児童増加に伴う保育需要に対応できることから、役割
分担は妥当である。

事

業

評

価

評価指標　（指標性質）

50%

75%

100%

125%

150%

H30 R1 R2

80%

100%

120%

H30 R1 R2
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～

　法定受託事務 自治事務

　 　 有 　 　無

 　   有 　 　無

　 　 有 　 　無

　 　 有 　 　無

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

補　助　・　単　独　区　分

　

①

②

正職員投入人員

千円
-

目標(見込)値

県  補  助  率 1/3

投

入

資

源

人　　　件　　　費

正職員人件費

会計年度任用職員人件費

受益者負担額（使用料・手数料等）

そ   　の    他 

市　      　  債

県  支  出  金

国  庫　支　出　金

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

コ ス ト 対 象 外  (除外)

間　 接　 経 　費　(加算)

Ｂ
　
特
定
財
源

事　　　業  　　費

成
果
指
標

Ａ
　
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

Ｃ

Ｄ

412,775
373,185 373,185

各年度の施設等利用給付の額 - 189,334

施設等利用給付額 193,044

360,006

412,775
373,185 373,185

各年度の施設等利用給付の額 - 189,334 360,006
活
 

動
 

指
 

標

①
施設等利用給付額

千円
- 193,044

②

③

28- 29
対
象
指
標

①
施設等利用給付の対象施設数

所
- 30

②

0

35,444

受益者負担率（⑩÷⑤）

目標(見込)値

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり

0 46,867 98,575 82,310

計画(見込)値 計画(見込)値
実績値 実績値 実績値目

標

設

定

・

実

績

区分
指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）
単　位

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

29 29
施設等利用給付の対象となる幼稚園、認可外保育施設等の数

30

目標(見込)値

吉川市単独

4,6961,027 4,696 3,690

168,847 168,847

385,063 385,063

0

0

1/3 1/3

4,696

93,296

1/2 1/2 1/2

95,240 190,120 189,820

1,006

0.13人 0.13人 0.62人 0.49人

0

47,683

1,027 4,696 3,690 4,696

0

0.62人 0.62人

380,367

1,006

前年度事務事業

区　　　　　分区分

304114

国  補  助  率

47,227 95,104 94,910

0 189,334 383,799 367,040

0 188,328 382,772 362,344

業務プロセス
（№・名称）

　 　 有 　 　無

93,296

予算(千円) 決算(千円) 増減額(千円) 当初(千円)

幼稚園、認可外保育施設等の運営者又は保護者に対し、給
付費（幼稚園：月額上限2.57万円、預かり保育：月額上限1.13
万円、認可外保育施設等：月額上限3.7万円）を支払う。

94,580 122,920 122,920

174,016

0

177,707

施設型給付事業

決算(千円) 計画(千円)
平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度
決算(千円)

目
　
　
　
的

個別計画の位置付け 子ども・子育て支援事業計画

第２章 元気・健やか・幸せのまちづくり（健康福祉部門）

第２節 未来を育む児童福祉の推進

(3)子育て環境の整備

施　　　　策 直接事業費

1/3

1/2 1/2

1/3

執 行 方 法 補助・負担等 市内の幼稚園等へ給付費の支給

30411001 施設等利用給付認定の決定

380,367

30411006 施設等利用給付の支給（法定代理受領）

4,696

対　　象
（誰を、何を）

①幼稚園（旧制度）、認可外保育施設等を利用する保護者
②幼稚園（旧制度）、認可外保育施設等の設置者

手　　段
（どのような

事業を行うのか)意　　図
(対象にどの
ような状態に
なってほしい

のか)

- -

子育てのための施設等利用給付対象となる幼稚園等を利用
する児童の健全育成と、保護者の経済的負担軽減が図られ
る。

対象年齢

令和元年度 未設定

　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

施策小項目

事業年齢 1歳

一般会計予
算
科
目

会計区分

施設等利用給付金給付事業

款 項

目 細目

児童福祉費民生費
市まち･ひと･しごと

創生総合戦略との関連
基本目標１『子どもの笑顔と活気でまちを満たす』 子ども・子育て支援給付費

と
の
関
係

基
本
計
画

関連付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無 事 業 区 分

まちづくり目標

令和2年度 事 務 事 業 評 価 シ ー ト No. 3041 09

実施計画の位置付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事務事業の性質

根拠法令等 子ども・子育て支援法等基

　
　
本

　
　
事

　
　
項

事務事業名 施施設設等等利利用用給給付付金金給給付付事事業業
所管部署名

事前評価日 令和2年11月30日 事前評価責任者 島村　善和

事 業 期 間

類 似 事 業

　　　毎年度繰り返し　 　  　単年度　　　  　複数年度

こども福祉部 保育幼稚園課 保育幼稚園係

Copyright(C)2020 Yoshikawa City office.all rights reserved

民生費 / 児童福祉費 / 子ども・子育て支援給付費

令和2年度（令和2年2月末時点）の主な対象施設及び利用者数

施設名

1 1

2

3 1

4 2

5

6 1

7 2

8 3

9 4

10 5

11 6

7

4412062吉川幼稚園

4882395茂幼稚園

施設名 新1号 新2号評

価

年

度

の

主

な

取

組

この事務事業は、法令に基づいて市が担うこととなっており、市以外の実施主体は無い。

12

施設等利用給付額

新3号

活動指標　を単位として換算 単位 ： 円/千円

　　  あり　     　 なし

（増加目標指標）

（増加目標指標）

令和2年度 単位当たりコスト換算指標 平成30年度

施設等利用給付額

平成30年度

説   明

二次評価日

一 次 評 価 責 任 者 島村　善和

他の事業に統合 　廃止・休止

     縮　小

現状のとおり継続して実施する。

今後の方針

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

一次評価日 令和3年5月28日

　現状のまま継続

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

　現状のまま継続

他の事業に統合   改善のうえで継続

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

   改善のうえで継続

効率化

終了・完了

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針    拡　大

①

令和元年度

★★★★

　　  あり　　      なし

改

革

改

善

これまでの
改革・改善内容

事業を取り巻く環境
やニーズの変化

リスク（マイナス要素） 機会（プラス要素）

今後、児童数が減少傾向になる。 児童数が減る一方で、保育者が児童1人当たりに手厚く保育を行うこと
が可能となる。

行財政改革大綱
との関連

（点検・確認）

効

率

性

★★★★

事

業

評

価

評価指標　（指標性質）

　　  妥当　　　　要検討
役割分担

（行政関与）

変動率

この事務事業は、国が定める額により、幼稚園、認可外保育施設等に給付費を支払
うものであり、コスト改善の余地、受益者負担の適正化余地は無い。

この事務事業は、国が定める額により、幼稚園、認可外保育施設等に給付費を支払
うものであり、成果向上の余地は無い。また、給付費を支給することで、保育需要に
対応した保育の実施につながるため、上位施策への貢献度は高い。

概ね達成された

概ね達成された

成果向上の
余地

　　  あり　　　 　なし

令和元年度

① 施設等利用給付額

上位施策へ
の貢献度

101.95%

評価不可 98.08%

1,019.54 円 1,000.00 円

成果
指標

87.22%

★★★★

令和2年度

コスト改善
の余地

評価不可 98.08%

区　　　分

対象・手段   　　妥当　　    要検討
この事務事業は、幼児教育・保育の無償化の対象となる幼稚園、認可外保育施設等を利用する保護者に対して、法
令に基づき市が給付費を支給するものであるため、対象・手段、意図は妥当である。

意　　　図 　　  妥当　   　 要検討

▲活動　　●成果

活動
指標

87.22%
★★★★

有

効

性

目
標
達
成
度

評価結果 判断理由（特記事項）

妥

当

性

概ね達成された

二
次
評
価

終了・完了

効率化
（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

　廃止・休止

令和3年6月22日

種別

単位当たり
コスト

変動率 若干増加している

概ね達成された

　　  あり　　     なし
受益者負担

適正化
の余地

今後の方針

新1号 新2号 施設名 新1号 新2号

新
制
度
未
移
行
幼
稚
園

吉川あさひ幼稚園 1270 37 12 越谷くるみ幼稚園 1 0 新制度幼稚園 山梨学院幼稚園 0 12

ワカマツ幼稚園 1985 347 13 たから幼稚園 60 48

14 みひかり幼稚園 12 0 認定子ども園 こどものもり 0 17

15 静浄院幼稚園 24 0 吉川さくらの森 0 22

吉川ムサシノ幼稚園 3002 438 16 東京いずみ幼稚園 ０ 12

みやおか幼稚園 317 67 17 彦成幼稚園 12 0

ちくみ幼稚園 48 48

12

37

三郷ひかり幼稚園 84 12 こぐま保育園リトルベア 0 5

18 アスナロ幼稚園 11 0 八島家庭保育室 0

0

65

こぐま保育園フレンズ 0

12

12

さなえ幼稚園 405 216 kids duo　おおたかの森 0

いなほ幼稚園 12 0 リトルガーデン新習志野 0

天使幼稚園 7 12 ビーンズインターナショナル 0

認可外保育園

ちゃいるど園 0

50%

75%

100%

125%

150%

H30 R1 R2

80%

100%

120%

H30 R1 R2
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～

　法定受託事務 自治事務

　 　 有 　 　無

 　   有 　 　無

　 　 有 　 　無

　 　 有 　 　無

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

補　助　・　単　独　区　分

　

こども福祉部 保育幼稚園課 施設運営係

令和2年度 事 務 事 業 評 価 シ ー ト No. 3042 04

実施計画の位置付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事務事業の性質

根拠法令等 子ども・子育て支援法基

　
　
本

　
　
事

　
　
項

事務事業名 学学童童保保育育事事業業
所管部署名

事前評価日 令和2年11月30日 事前評価責任者 島村　善和

事 業 期 間

類 似 事 業

　　　毎年度繰り返し　 　  　単年度　　　  　複数年度

昭和52年度 未設定

　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

施策小項目

事業年齢 43歳

一般会計予
算
科
目

会計区分

学童保育事業

款 項

目 細目

児童福祉費民生費
市まち･ひと･しごと

創生総合戦略との関連
基本目標１『子どもの笑顔と活気でまちを満たす』 学童保育費

と
の
関
係

基
本
計
画

関連付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無 事 業 区 分

まちづくり目標

目
　
　
　
的

対　　象
（誰を、何を）

保護者の就労などにより、放課後に監護が必要な児童

手　　段
（どのような

事業を行うのか)意　　図
(対象にどの
ような状態に
なってほしい

のか)

6 12 小学1～6年生

児童の心身ともに健やかな育成が図られる。

対象年齢

個別計画の位置付け 子ども・子育て支援事業計画

第２章 元気・健やか・幸せのまちづくり（健康福祉部門）

第２節 未来を育む児童福祉の推進

(3)子育て環境の整備

施　　　　策 直接事業費

66,197

27.35%

20,498

1/3

1/3 1/3

1/3

20,498

執 行 方 法 直営

30411401 学童保育室入室申請

41,066

30411402 学童保育室退室届

29,614

業務プロセス
（№・名称）

　 　 有 　 　無
304204

市内の全小学校区ごとに学童保育室を設置し、放課後や長
期休業日に適切な遊び及び生活の場を与える。

29,521 30,098 30,098

1,660 2,136 2,295

173,576 184,343 234,922 222,254

158,853 173,633 58,699 49,048 △ 124,585

635

37,912

13,047

30,098

決算(千円) 予算(千円) 決算(千円) 増減額(千円) 当初(千円) 計画(千円)
平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度
決算(千円)

前年度事務事業

区　　　　　分区分

国  補  助  率

27,002 29,381 54,830 41,728 12,347

174,087 170,911 161,861 198,943

141,297 169,329

0

169,329

1,676 2,047

147,072

3.91人 3.91人

41,066

13,047 9,050 198,943

30,098

1/3 1/3 1/3 1/3

27,185 29,415 60,593 58,936

9,050

1.68人 1.17人 3.42人 3.91人

県  補  助  率 1/3 1/3 1/3 1/3

2.74人

141,297

31.68% 13.68% 20.51% 27.35%

吉川市単独

29,61427,015 29,614 20,564

2,047

95,165 95,165

242,056 242,056

58,403 32,140 45,578 △ 12,825 66,197

0

計画(見込)値 計画(見込)値
実績値 実績値 実績値目

標

設

定

・

実

績

区分
指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）
単　位

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

  

4,400 4,400
毎年5月1日現在の小学児童総数

 

4,400

△ 5,525

14,394

受益者負担率（⑩÷⑤）

56,291

目標(見込)値 目標(見込)値 目標(見込)値

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり

42,775 46,521 71,319 60,914

32.43%

4,4004,454 4,440

20,323 20,623 16,040 15,098

対
象
指
標

①
市内8小学校の在籍児童数

人
4,454 4,440

②
　

　

294
293 293

日曜日、国民の祝日及び12月29日～1月3日を除く 291 294 294
活
 

動
 

指
 

標

①
学童保育室年間開室日数

日
291 292

②
学童保育支援員・補助員の確保率

%
100

　  
③

100 100
100

0

100
96 85

　  

0
0 0

4月1日現在における学童保育待機児童数 0 0

　

4月1日現在における確保率

学童保育室入室待機児童数

Ａ
　
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

Ｃ

Ｄ

　

投

入

資

源

人　　　件　　　費

正職員人件費

会計年度任用職員人件費

受益者負担額（使用料・手数料等）

そ   　の    他 

市　      　  債

県  支  出  金

国  庫　支　出　金

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

コ ス ト 対 象 外  (除外)

間　 接　 経 　費　(加算)

Ｂ
　
特
定
財
源

事　　　業  　　費

成
果
指
標

①

②

正職員投入人員

人
0 0

89

Copyright(C)2020 Yoshikawa City office.all rights reserved

民生費 / 児童福祉費 / 学童保育費

令和2年度　学童保育室利用状況（年間延べ人数）各月1日現在の累計

美南 955 667 506 229 26 38 2,421

合計 3,015 2,216 1,619 1,076 336 180 8,442

中曽根 341 270 161 151 34 8 965

旭 69 91 52 37 29 4 282

栄 338 306 273 128 71 39 1,155

三輪野江 116 96 69 56 19 1 357

北谷 344 241 66 98 42 59 850

吉川 508 303 327 231 35 23 1,427

1年生 2年生 3年生 4年生 5年生 6年生 計

関 344 242 165 146 80 8 985

★★★★★

令和2年度

　　  あり　　     なし
受益者負担

適正化
の余地

コスト改善
の余地

種別

単位当たり
コスト

変動率 増加している

今後の方針    改善のうえで継続

効率化
二
次
評
価

終了・完了

効率化
（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

   改善のうえで継続

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

他の事業に統合 　廃止・休止

令和3年6月22日

100.00% 100.68%

区　　　分

対象・手段   　　妥当　　    要検討 　対象や手段、意図については、保護者の就労などの理由から、保育に欠ける児童とされ、健全育成の目的を図る
事業であることから、妥当である。

意　　　図 　　  妥当　   　 要検討

▲活動　　●成果

活動
指標

100.00%
★★★★★

有

効

性

目
標
達
成
度

評価結果 判断理由（特記事項）

妥

当

性

達成された

　　  妥当　　　　要検討
役割分担

（行政関与）

変動率

　建設から年数の経った学童施設を学校内に移すなど、施設の維持管理の面でコス
ト改善の余地はある。
　学童保育料の適正化については、社会情勢や近隣団体の状況などを考慮しなが
ら、慎重に見極める必要がある。

　学童内で学びの機会を設けるなど、より充実した過ごし方を図る余地はある。
　放課後児童対策の充実を内容とした基本計画にも即しており、貢献していると考え
る。

達成された

成果向上の
余地

　　  あり　　　 　なし

令和元年度

① 学童保育室年間開室日数

上位施策へ
の貢献度

120.57%
若干増加している

達成された
★★★★★

755,967.07 円 596,479.60 円 627,015.75 円

成果
指標

学童保育室入室待機児童数①

若干増加している

105.12%
令和元年度

達成された 達成された

　　  あり　　      なし

改

革

改

善

これまでの
改革・改善内容

　平成26年度までは、小学1年生から3年生までの受入れであったが、法改正により、平成27年度から6年生までに拡大した。
　また、定員増を図る学童保育室については、必要に応じて施設整備や備品購入、施設修繕などを実施している。
　なお、令和元年度には美南学童（分室）1室を更に整備した。

事業を取り巻く環境
やニーズの変化

リスク（マイナス要素） 機会（プラス要素）

　学童保育室の利用者が増加することで、保育室及び支援員・補助員
の確保が必要となる。

　今後、共働きなどの増加により、学童保育室の利用者も増加する。

行財政改革大綱
との関連

（点検・確認）

効

率

性

達成された

終了・完了

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針    拡　大

説   明

二次評価日

一 次 評 価 責 任 者 島村　善和

他の事業に統合 　廃止・休止

     縮　小

　

今後の方針

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

一次評価日 令和3年5月28日

　現状のまま継続

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

　現状のまま継続

活動指標　を単位として換算 単位 ： 円/日

　　  あり　     　 なし

（増加目標指標）

（ゼロ値目標指標）

令和2年度 単位当たりコスト換算指標 平成30年度

学童保育室年間開室日数
104.54%

平成30年度

評

価

年

度

の

主

な

取

組

　他の自治体では、放課後児童健全育成事業に関する運営について、公設民営や民設民営など運営方法も様々で
あり、非営利団体や指定管理者制度などによる運営について、研究していく必要がある。

事

業

評

価

評価指標　（指標性質）

50%

75%

100%

125%

150%

H30 R1 R2

80%

100%

120%

H30 R1 R2
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～

　法定受託事務 自治事務

　 　 有 　 　無

 　   有 　 　無

　 　 有 　 　無

　 　 有 　 　無

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

補　助　・　単　独　区　分

　

投

入

資

源

人　　　件　　　費

正職員人件費

会計年度任用職員人件費

受益者負担額（使用料・手数料等）

そ   　の    他 

市　      　  債

県  支  出  金

国  庫　支　出　金

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

コ ス ト 対 象 外  (除外)

間　 接　 経 　費　(加算)

Ｂ
　
特
定
財
源

事　　　業  　　費

成
果
指
標

①

②

正職員投入人員

人
42,000 42,000

295

Ａ
　
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

Ｃ

Ｄ

286 291

14,500
32,500 32,500

1年間の児童館利用者総数 44,013 38,780

1年間に遊具の点検を実施した日数

児童館利用者数

292 232
293

14,619

298

223
280 285

選挙等の臨時休館等を除き、1年間に開館した日数 282 250 216
活
 

動
 

指
 

標

①
開館日数

日
283 279

②
遊具の点検実施日数

日
296

③

対
象
指
標

①
市内18歳未満の人口

人
13,100 13,000

②

13,000

0

△ 9,947

受益者負担率（⑩÷⑤）

目標(見込)値 目標(見込)値 目標(見込)値

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり

13,703 22,765 18,472 12,818

12,68513,002 12,785

計画(見込)値 計画(見込)値
実績値 実績値 実績値目

標

設

定

・

実

績

区分
指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）
単　位

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

13,000 13,000
各年4月1日現在の市内18歳未満の人口

△ 0.65人

0

吉川市単独

2,6517,899 2,651 △ 5,084

11,154 11,445

11,454 11,445

0

0

7,735

0.43人 1.00人 1.00人 0.35人

県  補  助  率 1 1

7,899 2,651 △ 5,084 2,651

0

0.35人 0.35人

8,794

3,339 7,735 2,651

決算(千円) 予算(千円) 決算(千円) 増減額(千円) 当初(千円) 計画(千円)
平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度
決算(千円)

前年度事務事業

区　　　　　分区分

国  補  助  率

500 498 498

業務プロセス
（№・名称）

　 　 有 　 　無
303301

施設・設備の維持管理業務及び遊具等の貸出業務を行う。

0 300

13,703 22,765 18,972 13,316

10,364 15,030 11,073 10,665 △ 4,365

0

△ 9,449

3,339

個別計画の位置付け

第２章 元気・健やか・幸せのまちづくり（健康福祉部門）

第２節 未来を育む児童福祉の推進

(1)地域における子育ての支援

施　　　　策 直接事業費

1/2

執 行 方 法 直営

30330101 児童館遊具の安全点検・管理

8,803

30330103 児童館使用許可申請

2,651

目
　
　
　
的

対　　象
（誰を、何を）

児童館施設利用者

手　　段
（どのような

事業を行うのか)意　　図
(対象にどの
ような状態に
なってほしい

のか)

00 99 全年齢

安全で快適に施設を利用できる

対象年齢

平成1年度 未設定

　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

施策小項目

事業年齢 31歳

一般会計予
算
科
目

会計区分

児童館管理運営事業

款 項

目 細目

児童福祉費民生費
市まち･ひと･しごと

創生総合戦略との関連
基本目標１『子どもの笑顔と活気でまちを満たす』 児童館費

と
の
関
係

基
本
計
画

関連付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無 事 業 区 分

まちづくり目標

令和2年度 事 務 事 業 評 価 シ ー ト No. 3033 01

実施計画の位置付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事務事業の性質

根拠法令等 児童福祉法基

　
　
本

　
　
事

　
　
項

事務事業名 児児童童館館施施設設管管理理事事業業
所管部署名

事前評価日 令和2年11月30日 事前評価責任者 櫻井　健一

事 業 期 間

類 似 事 業

　　　毎年度繰り返し　 　  　単年度　　　  　複数年度

こども福祉部 子育て支援課 児童館ワンダーランド

Copyright(C)2020 Yoshikawa City office.all rights reserved

民生費 / 児童福祉費 / 児童館費

1

2

開館時の毎日清掃、月1回休館日の定期清掃及び年1回の館内消毒

閉館時の館内警備

館内空調設備を年4回保守点検

3 金額(円) 内　　　容

消防設備等修繕 979,000 体育館自動火災報知機等の交換修繕 高圧受電設備修繕 381,700 高圧コンデンサの修繕

非常用照明修繕 913,000 館内照明器具及び蓄電池の交換修繕 窓枠等修繕 135,300 換気（コロナ対策）のため、窓枠を修繕

警備委託 356,400

空調設備保守点検 325,600

工事修繕名 金額(円） 内　　　容 工事修繕名

計 13,104 1,515 14,619

契　約　名 金　　額(円） 内　　容

清掃及び館内消毒 2,783,726

区　　　分 市　　　内(人） 市　　　外(人） 合　　　計(人）

児　　　童 9,799 897 10,696

大　　　人 3,305 618 3,923

成果指標を単位として換算 単位 ： 円/人

　　  あり　     　 なし

（増加目標指標）

（増加目標指標） 達成された

令和2年度 単位当たりコスト換算指標 平成30年度

児童館利用者数
92.69%

平成30年度

評

価

年

度

の

主

な

取

組

現在、児童館は市職員による直営であるが、児童館そのものの運営について、指定管理者や民間事業者への委託
の余地が考えられる。直営であることの利点として、日常の館運営と点検内容から、適切な時期に修繕等の実施が
挙げられ、本事業は今後も市の直営で行うことがと考えられる。簡易な修繕や補修等は職員が行い、専門的な技術
が必要なレベルの修繕等は、業務委託により行う。

事

業

評

価

評価指標　（指標性質）

終了・完了

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針    拡　大

説   明

二次評価日

一 次 評 価 責 任 者 櫻井　健一

他の事業に統合 　廃止・休止

     縮　小

今後の方針

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

一次評価日 令和3年5月28日

　現状のまま継続

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

　現状のまま継続

児童館利用者数①

増加している
188.55%

令和元年度

★★★★★ ★★★★

　　  あり　　      なし

改

革

改

善

これまでの
改革・改善内容

平成30年度に館内照明のＬＥＤ化、西側広場の遊具・ベンチ設置等の整備を行った。令和元年度は、地盤沈下による著しい段差が生じた入口前
の階段の修繕工事を実施した。令和2年度は、体育館における自動火災報知機や排煙設備の交換などの消防設備関連の修繕を行ったほか、コ
ロナ対策として、換気を目的とした窓枠修繕（網戸の設置）や手洗い時の接触を最小限とするため、蛇口式から立水栓式に変更する手洗器修繕
を行った。開館後30年以上を経過していることから、各所に劣化が目立つため、今後も適切な維持管理を行っていく。

事業を取り巻く環境
やニーズの変化

リスク（マイナス要素） 機会（プラス要素）

建物の経年劣化が激しい。特に、各所における雨漏りは早急に改善が
必要であり、調査及び修繕に要する予算要求を行っていく。また、福祉
避難所に指定されていることから、エレベーター等の改修も検討する。

開館後32年を経過し、地域に児童館が根付いているという確たる実感
と実績がある。施設の維持管理には費用や手間を要するものの、引き
続き地域に愛される児童館であるよう、適切な管理運営を行っていく。

こどもたちの居場所として地域に定着しているほか、相談業務等の実施による子育て支援拠点の一つとしても機能していることから、引き続き適
切な施設の維持管理を実施し、こどもをはじめとした市民満足度の向上に寄与する。特に、児童館が立地する美南地区は若年層や子育て世帯
が多く、今後の定住も見据え、地域特性に応じたサービス向上を目指す必要がある。施設全般としては、各箇所の経年劣化が進んでおり、令和
２年度に策定した個別施設計画の適切な運用を図りつつ、緊急性の高い箇所を優先して修繕すべく、資源を投入していく。

行財政改革大綱
との関連

（点検・確認）

効

率

性

★★★★★

　　  妥当　　　　要検討
役割分担

（行政関与）

変動率

館の運営について、民間事業者への委託などの手法が考えられ、コスト改善の余地
がある。一方で、直営ならではの利点として、日ごろの館運営を通じた適切なタイミン
グでの修繕等を実施することができることが挙げられる。また、施設特性を踏まえて
入館料を無料としており、受益者負担は適正化されている。
（変動率の補足説明）令和元年度に4,937,760円の出入口修繕等、多額を要する修繕
を行ったため、平成30年から令和元年度の変動率が特に大きくなっている。

平成28年度以降、児童館の利用者数は特に増加傾向が続いてきたが、コロナウイル
スの影響による令和元年度末からの臨時休館が影響し、令和2年度は年間の利用者
数が大きく落ち込んだ。一方で、令和2年度は目標値を達成したものの、コロナを見越
した目標設定であったことから、成果向上の余地はある。また、児童館利用者が安全
で快適に施設を利用するため、施設・設備の適切な維持管理を行うことは、基本計画
における「地域における子育ての支援」等、上位施策に高く貢献している。

概ね達成された

概ね達成された

成果向上の
余地

　　  あり　　　 　なし

令和元年度

① 開館日数

上位施策へ
の貢献度

155.17%
若干減少している

概ね達成された

104.79%

★★★★

92.33%

910.87 円 311.34 円 587.03 円

成果
指標

100.82%

99.65% 89.61%

区　　　分

対象・手段   　　妥当　　    要検討
児童館は、児童福祉法に基づく児童厚生施設として、乳幼児から小学生を中心とした世代に利用されている。対象で
ある児童館利用者が安全に施設を利用するためには、日ごろの点検や、修繕・補修等(※1)が欠かせない。また、児
童館で行っている竹馬等の遊具の貸出（※2）は、児童に健全な遊びを与え、その健康増進を図るという児童館の設
置目的を達成することに寄与している。これらの理由から、対象・手段・意図はいずれも妥当である。
(※1)簡易な修繕や補修等については、職員で行っている。
(※2)コロナ禍以降、一部遊具の貸出及び持ち込みを制限している。

意　　　図 　　  妥当　   　 要検討

▲活動　　●成果

活動
指標

96.86%
★★★★

有

効

性

目
標
達
成
度

評価結果 判断理由（特記事項）

妥

当

性

概ね達成された

他の事業に統合 　廃止・休止

令和3年6月23日

   改善のうえで継続

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

今後の方針    改善のうえで継続

効率化
二
次
評
価

終了・完了

効率化
（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

★★★★

令和2年度

　　  あり　　     なし
受益者負担

適正化
の余地

コスト改善
の余地

種別

単位当たり
コスト

変動率 増加している

達成された

50%

75%

100%

125%

150%

H30 R1 R2

80%

100%

120%

H30 R1 R2

Copyright(C)2020 Yoshikawa City office.all rights reserved
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～

　法定受託事務 自治事務

　 　 有 　 　無

 　   有 　 　無

　 　 有 　 　無

　 　 有 　 　無

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

補　助　・　単　独　区　分

　

投

入

資

源

人　　　件　　　費

正職員人件費

会計年度任用職員人件費

受益者負担額（使用料・手数料等）

そ   　の    他 

市　      　  債

県  支  出  金

国  庫　支　出　金

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

コ ス ト 対 象 外  (除外)

間　 接　 経 　費　(加算)

Ｂ
　
特
定
財
源

事　　　業  　　費

成
果
指
標

①

②

正職員投入人員

人
14,100 15,500

592

Ａ
　
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

Ｃ

Ｄ

576 311

6,000
13,000 13,000

1年間のうちに主催事業に参加した人数 17,399 14,623

1年間のうちに事業を開催した回数

事業参加者数

600 370
500

6,164

500

223
280 285

選挙等の臨時休館等を除き、1年間に開館した日数 282 250 216
活
 

動
 

指
 

標

①
開館日数

日
283 279

②
事業開催回数

回
570

③

対
象
指
標

①
市内18歳未満の人口

人
13,100 13,000

②

13,000

0

4,647

受益者負担率（⑩÷⑤）

目標(見込)値 目標(見込)値 目標(見込)値

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり

25,016 21,117 21,821 25,764

12,68513,002 12,785

計画(見込)値 計画(見込)値
実績値 実績値 実績値目

標

設

定

・

実

績

区分
指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）
単　位

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

13,000 13,000
市内18歳未満の人口

0.72人

2,612

吉川市単独

22,72218,010 22,722 5,086

26,970 26,797

26,970 26,797

0

0

17,636

2.65人 2.28人 2.28人 3.00人

県  補  助  率

20,794 25,334 7,698 26,161

2,612 3,439

0

3,4392,784

3.00人 3.00人

636

20,580 17,636 26,161

決算(千円) 予算(千円) 決算(千円) 増減額(千円) 当初(千円) 計画(千円)
平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度
決算(千円)

前年度事務事業

区　　　　　分区分

国  補  助  率

0

業務プロセス
（№・名称）

　 　 有 　 　無
303302

体力増進事業、体験活動事業、子育て支援事業など、健全
な遊びを通して、子どもの生活の安定と子どもの能力の発達
を援助していく。

0

25,016 21,117 21,821 25,764

4,436 3,482 1,027 430 △ 3,051

0

4,647

20,580

個別計画の位置付け

第２章 元気・健やか・幸せのまちづくり（健康福祉部門）

第２節 未来を育む児童福祉の推進

(1)地域における子育ての支援

施　　　　策 直接事業費

執 行 方 法 直営

30330201 事業の運営

809

30330202 ワンダークラブの運営

22,722

目
　
　
　
的

対　　象
（誰を、何を）

児童館利用者

手　　段
（どのような

事業を行うのか)意　　図
(対象にどの
ような状態に
なってほしい

のか)

00 99 全年齢

社会性や協調性を身に付け、心身ともに健やかな成長を促
す。

対象年齢

平成1年度 未設定

　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

施策小項目

事業年齢 31歳

一般会計予
算
科
目

会計区分

健全育成事業

款 項

目 細目

児童福祉費民生費
市まち･ひと･しごと

創生総合戦略との関連
基本目標１『子どもの笑顔と活気でまちを満たす』 児童館費

と
の
関
係

基
本
計
画

関連付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無 事 業 区 分

まちづくり目標

令和2年度 事 務 事 業 評 価 シ ー ト No. 3033 02

実施計画の位置付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事務事業の性質

根拠法令等 児童福祉法基

　
　
本

　
　
事

　
　
項

事務事業名 児児童童館館運運営営事事業業
所管部署名

事前評価日 令和2年11月30日 事前評価責任者 櫻井　健一

事 業 期 間

類 似 事 業

　　　毎年度繰り返し　 　  　単年度　　　  　複数年度

こども福祉部 子育て支援課 児童館ワンダーランド

Copyright(C)2020 Yoshikawa City office.all rights reserved

民生費 / 児童福祉費 / 児童館費

１ 定例事業(1回/週 開催) ２ 定例事業(1回/月 開催) ４ 未就園児向け事業

３ 特別事業

ワンダークラブ 24 1,438

合　計 34 2,189

夏季休業中 6 347 各種事業計 回数(回） 参加者（人）

夏季休業外 4 404 (1+2+3+4) 311 6,164

合　計 13 352 合　計 20 396

事業名 回数(回） 参加者（人）

おはなしらんど 5 59

プラネタリウム映画鑑賞会 2 33 びりびりらんど 4 125

合　計 244 3,227

事業名 回数(回） 参加者（人） 事業名 回数(回） 参加者（人）

サンサンランド 0 0 おえかきらんど 5 61

マンカラ大会 5 67 ワンダーサーキット 6 151

市民天体観望会 6 252

あそぼうタイム 70 1,101

ドレミファランド 0 0

宿題レスキュー隊 29 123

親子でスポーツ 37 656

スポーツランド 23 262

工作ランド 15 114

事業名 回数(回） 参加者（人）

ワンダーシネマ 50 835

わくわくらんど 20 136

成果指標を単位として換算 単位 ： 円/人

　　  あり　     　 なし

（増加目標指標）

（増加目標指標） 達成された

令和2年度 単位当たりコスト換算指標 平成30年度

事業参加者数
76.39%

平成30年度

評

価

年

度

の

主

な

取

組

他自治体で児童館の運営を指定管理者等に委託する事例もあるが、当市においては、市の直営で運営することによ
るメリット（市関係機関との円滑な連携、事業に参加する児童からの直接意見聴取による施策への反映等）は大きく、
行政関与は妥当である。その他、当館でカバーしきれない部分については、今後も子育て支援団体との適切な役割
分担より、地域全体としての子育て支援に寄与していく。

事

業

評

価

評価指標　（指標性質）

終了・完了

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針    拡　大

説   明

二次評価日

一 次 評 価 責 任 者 櫻井　健一

他の事業に統合 　廃止・休止

     縮　小

今後の方針

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

一次評価日 令和3年5月28日

　現状のまま継続

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

　現状のまま継続

事業参加者数①

ほぼ変動していない

100.44%
令和元年度

★★★★★ ★★★★

　　  あり　　      なし

改

革

改

善

これまでの
改革・改善内容

子どもたちが様々な体験活動を通して、自ら考え行動する力を育み、物事を成し遂げた時の喜びを体感することを目的とし、登録型体験活動ク
ラブ「ワンダークラブ」を実施している。毎年300名の市内小学生が活動しており、参加する児童に加え保護者からの事業への期待も高い。また
乳幼児を対象とした4事業を毎月1回実施し、利用促進を図った。直近では、児童館利用者が他の利用者に児童館事業を紹介した結果、その方
が新たな利用者となるなど、児童館への期待が高まっていることを実感しており、今後もニーズに応じた多様な事業展開を図っていきたい。

事業を取り巻く環境
やニーズの変化

リスク（マイナス要素） 機会（プラス要素）

各主催事業について、どうしても「人が集まって活動する」ことになるた
め、感染リスクの面から「事業開催そのものの可否」や「実施の場合の
対策」をより精査する必要がある。

児童館が立地されている地域特性から、子育て世帯が多く、児童館事
業への期待が高い。特に「ワンダークラブ」に関しては、クラブへの加入
希望者が列を作って並ぶほどの盛況ぶりである。

児童館では、家庭や学校以外の「第３」（あるいは「第４」）の居場所としてこどもたちの健全育成を目的とした事業を実施している。児童館が立地
する地域では、特に若年層や子育て世帯が多いことから、今後もこどもの活動場所として、児童館への事業のニーズは引き続き高まっていくも
のと推察する。今後は、団体や個人を問わず、こどもの健全育成に携わる関係者の知見も取り入れながら、事業内容の更なる発展にチャレンジ
し、児童館を利用するこどもをはじめとした市民満足度の向上に寄与していく。

行財政改革大綱
との関連

（点検・確認）

効

率

性

★★★★★

　　  妥当　　　　要検討
役割分担

（行政関与）

変動率

令和2年度はコロナによる臨時休館など、事業を実施しない時期があり、活動指標で
ある事業開催回数は概ね達成されたものの、例年よりも回数が減少した分、単位当
たりのコストは増加した。次年度以降については、コロナの感染状況に引き続き注視
しつつも、人を大勢呼び込まず、十分な感染対策を講じることが可能な事業について
は、規模を縮小する、あるいは人数を制限するなどして、実施を検討していく。なお、
受益者負担は、入館料等を徴取しておらず、適正化の余地はない。

令和2年度は、コロナの影響による臨時休館期間があったほか、主催事業について
も、中止または規模を縮小して実施することとなった。成果指標は達成したものの、令
和元年度末から続くコロナの影響を踏まえ、目標値を例年より低く設定したことに起因
しており、成果向上の余地がある。また、本事業は、基本計画の「児童館を拠点とした
子どもたちの体験事業等を通し、児童健全育成のための事業推進」に合致し、「地域
における子育て支援」に寄与することから、上位施策への貢献度は高い。

概ね達成された

概ね達成された

成果向上の
余地

　　  あり　　　 　なし

令和元年度

② 事業開催回数

上位施策へ
の貢献度

289.43%
減少している

達成された
123.40%

★★★★★

94.34%

4,179.75 円 1,437.77 円 1,444.12 円

成果
指標

102.73%

103.86% 96.00%

区　　　分

対象・手段   　　妥当　　    要検討
児童館は、児童福祉法第40条に規定される児童厚生施設として、子どもに健全な遊びを提供し、その心身の健康を
増進し情操を豊かにすることを目的としていることから、対象・手段、意図ともに妥当である。

意　　　図 　　  妥当　   　 要検討

▲活動　　●成果

活動
指標

84.05%
★★★★

有

効

性

目
標
達
成
度

評価結果 判断理由（特記事項）

妥

当

性

概ね達成された

他の事業に統合 　廃止・休止

令和3年6月23日

   改善のうえで継続

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

今後の方針    改善のうえで継続

効率化
二
次
評
価

終了・完了

効率化
（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

★★★★

令和2年度

　　  あり　　     なし
受益者負担

適正化
の余地

コスト改善
の余地

種別

単位当たり
コスト

変動率 増加している

達成された

50%

75%

100%

125%

150%

H30 R1 R2

80%

100%

120%

H30 R1 R2
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～

　法定受託事務 自治事務

　 　 有 　 　無

 　   有 　 　無

　 　 有 　 　無

　 　 有 　 　無

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

補　助　・　単　独　区　分

　

こども福祉部 地域福祉課 保護係

令和2年度 事 務 事 業 評 価 シ ー ト No. 3012 03

実施計画の位置付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事務事業の性質

根拠法令等 生活保護法、同法施行令、同法施行規則、生活保護実施要領等基

　
　
本

　
　
事

　
　
項

事務事業名 生生活活保保護護受受給給者者等等就就労労支支援援事事業業
所管部署名

事前評価日 令和2年11月30日 事前評価責任者 山﨑　純子

事 業 期 間

類 似 事 業

　　　毎年度繰り返し　 　  　単年度　　　  　複数年度

平成8年度 未設定

　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

施策小項目

事業年齢 24歳

一般会計予
算
科
目

会計区分

生活保護受給者等就労支援事業

款 項

目 細目

生活保護費民生費
市まち･ひと･しごと

創生総合戦略との関連 生活保護総務費

と
の
関
係

基
本
計
画

関連付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無 事 業 区 分

まちづくり目標

目
　
　
　
的

対　　象
（誰を、何を）

生活保護受給者及び生活困窮者のうち稼働が可能である者

手　　段
（どのような

事業を行うのか)意　　図
(対象にどの
ような状態に
なってほしい

のか)

15 65

生活保護受給者は、就労意欲を高め就労によって安定収入
を確保し、生活保護から自立をする。また、生活困窮者は、
生活保護に至る前の段階で就労を支援し安定した生活の確
保する。

対象年齢

個別計画の位置付け

第２章 元気・健やか・幸せのまちづくり（健康福祉部門）

第９節 自立支援と生活保障

(1)生活保護制度の適正な運用

施　　　　策 直接事業費

11

3/4 3/4

11

執 行 方 法 直営

30120301 生活保護受給者等就労支援業務

53

151

業務プロセス
（№・名称）

　 　 有 　 　無
301203

①ケースワーカーによる就労支援（生活保護受給者を対象）
②就労支援員による就労支援（生活保護受給者及び生活困
窮者を対象）
③ハローワーク越谷による就労支援又は職業訓練（生活保
護受給者及び生活困窮者を対象）

378 3,274 3,274

4,015 4,069 4,646 3,888

3,161 3,219 53 50 △ 3,168

0

△ 181

854

決算(千円) 予算(千円) 決算(千円) 増減額(千円) 当初(千円) 計画(千円)
平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度
決算(千円)

前年度事務事業

区　　　　　分区分

国  補  助  率

0

4,593 3,838 2,987 4,479

3,686 4,328

0

4,3283,724

0.02人 0.02人

53

854 851 4,479

3/4 3/4 3/4 3/4

2,383 2,395 2,839 2,773

851

0.11人 0.11人 0.11人 0.02人

県  補  助  率

△ 0.09人

3,686

吉川市単独

151869 151 △ 699

1,247 1,247

4,532 4,532

0

0

計画(見込)値 計画(見込)値
実績値 実績値 実績値目

標

設

定

・

実

績

区分
指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）
単　位

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

130 150
150 150

880 900
当該年度中における被保護人員数

185

880

2

△ 561

受益者負担率（⑩÷⑤）

目標(見込)値 目標(見込)値 目標(見込)値

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり

1,624 1,666 1,797 1,105

837786 801

8 8 10 10

対
象
指
標

①
生活保護受給者数

人
850 800

②
各種就労支援事業参加者数

人
130

当該年度中における各種就労支援事業参加者数 137 130

10
10 10

就労支援述べ回数÷就労支援対象者（生活保護受給者） 10 10 5.8
活
 

動
 

指
 

標

①
１人当たりの生活保護受給者に対する就労支援回数

回
10 10

②
１人当たりの生活困窮者に対する就労支援回数

回
10

90 90
ハローワーク越谷との連携による就労支援者数 66 79 100

③

10 10
10

52

10
10 13.0

70 110
150 150

稼働可能な者のうち就職が決定した者の数 53 77 72

60
100 100

就労が契機となって生活自立した者の数 26 23

ハローワークによる就労支援者数
人

50 70 90

就労支援述べ回数÷就労支援対象者（生活困窮者）

生活自立者数

Ａ
　
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

Ｃ

Ｄ

就職決定者数
人

70

投

入

資

源

人　　　件　　　費

正職員人件費

会計年度任用職員人件費

受益者負担額（使用料・手数料等）

そ   　の    他 

市　      　  債

県  支  出  金

国  庫　支　出　金

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

コ ス ト 対 象 外  (除外)

間　 接　 経 　費　(加算)

Ｂ
　
特
定
財
源

事　　　業  　　費

成
果
指
標

①

②

正職員投入人員

人
30 30

9

Copyright(C)2020 Yoshikawa City office.all rights reserved

民生費 / 生活保護費 / 生活保護総務費

就労支援事業参加者数及び就労支援件数

【生活保護受給者】

【生活困窮者】

人数 18 18 18 22 74

就労支援回数 133 174 164 230 961

就労支援回数 1,244 1,100 1,144 1,237 644

H28 H29 H30 R１ R2

H28 H29 H30 R１ R2

人数 120 109 119 130 111

★★★

令和2年度

　　  あり　　     なし
受益者負担

適正化
の余地

コスト改善
の余地

種別

単位当たり
コスト

変動率 増加している

概ね達成された

今後の方針    改善のうえで継続

効率化
二
次
評
価

終了・完了

効率化
（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

   改善のうえで継続

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

他の事業に統合 　廃止・休止

令和3年6月23日

96.00% 95.00%

区　　　分

対象・手段   　　妥当　　    要検討
本事業は稼働能力のある生活保護受給者や生活困窮者を対象に就労・自立を支援し、自立を助長することの手段
や意図についても妥当である。

意　　　図 　　  妥当　   　 要検討

▲活動　　●成果

活動
指標

61.05%
★★★★

有

効

性

目
標
達
成
度

評価結果 判断理由（特記事項）

妥

当

性

概ね達成された

　　  妥当　　　　要検討
役割分担

（行政関与）

変動率

就労支援対象者からの相談に即時かつ丁寧に対応するため、相談員の人件費に係
るコスト改善は困難である。
生活保護受給者や生活困窮者の自立を助長する支援であり、受益者負担の余地は
ない。

就労支援対象者の希望や状態等に応じた寄り添い型支援を行い、就労に結び付ける
ことで事業の成果向上の余地がある。また、本事業の適正な実施により上位施策で
ある吉川市総合振興計画への貢献度は高い。

達成度がやや低い

達成度がやや低い

成果向上の
余地

　　  あり　　　 　なし

令和元年度

①
１人当たりの生活保護受給者に対する就
労支援回数

上位施策へ
の貢献度

156.50%
若干増加している

概ね達成された

86.67%

★★★★

76.67%

670,401.72 円 418,231.77 円 428,360.95 円

成果
指標

86.67%
生活自立者数①

若干増加している

102.42%
令和元年度

★★★★ ★★★

　　  あり　　      なし

改

革

改

善

これまでの
改革・改善内容

生活保護受給者等の自立助長のために就労支援員を配置したことにより就労開始者や収入増加者、生活自立者が増加した。

事業を取り巻く環境
やニーズの変化

リスク（マイナス要素） 機会（プラス要素）

求職活動期間の長期化により、就労意欲の低下。 寄り添い型の就労支援を行うことにより、早期の経済的自立が図られ
る。

現状の支援体制を継続し、被保護者の経済的自立を図る。
行財政改革大綱

との関連
（点検・確認）

効

率

性

★★★★

終了・完了

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針    拡　大

説   明

二次評価日

一 次 評 価 責 任 者 岡田　啓司

他の事業に統合 　廃止・休止

     縮　小

現状の支援体制を継続し、被保護者の経済的自立を図る。

今後の方針

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

一次評価日 令和3年5月28日

　現状のまま継続

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

　現状のまま継続

活動指標　を単位として換算 単位 ： 円/回

　　  あり　     　 なし

（増加目標指標）

（増加目標指標） 概ね達成された

令和2年度 単位当たりコスト換算指標 平成30年度

１人当たりの生活保護受給者に対する就労支
援回数

103.97%

平成30年度

評

価

年

度

の

主

な

取

組

生活困窮者自立支援法に基づく必須事業で適正な制度設計がなされているため、役割分担は妥当である。

事

業

評

価

評価指標　（指標性質）

50%

75%

100%

125%

150%

H30 R1 R2

80%

100%

120%

H30 R1 R2

Copyright(C)2020 Yoshikawa City office.all rights reserved

― 184 ― ― 185 ―



～

　法定受託事務 自治事務

　 　 有 　 　無

 　   有 　 　無

　 　 有 　 　無

　 　 有 　 　無

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

補　助　・　単　独　区　分

　

投

入

資

源

人　　　件　　　費

正職員人件費

会計年度任用職員人件費

受益者負担額（使用料・手数料等）

そ   　の    他 

市　      　  債

県  支  出  金

国  庫　支　出　金

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

コ ス ト 対 象 外  (除外)

間　 接　 経 　費　(加算)

Ｂ
　
特
定
財
源

事　　　業  　　費

成
果
指
標

①

②

正職員投入人員

世帯
50 50

Ａ
　
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

Ｃ

Ｄ

1,537 1,494 1,540

60
60 80

死亡・失踪以外で生活保護が廃止となった世帯数（実世帯数） 45 44

生活保護受給者の実態把握を目的とした家庭訪問件数（延べ件数）

生活保護自立世帯数

1,450 1,650
1,650

42

1,700

12
12 12

生活保護費の年間定例支給回数（延べ回数） 12 12 12
活
 

動
 

指
 

標

①
生活保護費定例支給回数

回
12 12

②
定期家庭訪問件数

件
1,600

③

557499 523
対
象
指
標

①
生活保護受給世帯

世帯
500 513

②

0

31,240

受益者負担率（⑩÷⑤）

目標(見込)値 目標(見込)値 目標(見込)値

全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり

353,092 351,025 411,703 382,265

計画(見込)値 計画(見込)値
実績値 実績値 実績値目

標

設

定

・

実

績

区分
指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）
単　位

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

600 580
当該年度末における生活保護受給世帯数（停止世帯を除く実世帯数）

580

吉川市単独

45,97438,152 42,036 4,676

328,043 328,043

1,241,423 1,241,423

0

0

県  補  助  率 1/4 1/4 1/4 1/4

6.07人

1,195,449

38,597 37,360 45,974

16,870

3/4 3/4 3/4 3/4

833,483 823,496 859,053 890,632

37,360

4.97人 4.83人 4.83人 5.55人 0.72人

0

国  補  助  率

13,741 13,986 15,000 16,087 2,101

38,152 42,036 4,676 45,974

0

6.07人

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度
決算(千円)

前年度事務事業

区　　　　　分区分

301202

生活保護受給者が最低限度の生活が維持できるよう生活保
護費（生活扶助、住宅扶助、医療扶助、介護扶助等）を支給
する。

67,136 896,510 896,510

1,200,316 1,188,507 1,285,756 1,288,984

1,161,719 1,151,147 1,247,604 1,246,949 95,802

0

100,477

38,597

決算(千円) 計画(千円)

1/4

3/4 3/4

1/4

執 行 方 法 直営

30120203 生活保護費支払業務

1,195,449

30120205 医療扶助支払業務

45,974

業務プロセス
（№・名称）

　 　 有 　 　無

16,870

予算(千円) 決算(千円) 増減額(千円) 当初(千円)

まちづくり目標

目
　
　
　
的

対　　象
（誰を、何を）

生活保護受給世帯

手　　段
（どのような

事業を行うのか)意　　図
(対象にどの
ような状態に
なってほしい

のか)

00 99 全年齢

生活保護法に基づき、最低限度の生活が保障される。

対象年齢

個別計画の位置付け

第２章 元気・健やか・幸せのまちづくり（健康福祉部門）

第９節 自立支援と生活保障

(1)生活保護制度の適正な運用

施　　　　策 直接事業費

　　　毎年度繰り返し　 　  　単年度　　　  　複数年度

平成8年度 未設定

　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

施策小項目

事業年齢 24歳

一般会計予
算
科
目

会計区分

生活保護事業

款 項

目 細目

生活保護費民生費
市まち･ひと･しごと

創生総合戦略との関連 扶助費

と
の
関
係

基
本
計
画

関連付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無 事 業 区 分

令和2年度 事 務 事 業 評 価 シ ー ト No. 3012 02

実施計画の位置付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事務事業の性質

根拠法令等 生活保護法、同法施行令、同法施行規則、生活保護実施要領等基

　
　
本

　
　
事

　
　
項

事務事業名 生生活活保保護護支支給給事事業業
所管部署名

事前評価日 令和2年11月30日 事前評価責任者 山﨑　純子

事 業 期 間

こども福祉部 地域福祉課 保護係

類 似 事 業

Copyright(C)2020 Yoshikawa City office.all rights reserved

民生費 / 生活保護費 / 扶助費

世帯類型別 生活保護受給世帯の推移（各年度末）


円 円 円 円 円

・高齢者世帯：65歳以上の者のみで構成されている世帯か、これらに18歳未満の未婚の者が加わった世帯
・母 子 世 帯：現に配偶者がいない65歳未満の女子と18歳未満の子のみで構成されている世帯
・障がい者世帯：世帯主が障がい者加算を受けている、もしくは障がいのため働けない者である世帯
・傷病者世帯：世帯主が入院等をしている、在宅患者加算を受けている、もしくは傷病のため働けない世帯
・その他世帯：上記以外の世帯

扶助費の推移
H28 H29 H30 R1 R2

1,043,643,977 1,100,065,119 1,104,302,749 1,127,740,729 1,212,852,691

合　計 473 485 499 523 557

その他世帯 78 72 81 92 105

傷病者世帯 79 59 58 51 58

障がい者世帯 67 75 85 88 93

母子世帯 25 31 27 28 25

高齢者世帯 224 248 248 264 276

H28 H29 H30 R1 R2

活動指標　を単位として換算 単位 ： 円/件

　　  あり　     　 なし

（増加目標指標）

（増加目標指標） 概ね達成された

令和2年度 単位当たりコスト換算指標 平成30年度

定期家庭訪問件数
103.08%

平成30年度

評

価

年

度

の

主

な

取

組

本事業は法定受託事務であり、生活保護の実施は憲法における生存権の保障を実現するため国家責任であること
から、地方自治体が行うことの役割分担は妥当と考えられる。

事

業

評

価

評価指標　（指標性質）

説   明

二次評価日

一 次 評 価 責 任 者 岡田　啓司

他の事業に統合 　廃止・休止

     縮　小

現状の支援体制を継続し、被保護者の自立を図る。

今後の方針

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

一次評価日 令和3年5月28日

　現状のまま継続

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

　現状のまま継続

他の事業に統合   改善のうえで継続

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

　廃止・休止 終了・完了

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針    拡　大

生活保護自立世帯数①

若干増加している

101.87%
令和元年度

★★★★ ★★★★

　　  あり　　      なし

改

革

改

善

これまでの
改革・改善内容

生活保護受給者の増加（H27実績444世帯⇒H28実績473世帯）に対応すべく、面接相談員を増員。平成29年度より、不正受給調査などを目的に
警察官OBを活用した支援員を配置。また、適正な支給を実施するため、必要に応じて処遇困難ケースの検討を実施した。

事業を取り巻く環境
やニーズの変化

リスク（マイナス要素） 機会（プラス要素）

被保護者が収入申告義務を怠り、不正受給が発生する。 援助方針に沿った支援が行われることにより、経済的自立及び日常生
活の自立、社会生活の自立の助長が図られる。

定期的な訪問活動を通して、援助方針に沿った自立に向けた適正な支援が行われている。
行財政改革大綱

との関連
（点検・確認）

効

率

性

★★★

　　  妥当　　　　要検討
役割分担

（行政関与）

変動率

受給者数に応じて職員の配置数が定められているため、人件費に係るコスト改善は
困難である。
被保護者は、資産・能力・その他あらゆるもの活用した上でのことから、受益者負担を
求める余地はない。

受給者数に応じた職員数の適正配置により事業の成果向上の余地がある。また、本
事業の適正な実施により上位施策である吉川市総合振興計画への貢献度は高い。

概ね達成された

概ね達成された

成果向上の
余地

　　  あり　　　 　なし

令和元年度

② 定期家庭訪問件数

上位施策へ
の貢献度

105.21%
若干増加している

概ね達成された

90.00%

★★★★

88.00%

837,002.82 円 780,947.36 円 795,520.11 円

成果
指標

70.00%

96.06% 103.03%

区　　　分

対象・手段   　　妥当　　    要検討
被保護者に対して、扶助費をもって最低限度の生活を保障するという対象・手段・意図ともに妥当である。

意　　　図 　　  妥当　   　 要検討

▲活動　　●成果

活動
指標

93.33%
★★★★★

有

効

性

目
標
達
成
度

評価結果 判断理由（特記事項）

妥

当

性

達成された

令和3年6月23日

今後の方針    改善のうえで継続

効率化
二
次
評
価

終了・完了

効率化
（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

★★★★

令和2年度

　　  あり　　     なし
受益者負担

適正化
の余地

コスト改善
の余地

種別

単位当たり
コスト

変動率 若干増加している

達成度がやや低い

50%

75%

100%

125%

150%

H30 R1 R2

80%

100%

120%

H30 R1 R2
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